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第２章 消費者契約 

第１節 消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し（第４条－第７条） 

第４条（消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し） 

 

Ⅰ 第１項・第２項（誤認類型） 

 

（消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し） 

第４条 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該

消費者に対して次の各号に掲げる行為をしたことにより当該各号に定める誤認

をし、それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたと

きは、これを取り消すことができる。 

一 重要事項について事実と異なることを告げること。 当該告げられた内容

が事実であるとの誤認 

二 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものに関し、将来

におけるその価額、将来において当該消費者が受け取るべき金額その他の将

来における変動が不確実な事項につき断定的判断を提供すること。 当該提

供された断定的判断の内容が確実であるとの誤認 

２ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費

者に対してある重要事項又は当該重要事項に関連する事項について当該消費者

の利益となる旨を告げ、かつ、当該重要事項について当該消費者の不利益とな

る事実（当該告知により当該事実が存在しないと消費者が通常考えるべきもの

に限る。）を故意又は重大な過失によって告げなかったことにより、当該事実が

存在しないとの誤認をし、それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾

の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。ただし、当該事業者

が当該消費者に対し当該事実を告げようとしたにもかかわらず、当該消費者が

これを拒んだときは、この限りでない。 

 

１ 趣旨等 

 

（１）趣旨 

 

現代社会のように、取引が多様化・複雑化する中で情報の面で消費者と事業者と

の間に格差が存在する状況にあっては、契約の締結を勧誘するに当たって、事業者

から消費者に対し、消費者が契約を締結するという意思決定をする上で必要な情報

の提供が適切になされないまま、契約が締結されるケースがある。このように、消

費者が事業者の不適切な勧誘行為に影響されて自らの欲求の実現に適合しない契約
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を締結した場合には、民法の詐欺（同法第 96 条第１項）が成立しない場合でも、契

約の成立についての合意の瑕疵によって消費者が当該契約に拘束されることは衡平

を欠くものであるため、消費者は当該契約の効力の否定を主張し得るとすることが

適当である。 

そこで、法は、本条第１項及び第２項において、事業者から消費者への情報の提

供に関する民事ルールを設けることとした。すなわち、消費者は、事業者の一定の

行為（誤認を通じて消費者の意思表示に瑕疵をもたらすような不適切な勧誘行為。

具体的には、不実告知（第１項第１号）、断定的判断の提供（第１項第２号）、不利

益事実の不告知（第２項））により誤認をし、それによって当該消費者契約の申込み

又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができることとした。 

 

（２）平成 30 年改正 

 

平成 30 年改正前の本条第２項は、不利益事実の不告知による取消しの要件を、事

業者が不利益事実を故意に告げなかった場合に限定していた。このため、消費者は

自らが直接関知しないような事実について事業者が知っていたことを立証すること

が求められ、消費生活相談の現場では、こうした事業者の故意についての立証が消

費者にとって困難であり、当該規定は実務上利用しにくいという指摘がされていた。 

また、裁判例においては、先行行為（ある重要事項又は当該重要事項に関連する

事項について当該消費者の利益となる旨を告げること）が具体的な告知として認定

されることを前提として、故意の認定に際しては、具体的な事実を摘示せずに結論

として故意があるとしたものや、事業者が消費者の誤認を認識し得たことから、故

意を認定（推認）したもの等、故意要件を事案に即して柔軟に解釈しているものが

みられた。 

このように、故意の要件の見直しは、消費生活相談の現場における当該規定の活

用及び訴訟における妥当な結論の確保という観点から課題になっていたため、平成

30 年改正では、このような故意の立証の困難さに起因する問題に対処するため、不

利益事実の不告知による取消しの要件として、「故意」のほかに「重大な過失」を追

加した。 

 

２ 条文の解釈 

 

（１）要件１（事業者の行為） 

 

１つ目の要件として、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、事

業者の一定の行為（不実告知（第１項第１号）、断定的判断の提供（第１項第２号）、

不利益事実の不告知（第２項））が存在することが挙げられる。 

ア 「消費者契約の締結について勧誘をするに際し」 

「勧誘」とは、消費者の契約締結の意思の形成に影響を与える程度の勧め方をい



 

35 

う。したがって、「○○を買いませんか」などと直接に契約の締結を勧める場合のほ

か、その商品を購入した場合の便利さのみを強調するなど客観的にみて消費者の契

約締結の意思の形成に影響を与えていると考えられる場合も含まれる。 

なお、「勧誘」の解釈に関しては、下記のとおり、事業者等による働き掛けが不特

定多数の消費者に向けられたものであったとしても、そのことから直ちにその働き

かけが「勧誘」に当たらないということはできないとした最高裁判決がある。 

次に、「際し」とは、事業者が消費者と最初に接触してから契約を締結するまでの

時間的経過において、という意味である。 

 

● 「勧誘」に関連する最高裁判決 

 

最三判平成 29 年 1 月 24 日（民集第 71 巻１号１頁） 

事件番号： 平成 28 年(受)1050 号 

事案概要： 適格消費者団体であるＸ（上告人）が、健康食品の小売販売業等を営

む事業者であるＹ（被上告人）に対し、自己の商品の原料の効用等を

記載した新聞折込チラシを配布することが、不実告知（第４条第１項

第１号）に当たるとして、第 12 条第１項及び第２項に基づき、上記

効用等の記載をすることの差止め等を求めた事案であり、当該チラシ

の配布が法にいう「勧誘」に当たるか否かが争われた。 

判示内容： 上記各規定（注）にいう「勧誘」について、法に定義規定は置かれて

いないところ、例えば、事業者が、その記載内容全体から判断して消

費者が当該事業者の商品等の内容や取引条件その他これらの取引に

関する事項を具体的に認識し得るような新聞広告により不特定多数

の消費者に向けて働きかけを行うときは、当該働きかけが個別の消費

者の意思形成に直接影響を与えることもあり得るから、事業者等が不

特定多数の消費者に向けて働きかけを行う場合を「勧誘」に当たらな

いとしてその適用対象から一律に除外することは、法第１条の趣旨目

的に照らし相当とはいい難い。したがって、事業者等による働きかけ

が不特定多数の消費者に向けられたものであったとしても、そのこと

から直ちにその働きかけが「勧誘」に当たらないということはできな

いというべきである。 

 

（注）第４条第１項ないし第３項、第５条、第 12 条第１項及び第２項。 

 

イ 不実告知（第１項第１号） 

 

「重要事項について事実と異なることを告げること」 

「事実と異なること」とは、真実又は真正でないことをいう。真実又は真正でな
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いことにつき必ずしも主観的認識を有していることは必要なく、告知の内容が客観

的に真実又は真正でないことで足りる。 

したがって、主観的な評価であって、客観的な事実により真実又は真正であるか

否かを判断することができない内容（例えば、「新鮮」、「安い」、「（100 円だから）お

買い得」という告知）は、「事実と異なること」の告知の対象にはならない。 

 

＜不実告知型事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－１〕 

ヒールの硬い革靴が欲しくて靴屋で探していた。店員が「この靴はイタリア製

なのでヒールが硬いですよ」と勧めたので購入したが、実際に道路を歩いてみる

と、以前自分が履いていたものに比べてさほど硬いとは思えなかった。 

〔考え方〕 

「ヒールが硬い」と告げることは、主観的な評価であって、客観的な事実によ

り真実又は真正であるか否かを判断することができない内容であるので、「事実と

異なること」を告げたことにはならず、取消しは認められない。 

 

〔事例４－２〕 

魚屋さんの店頭で「新鮮だよ」と言われたので魚を買ったが、たいして新鮮で

あるとは思えなかった。 

〔考え方〕 

「新鮮である」と告げることは、主観的な評価であって、客観的な事実により

真実又は真正であるか否かを判断することができない内容であるので、「事実と異

なること」を告げたことにはならず、取消しは認められない。 

 

〔事例４－３〕 

住宅販売において、「居住環境に優れた立地」という表現が用いられていたが、

当該住宅の購入者にとっては、さほど優れているとは感じられなかった。 

〔考え方〕 

「居住環境に優れた立地」という表現自体は、主観的な評価であって、客観的

な事実により真実又は真正であるか否かを判断することができない内容であるの

で、「事実と異なること」を告げたことにはならず、取消しは認められない。他に

「当社のマンションは安心」と表現した場合も同様の例といえる。 

 

〔事例４－４〕 

住宅建設用の土地の売買において、「近くにがけがありますが、この土地なら全
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く問題はありません」との説明を信じて契約した後に、その土地は、がけ地に接

近しているためそのままでは考えているとおりの住宅を建設することができない

上に、擁壁の設置も必要であることがわかった。 

〔考え方〕 

「この土地なら全く問題はありません」との説明は、住宅建設用の土地の売買

契約の締結に際しては、「この土地に住宅を建設するに当たって特段の障害はな

い」ことを告げたものと考えられるから、がけが接近していて考えているとおり

の住宅を建設することができない場合や住宅を建設するには擁壁の設置が必要で

ある場合等は「事実と異なることを告げること」に当たり、本条第１項第１号の

要件に該当し、取消しが認められることもあり得る。 

 

〔事例４－５〕 

弁護士が「必ず裁判に勝ちます」と言ったのに、裁判に勝てなかった。 

〔考え方〕 

裁判に勝つか負けるかは、契約締結段階でその達成が可能か否かを見とおすこ

とが契約の性質上そもそも不可能であるため、「裁判に勝ちます」と告げても一般

的には「事実と異なることを告げること」には当たらず、第４条第１項第１号の

要件に該当しないので取消しは認められない。 

また、裁判に勝つか負けるかは、「将来におけるその価額、将来において当該消

費者が受け取るべき金額その他の将来における変動が不確実な事項」ではなく、

本条第１項第２号の要件にも該当しないので取消しは認められない。 

 

〔事例４－６〕 

「この映画を見れば絶対に感動しますよ」と勧誘されたが、実際に見ても感動

しなかった。 

〔考え方〕 

「感動する」と告げることは、主観的な評価であって、客観的な事実により真

実又は真正であるか否かを判断することができない内容であるので、「事実と異な

ること」を告げたことにはならず、本条第１項第１号による取消しは認められな

い。 

また、感動するかどうかは、「将来におけるその価額、将来において当該消費者

が受け取るべき金額その他の将来における変動が不確実な事項」ではなく、本条

第１項第２号の要件にも該当しないので取消しは認められない。 

 

● 債務不履行 
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真実又は真正であるか否かの判断は、契約締結の時点において、契約締結に至る

までの事業者の告知の内容を全体的に評価して行われる。事業者が告げた内容が当

該契約における事業者の債務の内容となっている場合において、契約締結後に当該

債務について不履行があったとしても、そのことによって遡って「事実と異なるこ

と」を告げたとされるわけではない。 

 

〔事例４－７〕 

建築請負契約において、基礎材は杉であると説明されて契約を締結し、仕様書

にもそのように書かれていたが、事業者の手違いにより、実際には米栂であった。 

〔考え方〕 

「基礎材は杉」ということは債務の内容になっていると考えられる。したがっ

てこの事例は債務不履行の問題であり、「事実と異なること」を告げる行為には当

たらないので、取消しは認められない。 

 

〔事例４－８〕 

「○○日には届く」と言われたので契約したが、配送遅延のため、荷物がその

日には届かなかった。 

〔考え方〕 

「○○日には届く」ということは債務の内容になっていると考えられる。した

がってこの事例は債務不履行の問題であり、「事実と異なること」を告げる行為に

は当たらないので、取消しは認められない。 

 

〔事例４－９〕 

「ハーバービュー・ルームに泊まる香港４日間」というツアー・タイトルに魅

力を感じ、ツアーに申し込んだ。旅行代理店での説明でもハーバービュー・ルー

ムを手配するとのことであった。しかし、実際にホテルに行ってみると、手配ミ

スのため、窓からは街の景色しか見えず、海は全く見えなかった。 

〔考え方〕 

「ハーバービュー・ルームに泊まる」ということは債務の内容になっていると

考えられる。したがってこの事例は債務不履行の問題であり、「事実と異なること」

を告げる行為には当たらないので、取消しは認められない。 

 

● 「告げる」方法 

 

「告げる」については、必ずしも口頭によることを必要とせず、書面に記載して

消費者に知悉させるなど消費者が実際にそれによって認識し得る態様の方法であれ

ばよい。 
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〔事例４－10〕 

業者から、事故車ではないことを口頭で確認して中古車を購入したが、後日整

備に出したら事故車だと分かった。 

〔考え方〕 

重要事項(事故車か否か）について、真実と異なることを告げている（事故車で

はないと告げたこと）ので、本条第１項第１号の要件に該当し、取消しが認めら

れる。 

 

〔事例４－11〕 

新聞の折込チラシを見て築５年の中古の一戸建て住宅が気に入ったので、業者

から「築５年である」旨の説明を受けて、売買契約を締結した。念のため登記簿

を調べてみると、実際には築 10 年であることが判明した。 

〔考え方〕 

重要事項（経過年数）について、真実と異なることを告げている（築５年と告

げたこと）ので、本条第１項第１号の要件に該当し、取消しが認められる。 

 

〔事例４－12〕 

「当センターの派遣する家庭教師は東大生です」と勧誘されたが、当該家庭教

師が東京大学以外の東京○○大学の学生であった。 

〔考え方〕 

「東大生」という略称は一般に東京大学の学生を意味するものであり、東京大

学以外の東京○○大学の学生を「東大生」と告げることは、重要事項（家庭教師

の出身大学）について、「事実と異なることを告げること」に当たるので、本条第

１項第１号の要件に該当し、取消しが認められる。 

 

〔事例４－13〕 

ＣＳ放送の受信契約をした。いつでもやめられるという説明だったので申し込

んだのだが、４年以内は解約できないということが分かった。４年も解約できな

いと分かっていれば申し込まなかった。説明と違っているのでやめたい。 

〔考え方〕 

重要事項（解除権の有無）について、真実と異なることを告げている（いつで

もやめられると告げたこと）ので、本条第１項第１号の要件に該当し、取消しが

認められる。 

 

ウ 断定的判断の提供（第１項第２号） 
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① 「物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものに関し、将来

におけるその価額、将来において当該消費者が受け取るべき金額その他の将来

における変動が不確実な事項につき」 

本号の「物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるもの」について

は、本条第４項の解説を参照のこと。 

「将来における変動が不確実な事項」の例示としては、 

（ア） 「将来におけるその（＝物品、権利、役務その他の当該消費者契約の

目的となるものの）価額」（例えば不動産取引に関して、将来における当

該不動産の価額）、 

（イ） 「将来において当該消費者が受け取るべき金額」（例えば保険契約に関

して、将来において当該消費者が受け取るべき保険金の額） 

の二つを掲げている。 

「その他の将来における変動が不確実な事項」とは、これら二つの概念には必ず

しも含まれない、消費者の財産上の利得に影響するものであって将来を見通すこと

がそもそも困難であるもの（例えば証券取引に関して、将来における各種の指数・

数値、金利、通貨の価格）をいう。 

本号は、将来において消費者が財産上の利得を得るか否かを見通すことが契約の

性質上そもそも困難である事項（当該消費者契約の目的となるものに関し、将来に

おける変動が不確実な事項）について事業者が断定的判断を提供した場合につき、

取消しの対象とする旨を規定している。これは、不実告知（第１号）と同様に、誤

認を通じて消費者の意思表示に瑕疵をもたらし得る不適切な勧誘行為だからである。

典型的には、保険、証券取引、先物取引、不動産取引、連鎖販売取引の分野におけ

る契約が問題となり得る。 

一方、事業者がある商品・サービスについての効用・メリットを説明する場合で、

一定の前提の下で客観的に将来を見通すことが可能な情報を提供することは問題と

ならない。例えば、ガソリン代、電気代等の節約については、「このような使用条件

の下では」という一定の前提の下で将来を見通すことが可能であることから、その

ような前提とともに説明する限りにおいては、ここでいう「将来における変動が不

確実な事項」には当たらない。 

なお、「将来における変動が不確実な事項」に関する裁判例として、パチンコ攻略

情報の売買契約について、一般的にパチンコは遊技者がどれくらいの出球を獲得す

るかは複合的な要因による偶然性の高いものであり、常に多くの出球を獲得するこ

とができるパチンコの打ち方の手順等の情報は、将来における変動が不確実な事項

に当たるとした裁判例（東京地判平成 17 年 11 月８日判例時報 1941 号 98 頁）が存

在する。また、外国為替証拠金取引における預託金返還請求権を放棄する旨の和解

契約について、事業者が外国為替証拠金取引の営業停止の行政処分を受け、その結

果倒産し、消費者に預託金のほとんどが返還されなくなるかどうかは、将来におけ

る変動が不確実な事項に当たるとした裁判例（大阪高判平成 19 年４月 27 日判例時

報 1987 号 18 頁）も存在する。 
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他方で、家庭教師派遣契約について、事業者が「有名校に合格できる」と説明し

たとしても、有名校に合格するか否かは、消費者の財産上の利得に影響するもので

はないとして、将来における変動が不確実な事項に当たらないとした裁判例（東京

地判平成 21 年６月 15 日）も存在する。 

② 「断定的判断を提供すること」 

「断定的判断」とは、確実でないものが確実である（例えば、利益を生ずること

が確実でないのに確実である）と誤解させるような決めつけ方をいう。 

「絶対に」、「必ず」のようなフレーズを伴うか否かは問わないが（例えば先物取

引において、事業者が消費者に対して「この取引をすれば、100 万円もうかる」と

告知しても、「この取引をすれば、必ず
．．

100 万円もうかる」と告知しても、同じく断

定的判断の提供である。）、事業者の非断定的な予想ないしは個人的見解を示すこと

（例えば、「この取引をすれば、100 万円もうかるかもしれない
．．．．．．

」と告知すること）

は断定的判断の提供に当たらない。 

また、消費者の判断の材料となるもの（例えば、「エコノミストＡ氏は、『半年後

に、円は１ドル＝120 円に下落する』と言っている」という相場情報）について真

実のことを告げることも問題にならない。 

さらに、将来の金利など「将来における変動が不確実な事項」につき、一定の仮

定を置いて、「将来におけるその価額」、「将来において当該消費者が受け取るべき金

額」につき、事業者が試算を行い、それを消費者に示したとしても、「将来における

変動が不確実な事項」については、試算の前提としての仮定が明示されている限り

は、「断定的判断を提供すること」には当たらない。 

 

＜断定的判断の提供型事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－14〕 

建築請負契約において、事業者から「当社の住宅は雨漏りしません」との説明

を受けて契約した。 

〔考え方〕 

雨漏りするか否かといった住宅の性能は「将来におけるその価額、将来におい

て当該消費者が受け取るべき金額その他の将来における変動が不確実な事項」に

は当たらず、本条第１項第２号の要件に該当しないので取消しは認められない。 

 

〔事例４－15〕 

「当校に通えば、ＴＯＥＩＣ800 点も夢じゃない」と勧誘されて、英語学校に

通うことにしたが、ＴＯＥＩＣの得点が 800 点を超えることはできなかった。 

〔考え方〕 
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ＴＯＥＩＣの得点が 800 点を超えるかどうかは「将来におけるその価額、 将来

において当該消費者が受け取るべき金額その他の将来における変動が不確実な事

項」には当たらず、本条第１項第２号の要件に該当しないので取消しは認められ

ない。 

また「ＴＯＥＩＣ800 点も夢じゃない」と告げることは断定的判断を提供する

ことには当たらず、本条第１項第２号の要件に該当しないので取消しは認められ

ない。 

 

〔事例４－16〕 

証券会社の担当者に電話で勧誘されて、外債を購入した。円高にならないと言

われたが、円高になった。 

〔考え方〕 

「将来におけるその価額、将来において当該消費者が受け取るべき金額その他

の将来における変動が不確実な事項」（円高になるか否か）について、断定的判断

を提供（円高にならないと告げたこと）しているので、本条第１項第２号の要件

に該当し、取消しが認められる。 

 

〔事例４－17〕 

借金して契約しても 10 年後に利益が出ると言われて、一時払いの終身保険に

加入した（銀行から約 200 万円借りた。その返済総額は 293 万円だが、10 年後の

満期金が 360 万円になると勧められた。）。しかし、予定どおりの配当が出なくな

り、利息の方が高くなった。 

〔考え方〕 

「将来におけるその価額、将来において当該消費者が受け取るべき金額その他

の将来における変動が不確実な事項」（利益が出るか否か）について、断定的判断

を提供（借金して契約しても 10 年後に利益が出ると告げたこと）しているので、

本条第１項第２号の要件に該当し、取消しが認められる。 

 

〔事例４－18〕 

過去の数値データ及び当該データを参考にした仮定を明示するとともに、これ

らを前提とした試算を示しながら「今まで元本割れしたことはなく、試算を考慮

すれば今後も元本割れしないだろう」と言われたので金融商品を契約したが、元

本割れした。 

〔考え方〕 

「試算を考慮すれば今後も元本割れしないだろう」と告げるに際して、試算の

前提としての仮定が明示されており、断定的判断を提供することには当たらず、
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本条第１項第２号の要件に該当しないので取消しは認められない。 

 

エ 不利益事実の不告知（第２項） 

① 「当該消費者に対してある重要事項又は当該重要事項に関連する事項につい

て当該消費者の利益となる旨を告げ」（本文） 

「当該重要事項（＝ある重要事項）に関連する事項」とは、基本的には、「ある重

要事項」に関わりつながる事項を広く意味する。しかしながら、不利益事実の不告

知の対象が「当該重要事項について当該消費者の不利益となる事実（当該告知によ

り当該事実が存在しないと消費者が通常考えるべきものに限る。）」と限定されてい

るため（後述）、実際上この「事項」は、一般的・平均的な消費者が、不利益事実が

存在しないと誤認する程度に「ある重要事項」に密接に関わりつながるものである。 

「当該消費者の利益となる旨」とは、消費者契約を締結する前の状態と後の状態

とを比較して、「当該消費者」（＝個別具体的な消費者）に利益（必ずしも財産上の

利益に限らない。）を生じさせるであろうことをいう。 

本項が個別の勧誘場面について適用される規範である以上、ここでは「一般的・

平均的な消費者の利益」ではなく「当該消費者（＝個別具体的な消費者）の利益」

を問題としている。 

② 「当該重要事項について当該消費者の不利益となる事実（当該告知により当

該事実が存在しないと消費者が通常考えるべきものに限る。）を故意又は重大

な過失によって告げなかったこと」（本文） 

（ア）「当該重要事項について当該消費者の不利益となる事実（当該告知により当

該事実が存在しないと消費者が通常考えるべきものに限る。）」 

「当該重要事項」とは、「ある重要事項」（上記①）を受ける。 

「当該消費者の不利益となる事実」とは、消費者契約を締結する前の状態と後の

状態とを比較して、「当該消費者」（＝個別具体的な消費者）に不利益（必ずしも財

産上の不利益に限らない。）を生じさせるおそれがある事実をいう（例えば、有価証

券の取引で、当該消費者が取得した有価証券を売却するなどにより得られる金額が、

当該消費者が当該有価証券を取得するために支払った金額（取得価額）を下回るお

それがあること、すなわち元本欠損が生じるおそれがあることが「当該消費者の不

利益となる事実」に当たる。）。 

本項が個別の勧誘場面について適用される規範である以上、ここでは「一般的・

平均的な消費者の不利益」ではなく「当該消費者（＝個別具体的な消費者）の不利

益」を問題としている。 

「当該告知により当該事実が存在しないと消費者が通常考えるべきもの」とは、

事業者の先行行為により、当該重要事項について当該消費者の不利益となる事実は

存在しないであろうと「消費者」（＝一般的・平均的な消費者）が通常認識するもの

をいう（不利益となる事実は存在するため、この認識は「誤認」であるといえる。



 

44 

（３）②ウを参照のこと）。 

（イ）「故意又は重大な過失」 

「故意」とは、「当該事実が当該消費者の不利益となるものであることを知ってお

り、かつ、当該消費者が当該事実を認識していないことを知っていながら、あえて」

という意味である。 

 「重大な過失」とは、僅かの注意をすれば容易に有害な結果を予見することがで

きるのに、漫然と看過したというような、ほとんど故意に近い著しい注意欠如の状

態をいうとされている（最判昭和 32 年７月９日民集 11 巻７号 1203 頁、大判大正

２年 12 月 20 日参照。失火責任法の判例。）。 

③ 事業者の免責事由（ただし書） 

第２項ただし書においては、事業者が一定の事情を立証することにより、消費者

の取消権の行使を免れ得ることを規定する。具体的には、事業者が消費者に対し不

利益事実を告げようとしたにもかかわらず、当該消費者がこれを拒んだ場合には、

消費者は消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示を取り消すことができないこ

ととする。この免責事由の立証責任については事業者が負う。 

（ア）「当該事業者が当該消費者に対し当該事実を告げようとしたにもかかわら

ず」 

「当該事実を告げようとした」とは、例えば、当該消費者の利益となる旨を

告げた後に、当該消費者の不利益となる事実を告げようとした場合をいう。 

（イ）「当該消費者がこれを拒んだ」 

「これ」とは、「当該事業者が当該消費者に対し当該事実を告げようとした」

ことを受ける。 

「当該消費者がこれを拒」むことの理由（例えば、説明を受ける時間がない、

説明を受けることが面倒である。）については、その内容のいかんを問わない。 

 

＜不利益事実の不告知型事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－19〕 

（例えば、隣接地が空き地であって）「眺望・日当たり良好」という業者の説明

を信じて中古マンションの２階の一室を買った。しかし半年後には隣接地に建物

ができて眺望・日照がほとんど遮られるようになった。業者は隣接地に建設計画

があると知っていたにもかかわらずそのことの説明はなかった。 

〔考え方〕 

消費者の利益となる旨（（例えば、隣接地が空き地であって）眺望・日当たり良

好）を告げ、不利益となる事実（隣接地に建物ができて眺望・日照が遮られるよ
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うになること）を故意に告げていないので、本条第２項の要件に該当し、取消し

が認められる。 

 

〔事例４－20〕 

「医療保障を充実した女性向けの保険」と勧められ定期付終身保険の転換契約

をしたが、損な保険に変えられた。元の保険は８年前父が契約したものであり、

1500 万円の終身保険だったが、掛金は同額で保障は 2500 万円になるほか、収入

保障と女性特有医療保障が付くと勧められた。契約後、別の保険会社の人に相談

したところ、終身保険部分が減額され、予定利率も低いものになったことが分か

った。 

〔考え方〕 

消費者の利益となる旨（掛金は同額で保障は 2500 万円になるほか、収入保障と

女性特有医療保障が付く。）を告げ、不利益となる事実（終身保険部分が減額され、

予定利率も低いものになったこと）を故意に告げていないので、本条第２項の要

件に該当し、取消しが認められる。 

 

〔事例４－21〕 

デジタルＣＳチューナーセット（デジタルＣＳチューナー、ＣＳアンテナ）を

買えばすぐに某ＣＳ放送が見られると思ったのに、見られない。取付け機材が必

要なことはカタログにも書いていないし、販売店でも説明がなかった。 

〔考え方〕 

消費者の利益となる旨を告げておらず、本条第２項の要件に該当しないので取

消しは認められない。 

 

〔事例４－22〕 

「先週の価格の２割引」と宣伝していたので携帯電話を買ったが、２週間後に

同じ商品が半値となった。店員は今後更に値段が下がることを知っていたが、こ

れを告げなかった。 

〔考え方〕 

消費者の利益となる旨（先週の価格の２割引）を告げているが、「当該告知によ

り当該事実（今後更に値段が下がること）が存在しないと消費者が通常考えるべ

きもの」とはいえず、本条第２項の要件に該当しないので取消しは認められない。 

 

〔事例４－23〕 

「月額 3000 円で、インターネットが 7500 円分、37.5 時間も利用できる」と説

明されたので、電話会社の通信料の割引サービスを契約した。ところがパソコン
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のタイマーで時間を管理しながらこのプランを利用したところ、約 35 時間しか

利用していないのに、6100 円の請求がきた。 

電話会社に問い合わせると、「たとえ通信時間が１秒でも、３分までかけたのと

同じ１回 10 円が課金されるシステムである。3000 円で 37.5 時間通信できるのは

ぶっ通しで利用したときや、全ての通信がジャスト３分単位でなされたときだけ

である」と説明された。１秒の通話を 750 回かけると、実際は 12.5 分しか利用し

ていないのに、7500 円分通信したことになる仕組みという。37.5 時間利用できる

とされているのに、実際は 12.5 分しか使えないケースもあるのは問題だ。 

〔考え方〕 

消費者の利益となる旨（月額 3000 円で、インターネットが 7500 円分、37.5 時

間も利用できる）を告げ、不利益となる事実（3000 円で 37.5 時間通信できるの

はぶっ通しで利用したときや、全ての通信がジャスト３分単位でなされたときだ

けであること）を故意に告げていないので、本条第２項の要件に該当し、取消し

が認められる。 

 

〔事例４－24〕 

「（例えば、隣接地が空き地であって）眺望が良い」という宅地建物取引業者の

説明を受けてマンションの一室を購入した。ところが、購入半年後に隣接地にマ

ンションが建ち、眺望がほとんど遮られてしまった。隣接地にマンションが建つ

ことが分かっているのであれば、契約はしなかった。なお、当該業者は、当該マ

ンション開発計画を容易に知り得た状況にあったにもかかわらず、消費者に告げ

なかった。 

〔考え方〕 

本事例では、例えば、隣地のマンションの建設計画の説明会が当該事業者も参

加可能な形で実施されていたという状況や、当該マンション建設計画は少なくと

も近隣の不動産事業者において共有されていたという状況など、隣の空き地にマ

ンションが建つことについて当該事業者が容易に知り得た状況にあったといえる

ような場合には、当該事業者に重大な過失が認められ得る。その場合、本件の当

該事業者の行為は本条第２項の要件に該当し、取消しが認められる（注）。 

（注）単に不動産会社がマンション販売を取り扱う専門業者であることのみを理由として重

大な過失が認められ得るというものではない。 

 

（２）要件２（消費者の当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示） 

 

「当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をした」 

契約は、一方による契約の申込みと相手方による承諾によって成立する（民法第

522 条第１項）。消費者は、自らが契約の申込みをする場合には「当該消費者契約の
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申込み」を、承諾をする場合には「その（＝当該消費者契約の申込みの）承諾の意

思表示」を、それぞれ取り消すことになる。 

「意思表示」とは、一定の法律効果の発生を欲する意思を外部に対して表する行

為をいう。 

 

（３）要件３（要件１と要件２の因果関係） 

ア 因果関係 

① 「事業者が･･････当該消費者に対して次の各号に掲げる行為をしたことに

より当該各号に定める誤認をし、それによって」 

② 「･･････故意又は重大な過失によって告げなかったことにより、当該事実

が存在しないとの誤認をし、それによって」 

消費者に取消権を与えるためには、消費者に意思表示の瑕疵がある（他人から不

当な干渉を受け、意思決定が自由に行われなかった。）ことが必要である。したがっ

て、要件１（事業者の行為）という先行事実が消費者に誤認を生じさせ、この誤認

が要件２（消費者の当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示）という後行

事実を生じさせるという二重の因果関係（事業者の行為→消費者の誤認→消費者の

当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示）を規定している。 

消費者契約が締結されるまでの過程で、事業者又は受託者等（受託者についての

詳細は第５条の解説を参照）が消費者に対して、第１項、第２項に該当する行為を

行った場合であっても、最終的な契約締結に至るまでの間に、事業者又は受託者等

が再度適正な説明を行うこと等により、消費者の誤認が消滅し、その後、消費者の

自由意思により契約の申込み又はその承諾の意思表示が行われたときなど誤認状態

が最終段階まで継続しなかったときには、過去に不実告知があったこと等を理由と

して当該契約を取り消すことはできない。 

イ 誤認 

消費者の誤認を通じて要件１（事業者の行為）という先行事実が要件２（消費者

の当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示）という後行事実を生じさせる

ことを、明示的に規定することとする。 

「誤認」とは、違うものをそうだと誤って認めることをいう。 

① 「当該告げられた内容が事実であるとの誤認」（第１項第１号） 

事業者の不実告知（事実と異なることを告げる行為）により、消費者は当該告げ

られた内容が事実であろうという認識を抱くことになるが、これは「誤認」である

といえる。例えば、事業者が消費者に対して「この住宅は築５年である」と告知し

て築 10 年の住宅を販売した場合には、消費者は通常「この住宅は築５年であろう」

という認識を抱くことになるが、これは事実でないので「誤認」であるといえる。 

② 「当該提供された断定的判断の内容が確実であるとの誤認」（第１項第２号） 

事業者の断定的判断の提供により、消費者は当該提供された断定的判断の内容が
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実現されるであろうという認識を抱くことになるが、これは「誤認」であるといえ

る。例えば、事業者が消費者に対して「この取引をすれば、100 万円もうかる」と告

知した場合には、消費者は通常「100 万円もうかるだろう」という認識を抱くこと

になるが、これは必ずしも実現されないので「誤認」であるといえる。 

③ 「当該事実が存在しないとの誤認」（第２項） 

事業者の不利益事実の不告知により、消費者は当該消費者の不利益となる事が存

在しないであろうという認識を抱くことになるが、これは「誤認」であるといえる。

例えば、事業者が「眺望・日当たり良好」と告知して、「半年後には隣接地に建設計

画がある」と知っていたにもかかわらずそのことを消費者に告知せずにマンション

を販売した場合には、消費者は通常「隣接地に建物ができて眺望・日照は遮られな

いだろう」という認識を抱くことになるが、これは事実ではないので「誤認」であ

るといえる。 

 

（４）効果 

 

「これを取り消すことができる」 

契約の申込み又はその承諾の意思表示が取り消された場合には、初めから無効で

あったことになる（民法第 121 条）ほか、その行使方法、効果等は、本法に別段の

定めがない限り、「取消し」に関する民法の規定による（本法第 11 条１項）。取消権

を行使した消費者の返還義務については、第６条の２に規定がある。第６条の２の

解説を参照。 
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● 民法の詐欺と本法の「誤認」類型（本条第１項・第２項）との比較 

 

本法は、消費者と事業者との間の情報の格差が消費者契約（消費者と事業者と

の間で締結される契約）のトラブルの背景になっていることが少なくないことを

前提として、消費者契約の締結に係る意思表示の取消しについては、民法の詐欺

が成立するための厳格な要件を緩和するとともに、抽象的な要件を具体化・明確

化したものである。 

これによって消費者の立証負担を軽くし、消費者が事業者の不適切な勧誘行為

に影響されて締結した契約から離脱することを容易にすることが可能となる。 

 民法の詐欺（第 96 条） 
本法の「誤認」類型 

（本条第１項・第２項） 

要 件 ①二重の故意  

②欺罔行為 ①事業者の行為（一定の事

項についての一定の行

為）（注） 

③詐欺の違法性  

④二重の因果関係 ②二重の因果関係 

効 果 取消し 取消し 

 善意の第三者との

関係 

対抗できない。 対抗できない。 

第三者の行為 契約の相手方がその事実

を知っている場合に限り

取消し可 

事業者が媒介を委託した

第三者の場合は取消し可 

取消権の期間制限 追認可能時から５年 

行為時から 20 年 

追認可能時から１年 

契約締結時から５年 

（注）事業者の行為 

⑴ 消費者契約の締結について勧誘をするに際し、 

⑵ 以下のいずれかの行為をすること。 

① 重要事項（本条第４項を参照）について事実と異なることを告げること（本条第１

項第１号） 

② 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものに関し、将来における

その価額、将来において当該消費者が受け取るべき金額その他の将来における変動が

不確実な事項につき断定的判断を提供すること（同項第２号） 

③ ある重要事項又は当該重要事項に関連する事項について当該消費者の利益となる

旨を告げ、かつ、当該重要事項について当該消費者の不利益となる事実（当該告知に

より当該事実が存在しないと消費者が通常考えるべきものに限る。）を故意又は重大

な過失によって告げないこと（同条第２項） 
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解説 

⑴ 民法の詐欺の要件のうち本法の「誤認」類型で要件とされないものは、「二

重の故意」、「詐欺の違法性」である。「二重の故意」とは、相手方を欺罔して

錯誤に陥らせようする故意と、その錯誤によって意思表示をさせようとする

故意のことである。「詐欺の違法性」とは、欺罔行為が社会通念上許される限

度を超えた違法なものであることである。 

⑵ 本法の「誤認」類型において、対象となる事項を「重要事項」（本条第１項

第１号）、「物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものに関

し、将来におけるその価額、将来において当該消費者が受け取るべき金額そ

の他の将来における変動が不確実な事項」（同項第２号）、「当該重要事項につ

いて当該消費者の不利益となる事実（当該告知により当該事実が存在しない

と消費者が通常考えるべきものに限る。）」（同条第２項）と限定している点は、

民法の「欺罔行為」の要件を限定しているものである。 

⑶ 本法の「誤認」類型において「事業者の行為」を三つに限定している点は、

民法の「欺罔行為」という要件を、消費者契約の場面に即して具体化・明確

化するものである。 

 

Ⅱ 第３項（困惑類型） 

 

３ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費

者に対して次に掲げる行為をしたことにより困惑し、それによって当該消費者

契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことがで

きる。 

一 当該事業者に対し、当該消費者が、その住居又はその業務を行っている場

所から退去すべき旨の意思を示したにもかかわらず、それらの場所から退去

しないこと。 

二 当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている場所から当該

消費者が退去する旨の意思を示したにもかかわらず、その場所から当該消費

者を退去させないこと。 

三 当該消費者に対し、当該消費者契約の締結について勧誘をすることを告げ

ずに、当該消費者が任意に退去することが困難な場所であることを知りなが

ら、当該消費者をその場所に同行し、その場所において当該消費者契約の締

結について勧誘をすること。 

四 当該消費者が当該消費者契約の締結について勧誘を受けている場所におい

て、当該消費者が当該消費者契約を締結するか否かについて相談を行うため

に電話その他の内閣府令で定める方法によって当該事業者以外の者と連絡す

る旨の意思を示したにもかかわらず、威迫する言動を交えて、当該消費者が
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当該方法によって連絡することを妨げること。 

五 当該消費者が、社会生活上の経験が乏しいことから、次に掲げる事項に対

する願望の実現に過大な不安を抱いていることを知りながら、その不安をあ

おり、裏付けとなる合理的な根拠がある場合その他の正当な理由がある場合

でないのに、物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものが

当該願望を実現するために必要である旨を告げること。 

イ 進学、就職、結婚、生計その他の社会生活上の重要な事項 

ロ 容姿、体型その他の身体の特徴又は状況に関する重要な事項 

六 当該消費者が、社会生活上の経験が乏しいことから、当該消費者契約の締

結について勧誘を行う者に対して恋愛感情その他の好意の感情を抱き、かつ、

当該勧誘を行う者も当該消費者に対して同様の感情を抱いているものと誤信

していることを知りながら、これに乗じ、当該消費者契約を締結しなければ

当該勧誘を行う者との関係が破綻することになる旨を告げること。 

七 当該消費者が、加齢又は心身の故障によりその判断力が著しく低下してい

ることから、生計、健康その他の事項に関しその現在の生活の維持に過大な

不安を抱いていることを知りながら、その不安をあおり、裏付けとなる合理

的な根拠がある場合その他の正当な理由がある場合でないのに、当該消費者

契約を締結しなければその現在の生活の維持が困難となる旨を告げること。 

八 当該消費者に対し、霊感その他の合理的に実証することが困難な特別な能

力による知見として、当該消費者又はその親族の生命、身体、財産その他の

重要な事項について、そのままでは現在生じ、若しくは将来生じ得る重大な

不利益を回避することができないとの不安をあおり、又はそのような不安を

抱いていることに乗じて、その重大な不利益を回避するためには、当該消費

者契約を締結することが必要不可欠である旨を告げること。 

九 当該消費者が当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をする前

に、当該消費者契約を締結したならば負うこととなる義務の内容の全部若し

くは一部を実施し、又は当該消費者契約の目的物の現状を変更し、その実施

又は変更前の原状の回復を著しく困難にすること。 

十 前号に掲げるもののほか、当該消費者が当該消費者契約の申込み又はその

承諾の意思表示をする前に、当該事業者が調査、情報の提供、物品の調達そ

の他の当該消費者契約の締結を目指した事業活動を実施した場合において、

当該事業活動が当該消費者からの特別の求めに応じたものであったことその

他の取引上の社会通念に照らして正当な理由がある場合でないのに、当該事

業活動が当該消費者のために特に実施したものである旨及び当該事業活動の

実施により生じた損失の補償を請求する旨を告げること。 

 

１ 趣旨等 

 

（１）趣旨 
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現代社会のように、交渉力の面で消費者と事業者との間に格差が存在する状況に

あっては、契約の締結を勧誘するに当たって、事業者が消費者の住居や勤務先から

退去しなかったり、一定の場所から消費者を退去させなかったりして、契約が締結

されるケースがある。このように、消費者が事業者の不適切な勧誘行為に影響され

て自らの欲求の実現に適合しない契約を締結した場合には、民法の強迫（同法第 96

条第１項）が成立しない場合も、契約の成立についての合意の瑕疵は重大で決定的

であるため、消費者は当該契約の効力の否定を主張し得るとすることが適当である。 

そこで、本項においては、事業者から消費者への不適切な強い働き掛けの回避に

関する民事ルールを設けている。具体的には、消費者は、事業者の一定の行為（困

惑を通じて消費者の意思表示に瑕疵をもたらすような不適切な勧誘行為。各号に規

定）により困惑し、それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示

をしたときは、これを取り消すことができることとした。 

 

（２）平成 30 年改正 

 

 ア 経験の不足による不安をあおる告知（第５号） 

 

社会生活上の経験が乏しい消費者は、自己の願望の実現可能性について、積み重

ねてきた社会生活上の経験を材料として適切な判断を行うことが困難であり、結果

として、願望の実現が不能となるリスクを過大に評価し、一般的・平均的な消費者

に比べて過大な不安を抱くことが少なくない。そのため、事業者が、社会生活上の

重要な事項等に対する願望の実現に不安を抱く消費者を対象とし、当該消費者がそ

の社会生活上の経験の乏しさから過大な不安を抱いていることを知りながら、その

不安をあおり、契約の締結が必要である旨を告げ、消費者を自由な判断ができない

状況に陥らせて望まぬ契約を締結させるといった消費者被害が発生している。この

ような事業者の行為は、単なるセールストークの枠を超えるものであって、これに

よる消費者の意思表示の瑕疵は重大である。 

本項第１号及び第２号は、事業者から消費者への不適切な強い働き掛けとして、

事業者が退去せず、又は退去を妨害したことにより消費者が困惑し、それによって

消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことが

できるとしている。ところが、上記のような不安をあおる告知による消費者被害は、

不退去又は退去妨害には当たらない事業者の行為によっても発生し得るため、本項

第１号又は第２号の規定によって救済することは困難である。 

また、上記のような消費者被害の救済は、民法の公序良俗違反による無効（同法

第 90 条）又は不法行為に基づく損害賠償請求（同法第 709 条）によって図ること等

も考えられるが、これらの規定は抽象的であり、どのような場合に意思表示が無効

となったり損害賠償請求が認められたりするかについて、必ずしも明らかであると

はいえない。そこで、消費者契約の特性を踏まえた上で、｢困惑｣を要件としつつ、

それと結び付く事業者の不当性の高い行為を類型化することにより、明確かつ具体
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的な要件をもって消費者に意思表示の取消しを認めるべき場合を規定することが適

当であることから、平成 30 年改正において、本項第５号（平成 30 年改正当時、第

３号）に、事業者から消費者への不適切な強い働き掛けの回避に関する新たなルー

ルを設けることとした。 

 

 イ 経験の不足による好意の感情の誤信に乗じた破綻の告知（第６号） 

 

消費者が、その社会生活上の経験の乏しさから勧誘者に対する恋愛感情その他の

好意の感情を抱き、かつ、勧誘者も当該消費者に対して同様の感情を抱いているも

のと誤信しているという、いわば片面的な人間関係を、事業者が濫用するなどの行

為によって、消費者が困惑し、自由な判断ができない状況に陥り望まぬ契約を締結

させられるといった消費者被害が発生している。典型例としては、いわゆるデート

商法が挙げられる。こうした事業者の行為は、当該消費者を自由に判断ができない

状況に陥らせて契約を締結させるものであり、これによる意思表示の瑕疵は重大で

ある。 

このような消費者被害は、不退去又は退去妨害には当たらない事業者の行為によ

っても発生し得るため、本項第１号又は第２号の規定によって救済することは困難

である。また、上記のような消費者被害の救済は、民法の公序良俗違反による無効

（同法第 90 条）又は不法行為に基づく損害賠償請求（同法第 709 条）によって図る

こと等も考えられるが、これらの規定は抽象的であり、どのような場合に意思表示

が無効となったり損害賠償請求が認められたりするかについて、必ずしも明らかで

あるとはいえない。そこで、消費者契約の特性を踏まえた上で、｢困惑｣を要件とし

つつ、それと結び付く事業者の不当性の高い行為を類型化することにより、明確か

つ具体的な要件をもって消費者に意思表示の取消しを認めるべき場合を規定するこ

とが適当であることから、平成 30 年改正において、本項第６号（平成 30 年改正当

時、第４号）に、事業者から消費者への不適切な強い働き掛けの回避に関する新た

なルールを設けることとした。 

 

 ウ 判断力の低下による不安をあおる告知（第７号） 

 

加齢やうつ病、認知症等の心身の故障により消費者が契約の締結に関し合理的な

判断ができない事情を不当に利用して、商品、役務に係る契約を締結させる消費者

被害が発生している。こうした事業者の行為は、当該消費者を自由に判断ができな

い状況に陥らせて契約を締結させるものであり、これによる意思表示の瑕疵は重大

である。 

このような消費者被害は、不退去又は退去妨害には当たらない事業者の行為によ

っても発生し得るため、本項第１号又は第２号の規定によって救済することは困難

である。また、上記のような消費者被害の救済は、民法の公序良俗違反による無効

（同法第 90 条）又は不法行為に基づく損害賠償請求（同法第 709 条）によって図る

こと等も考えられるが、これらの規定は抽象的であり、どのような場合に意思表示
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が無効となったり損害賠償請求が認められたりするかについて、必ずしも明らかで

あるとはいえない。そこで、消費者契約の特性を踏まえた上で、｢困惑｣を要件とし

つつ、それと結び付く事業者の不当性の高い行為を類型化することにより、明確か

つ具体的な要件をもって消費者に意思表示の取消しを認めるべき場合を規定するこ

とが適当である。平成 30 年改正においては、衆議院における修正によって、本項第

７号（平成 30 年改正当時、第５号）に、事業者から消費者への不適切な強い働き掛

けの回避に関する新たなルールが追加された。 

 

 エ 霊感等による知見を用いた告知（第８号） 

 

霊感その他の合理的に実証することが困難な特別な能力による知見として、その

ままでは消費者に重大な不利益を与える事態が生ずる旨を示して消費者の不安をあ

おり、消費者契約を締結させる被害事例が発生している。こうした事業者の行為は、

当該消費者を自由に判断ができない状況に陥らせて契約を締結させるものであり、

これによる意思表示の瑕疵は重大である。 

このような消費者被害は、不退去又は退去妨害には当たらない事業者の行為によ

っても発生し得るため、本項第１号又は第２号の規定によって救済することは困難

である。また、上記のような消費者被害の救済は、民法の公序良俗違反による無効

（同法第 90 条）又は不法行為に基づく損害賠償請求（同法第 709 条）によって図る

こと等も考えられるが、これらの規定は抽象的であり、どのような場合に意思表示

が無効となったり損害賠償請求が認められたりするかについて、必ずしも明らかで

あるとはいえない。そこで、消費者契約の特性を踏まえた上で、｢困惑｣を要件とし

つつ、それと結び付く事業者の不当性の高い行為を類型化することにより、明確か

つ具体的な要件をもって消費者に意思表示の取消しを認めるべき場合を規定するこ

とが適当である。平成 30 年改正においては、衆議院における修正によって、本項第

８号（平成 30 年改正当時、第６号）に、事業者から消費者への不適切な強い働き掛

けの回避に関する新たなルールが追加された。 

 

 オ 契約前の義務実施・契約前活動の損失補償請求（第９号・第 10 号） 

 

事業者が、消費者が契約の申込み又はその承諾の意思表示をする前に、消費者契

約を締結したならば負うこととなる義務の全部又は一部を実施するなど、消費者が

契約の締結を断りきれない状況を作り出した上で、消費者に対して契約の締結を求

めることにより、消費者を自由な判断ができない状況に陥らせて望まぬ契約を締結

させるといった消費者被害が発生している。このような事業者の行為は、消費者に、

もはや契約を締結することを免れることはできないという心理的負担を抱かせて契

約を締結させるものであり、これによる意思表示の瑕疵は重大である。 

しかし、このような消費者被害は、不退去又は退去妨害には当たらない事業者の

行為によっても発生し得るため、本項第１号又は第２号の規定によって救済するこ

とは困難である。そこで、消費者契約の特性を踏まえた上で、｢困惑｣を要件としつ
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つ、それと結び付く事業者の不当性の高い行為を類型化することにより、明確かつ

具体的な要件をもって消費者に意思表示の取消しを認めるべき場合を規定すること

が適当であることから、平成 30 年改正において、本項第９号及び第 10 号（平成 30

年改正当時、第７号及び第８号）に、事業者から消費者への不適切な強い働き掛け

の回避に関する新たなルールを設けることとした。 

 

（３）令和４年通常国会改正 

 

法は、事業者の不当な勧誘行為により消費者が困惑し、それによって契約を締結

した場合において、消費者に契約に係る意思表示の取消しを認める規定を設けてい

る（本項。困惑類型）。 

この規定における不当な勧誘行為について、立法時は不退去（第１号）と退去妨

害（第２号）のみを定めていたところ、平成 30 年の改正により六つの行為が追加さ

れた（第５号～第 10 号。平成 30 年改正当時、第３号～第８号）。この改正により救

済できる消費者被害の範囲が広がったものの、その一方で、消費者被害が多様化す

る中で、既存の規定では被害救済が困難な事案も生じている。そこで、現に生じて

いる消費者被害の実態に照らし、困惑類型の取消権に係る不当な勧誘行為を追加す

ることとした。 

なお、令和４年通常国会改正は、不当な勧誘行為を追加することで取消しの範囲

を広げるものであり、既存の規定の解釈を狭めるものではない。 

 

 ア 消費者を任意に退去困難な場所に同行し勧誘（第３号） 

 

 退去妨害（第２号）は、消費者が退去する旨の意思を示したにもかかわらず、事

業者が消費者を退去させないことが要件とされている。この点、勧誘目的を告げず

に消費者を退去困難な場所に連れて行った上で勧誘をすることは、消費者をそれと

知らせずに退去困難な場所に移動させた上で不意打ち的な事態（勧誘）への対応と

突発的な判断を迫ることであり、消費者にとっては退去困難な場所で想定外の勧誘

への対応を強いられる状況下にあって退去する旨の意思を示すことは困難になると

考えられる。消費者をそのような状況に置くことは、退去妨害と同程度の不当性が

あるといえる。 

そこで、当該消費者契約の締結について勧誘をすることを告げずに、当該消費者

が任意に退去することが困難な場所であることを知りながら、当該消費者をその場

所に同行し、その場所において当該消費者契約の締結について勧誘をすることを追

加している。 

 

 イ 契約締結の相談を行うための連絡を威迫する言動を交えて妨害（第４号） 

 

近年、特に若年の消費者に顕著な消費者被害として、店舗等において勧誘を受け

た消費者が、事業者に対し、契約の目的物が高額である等の理由から、その場で電
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話等の方法で「親に相談したい」等と告げたにもかかわらず、事業者は「自分の意

思で決めるように」、「他の学生は一人で決めている」等と消費者を威迫し、消費者

が親等の第三者に相談することを妨害し、契約を締結させるというものがある。ま

た、一人暮らしの消費者が、訪問販売のために訪れた事業者に対し、高齢のため別

居している子供と相談したいと伝えたら、事業者の態度が急に変わり口調も強くな

って、契約を締結させられたという被害もある。このような消費者被害については、

消費者が退去する旨の意思等を示していないため既存の困惑類型により取り消すこ

とはできないものの、これらと同程度の不当性があるといえる。 

そこで、消費者が消費者契約の締結について勧誘を受けている場所において、当

該消費者契約を締結するか否かを相談するために電話その他の内閣府令で定める方

法によって事業者以外の者と連絡する旨の意思を示したにもかかわらず、威迫する

言動を交えて、当該消費者が当該方法によって連絡することを妨げることを追加し

ている。 

 

 ウ 契約目的物の現状変更（第９号） 

 

 令和４年通常国会改正前の本項第７号（令和４年通常国会改正後の第９号）は、

契約締結前に契約を締結したならば負うこととなる義務の全部又は一部の実施を要

件としているところ、事業者が、当該義務の実施とは言えない形で、契約の目的物

の現状を変更することにより、もはや契約を締結するしかないと消費者を動揺させ

るような状況を作出し、消費者を困惑させるという消費者被害が生じており、これ

を救済するため、契約締結前に、契約の目的物の現状を変更し、変更前の原状の回

復を著しく困難にすることを、同号を改正する形で追加している。 

 

（４）令和４年臨時国会改正 

 

 令和４年臨時国会改正前の本項第６号（令和４年通常国会改正後の第８号）は、

事業者が霊感その他の合理的に実証することが困難な特別な能力による知見として、

そのままでは当該消費者に重大な不利益を与える事態が生ずる旨を示してその不安

をあおり、当該消費者契約を締結することにより確実にその重大な不利益を回避す

ることができる旨を告げ、消費者が困惑した場合については、消費者は契約の申込

み又はその承諾の意思表示を取り消すことができることを規定していた。 

 しかし、この規定が必ずしも活用されていないことなどを踏まえ、取消権を行使

できる範囲を拡大することとした。 

 

２ 条文の解釈 

 

（１）要件１（事業者の行為） 

 

１つ目の要件として、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、本
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項各号に規定する一定の行為をしたことが挙げられる。 

なお、「消費者契約の締結について勧誘をするに際し」については、本条第１項・

第２項の解説を参照のこと。 

 

ア 不退去（第１号） 

 

① 「当該事業者に対し、当該消費者が、その住居又はその業務を行っている場

所から退去すべき旨の意思を示したにもかかわらず」 

「その住居又はその業務を行っている場所」とは、当該消費者がその公私にわた

り生活に用いている家屋等の場所をいう。このうち「その（＝当該消費者の）住居」

とは、当該消費者が居住して日常生活を送っている家屋をいう。また「その（＝当

該消費者の）業務を行っている場所」とは、当該消費者が自ら業を行っている場合

か労務を提供している場合かを問わず、当該消費者が労働している場所をいう。 

「退去すべき旨の意思を示した」とは、基本的には、退去すべき旨の意思を直接

的に表示した場合（例えば、「帰ってくれ」、「お引き取りください」と告知した場合）

をいう。これを間接的に表示した場合については、例えば以下の（ア）から（ウ）

のようなケースであれば、直接的に表示した場合と同様の要保護性が消費者に認め

られ、相手方である事業者にも明確に意思が伝わることから、社会通念上「退去す

べき旨の意思を示した」とみなすことが可能であると考えられる。 

（ア） 時間的な余裕がない旨を消費者が告知した場合 

例：「時間がありませんので」、「いま取り込み中です」、「これから出かけます」

と消費者が告知した場合 

（イ） 当該消費者契約を締結しない旨を消費者が明確に告知した場合 

例：「要らない」、「結構です」、「お断りします」と消費者が告知した場合 

（ウ） 口頭以外の手段により消費者が意思を表示した場合 

例：消費者が、手振り身振りで「帰ってくれ」、「契約を締結しない」という

動作をした場合 

② 「それらの場所から退去しないこと」 

「それらの場所」とは、「その住居又はその業務を行っている場所」を受ける。 

「……から退去しないこと」については、滞留時間の長短を問わない。 

 

＜不退去型事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－25〕 

高額な子供用の教材を購入させられた。午前０時半まで説明を聞かされ、「子供

が寝るので帰ってください」と言っても帰らなかったので仕方なく契約した。 

〔考え方〕 
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消費者が、その住居から退去すべき旨の意思を示した（「子供が寝るので帰って

ください」と言った）にもかかわらず、事業者が退去しなかったので、本項第１

号の要件に該当し、取消しが認められる。 

 

〔事例４－26〕 

訪問販売で整水器を勧められ、何度も断ったのに長時間居座り、帰らないので

仕方なく契約した。 

「高血圧、心臓肥大、甲状腺異常、座骨神経痛等の治療中で医療費がかかり、

払えない。余命いくばくもない」などと説明し、何度も断ったが、５時間近くも

居座り帰らないので、体の具合も悪くなり力尽きて契約した。 

〔考え方〕 

消費者が、その住居から退去すべき旨の意思を示した（何度も断っていた）に

もかかわらず、事業者が退去しなかったので、本項第１号の要件に該当し、取消

しが認められる。 

 

〔事例４－27〕 

健康器具の販売で、販売員が自宅で３時間にわたり説明を行った。途中でもう

帰ってほしいというそぶりを示したが、結局困惑して購入してしまった。 

〔考え方〕 

帰ってほしいというそぶりが、身振り手振りで「帰ってくれ」、「契約を締結し

ない」という動作をする等、事業者にも明確に意思が伝わるレベルのものであれ

ば退去すべき旨の意思を示したことに当たり、本項第１号の要件に該当し、取消

しが認められる。 

帰ってほしいというそぶりが、事業者にも明確に意思が伝わるレベルのもので

なければ退去すべき旨の意思を示したことには当たらず、本項第１号の要件に該

当しないので、取消しは認められない。 

 

〔事例４－28〕 

行政書士講座の電話勧誘があり断ったが、書類が送付されて「契約しないと給

料を差し押さえる」と言われ、契約した。 

〔考え方〕 

電話で勧誘することは、住居等から「退去しないこと」にも、勧誘をしている

場所から消費者を「退去させないこと」にも該当せず、本項の要件に該当しない

ので取消しは認められない。 

ただし、民法の強迫に当たる可能性や特定商取引法のクーリング・オフ（８日

以内）の規定により救済される可能性がある。 
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〔事例４－29〕 

来訪した販売員から勧誘を受け、最初はあまり興味がなかったので「（購入は）

考えていません」と伝えたが、販売員がなお説明を続けるのを聞いているうちに

興味が強まり、最終的に納得したうえで購入した。 

〔考え方〕 

消費者は「（購入は）考えていません」と伝えており、これは「その住居から退

去すべき旨の意思を示した」に該当し得るものの、消費者が最終的に納得した上

で購入したのであれば、困惑したために契約したとはいえず、本項の要件に該当

しないので取消しは認められない。 

 

イ 退去妨害（第２号） 

 

① 「当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている場所から当該

消費者が退去する旨の意思を示したにもかかわらず」 

「当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている場所」については、

当該事業者が勧誘（本条第１項・第２項の解説を参照のこと）をしている場所であ

れば、どのような種類の場所であってもよい。 

「退去する旨の意思を示した」とは、基本的には、退去する旨の意思を直接的に

表示した場合（例えば「帰ります」、「ここから出してください」と告知した場合）

をいう。これを間接的に表示した場合については、例えば以下の（ア）から（ウ）

のようなケースであれば、直接的に表示した場合と同様の要保護性が消費者に認め

られ、相手方である事業者にも明確に意思が伝わることから、社会通念上「退去す

る旨の意思を示した」とみなすことが可能であると考えられる。 

（ア） 時間的な余裕がない旨を消費者が告知した場合 

例：「時間がありませんので」、「これから別の場所に用事がある」と消費者が

告知した場合 

（イ） 当該消費者契約を締結しない旨を消費者が明確に告知した場合 

例：「要らない」、「結構です」、「お断りします」と消費者が告知した場合 

（ウ） 口頭以外の手段により消費者が意思を表示した場合 

例：消費者が帰ろうとして部屋の出口に向かった場合 

手振り身振りで「契約を締結しない」という動作をしながら、消費者が

イスから立ち上がった場合 

② 「その場所から当該消費者を退去させないこと」 

「その場所」とは、「当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている

場所」を受ける。 

「……から当該消費者を退去させないこと」とは、物理的な方法であるか心理的

な方法であるかを問わず、消費者の一定の場所からの脱出を不可能又は著しく困難
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にする行為をいう。拘束時間の長短は問わない。 

 

＜退去妨害型の事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－30〕 

営業所で 13 時から 24 時まで勧誘され、頭がボーっとして帰りたくて契約書に

サインをした。帰りたいと言ったのに帰してくれなかった。普通の状態だったら

契約はしなかった。 

〔考え方〕 

消費者が勧誘の場所から退去する旨の意思を示した（「帰りたい」と言った）に

もかかわらず、事業者が消費者を退去させなかったので、本項第２号の要件に該

当し、取消しが認められる。 

 

〔事例４－31〕 

友人宅に電話があり、飛行機やホテルのチケットが格安になる会員の話だとい

うので、２人で某会館へ出かけた。実際に話を聞いてみると高額なパソコンの契

約だった。夜７時から２時間半、断っているのにしつこく勧誘された。その後は、

ハンバーガーショップに連れて行かれ、午前１時半まで更に勧誘された。結局６

時間半にわたる勧誘に朦朧として、契約書にサインした。数人に囲まれ、帰して

もらえない状況だった。 

〔考え方〕 

消費者が勧誘の場所から退去する旨の意思を示した（断っている）にもかかわ

らず、事業者が消費者を退去させなかったので、本項第２号の要件に該当し、取

消しが認められる。 

 

〔事例４－32〕 

店頭で「今日の生鮮食品はおいしいよ。買わなきゃ損だよ」と勧誘された。い

ったんは断って立ち去ろうとしたが、「今日限りのバーゲン。買わなきゃ損だ」と

連呼され帰りにくい雰囲気になり購入してしまった。 

〔考え方〕 

「今日限りのバーゲン。買わなきゃ損だ」と連呼することは、勧誘をしている

場所から消費者の脱出を不可能又は著しく困難にする行為ではないため、消費者

を「退去させないこと」には当たらず、本項第２号の要件に該当しないので取消

しは認められない。 

 

 ウ 消費者を任意に退去困難な場所に同行し勧誘（第３号） 
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① 「当該消費者に対し、当該消費者契約の締結について勧誘をすることを告げ

ずに、当該消費者が任意に退去することが困難な場所であることを知りながら、

当該消費者をその場所に同行し」 

消費者の任意の退去が困難であるか否かは、当該消費者の事情を含む諸般の事

情から客観的に判断されることになる。 

例えば、消費者が車で人里離れた勧誘場所に連れて行かれた場合、帰宅する交通

手段がないのであれば、消費者が任意に退去することは困難であると考えられる。

また、当該消費者の事情を含めて判断されるため、例えば階段の上り下りが困難と

いった身体的な障害がある消費者が、階段しかない建物の２階に連れて行かれた

場合も、任意に退去することは困難であると考えられる。 

もっとも、この場合において、事業者が当該消費者に関する特段の事情を把握し

ておらず、任意に退去することが困難であることを知らなかったときは、勧誘行為

には取消しに値する程の不当性はないものと考えられることから、当該消費者が

任意に退去することが困難であることについての事業者の主観的認識も要件とし

ている。 

また、本号における勧誘の不当性は、事業者が消費者を退去困難な場所に移動さ

せた上で勧誘を行った点にあることから、事業者が消費者を退去困難な場所に同

行したことを要件としている。そのため、例えば、飛行機に自発的に搭乗した消費

者に勧誘を行う場合、機内は「当該消費者が任意に退去することが困難な場所」に

該当するものの、事業者が「その場所に同行し」たわけではないため、本規定によ

り契約を取り消すことはできないものと考えられる。また、一人暮らしの寝たきり

の消費者を訪問して勧誘を行う場合も、本号により契約を取り消すことはできな

いものと考えられる。 

 

② 「その場所において当該消費者契約の締結について勧誘をすること」 

 

＜消費者を任意に退去困難な場所に同行し勧誘型の事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－33〕 

知人から観光に誘われ、その知人が勤める店の車に乗ったところ、観光目的地

の途中で、知人が勤める店の展示会場に連れていかれた。腰椎ベルトを勧められ、

その店の車で来ていたことから断れず、契約してしまった。 

〔考え方〕 

勧誘をすることを告げずに消費者を任意に退去困難な場所に同行し、勧誘をし

たといえるため、本項第３号の要件に該当し、取消しが認められる。 

 

 エ 契約締結の相談を行うための連絡を威迫する言動を交えて妨害（第４号） 
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 ① 「当該消費者が当該消費者契約の締結について勧誘を受けている場所におい

て、当該消費者が当該消費者契約を締結するか否かについて相談を行うために

電話その他の内閣府令で定める方法によって当該事業者以外の者と連絡する旨

の意思を示したにもかかわらず、」 

  消費者が当該事業者以外の者と連絡する方法については内閣府令（消費者契約

法施行規則）に委任されている。消費者契約法施行規則第１条の２では、特定の

相談方法が除外されることがないよう、本号の方法は「次に掲げる方法その他の

消費者が消費者契約を締結するか否かについて相談を行うために事業者以外の者

と連絡する方法として通常想定されるものとする」と網羅的に規定されるととも

に、以下の方法が例示されている。 

 （ア）電話 

  有線、無線その他の電磁的方法によって、音声その他の音響を送り、伝え、又

は受けるものである限り、インターネット回線を使って通話するＩＰ電話等も

「電話」に含まれる。 

 （イ）電子メール（特定電子メールの送信の適正化等に関する法律第２条第１号

に規定する電子メールをいう。）その他のその受信する者を特定して情報を伝

達するために用いられる電気通信（電気通信事業法第２条第１号に規定する

電気通信をいう。）を送信する方法 

   いわゆるＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）のメッセージ機

能を用いる場合も含まれる。 

  また、技術の進展に伴い新たな連絡の方法が消費者によって用いられる場合も、

当該方法が受信する者を特定して情報を伝達するために用いられる電気通信を

送信する方法に当たれば本項第４号の要件を満たす。 

 

 ② 「威迫する言動を交えて、当該消費者が当該方法によって連絡することを妨

げること」 

  「威迫する言動」とは、他人に対して言語挙動をもって気勢を示し、不安の感

を生ぜしめることをいう。民法第 96 条第１項の「強迫」は、相手方に畏怖（恐怖

心）を生じさせる行為であるのに対して、「威迫する言動」には畏怖（恐怖心）を

生じさせない程度の行為も含まれる。また、「強迫」は相手方の契約締結に係る意

思表示に向けられているのに対して、「威迫する言動」は、消費者が連絡すること

を妨げることに向けられている。 

 

＜契約締結の相談を行うための連絡を威迫する言動を交えて妨害型の事例とその考

え方＞ 

 

〔事例４－34〕 
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ショッピングセンターで、ウォーターサーバーの無料レンタルとミネラルウォ

ーターの定期購入契約を勧められた。親に相談したいと伝えたが、それはダメだ

と強引に契約を迫られ、やむなく契約した。 

〔考え方〕 

消費者が契約締結の相談を行うために事業者以外の者と連絡する旨の意思を示

したにもかかわらず、威迫する言動を交えて妨害したといえるため、本項第４号

の要件に該当し、取消しが認められる。 

 

 オ 経験の不足による不安をあおる告知（第５号） 

 

① 当該消費者が、社会生活上の経験が乏しいことから、社会生活上の重要な事

項等（『次に掲げる事項』としてイ・ロに列挙）に対する願望の実現に過大な不

安を抱いていることを知りながら 

（ア）「社会生活上の経験が乏しいことから」 

 社会生活上の経験とは、社会生活上の出来事を、実際に見たり、聞いたり、行っ

たりすることで積み重ねられる経験全般をいう。 

社会生活上の経験が乏しいとは、社会生活上の経験の積み重ねが消費者契約を締

結するか否かの判断を適切に行うために必要な程度に至っていないことを意味する。 

社会生活上の経験が乏しいか否かは、年齢によって定まるものではなく、中高年

のように消費者が若年者でない場合であっても、社会生活上の経験の積み重ねにお

いてこれと同様に評価すべき者は、本要件に該当し得る。 

社会生活上の経験の積み重ねにおいて若年者と同様に評価すべき者か否かは、当

該消費者の就労経験や他者との交友関係等の事情を総合的に考慮して判断するもの

と考えられる。 

社会生活上の経験が乏しいことから、過大な不安を抱いていること等の要件の解

釈については、契約の目的となるもの、勧誘の態様などの事情を総合的に考慮し、

例えば、勧誘の態様が悪質なものである場合には、消費者による取消権が認められ

やすくなるものと考えられる。 

（イ）「社会生活上の重要な事項等に対する願望」 

 消費者の願望の対象となる事項として規定上は、「次に掲げる事項」とした上で、

以下の事項をイ及びロとして列挙することとした。 

イ 進学、就職、結婚、生計その他の社会生活上の重要な事項 

ロ 容姿、体型その他の身体の特徴又は状況に関する重要な事項 

ａ 進学、就職、結婚、生計その他の社会生活上の重要な事項 

 「社会生活上の重要な事項」とは、進学、就職、結婚、生計といった、一般的・

平均的な消費者にとって社会生活を送る上で重要な事項をいう。ここで、「生計」と

は、暮らしを立てるための手立てをいい、生活上の費用を得るための方法に関する
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事項を想定したものである。 

「進学、就職、結婚、生計」は飽くまで例示であり、社会生活上の重要な事項は

これらに限られないことから、「…その他の社会生活上の重要な事項」として規定し

ている。その他の社会生活上の重要な事項としては、例えば育児などの事項が考え

られる。家族の健康等も「社会生活上の重要な事項」に含まれ得る。 

ｂ 容姿、体型その他の身体の特徴又は状況に関する重要な事項 

「身体の特徴又は状況」とは、容姿、体型といった、一般的・平均的な消費者に

とって、自己の身体に関わる重要な事項と考えられるものをいう。容姿、体型は例

示であり、身体の特徴、状況はこれに限られない。身体の特徴としては、身長のほ

か、毛髪や皮膚等の特色が、身体の状況としては、体型のほか、顔に多数のニキビ

ができていること等が挙げられる。視力の低下のように外部からは見えない身体の

特徴、状況も含まれる。 

例えば、ヘアケアサロン業者が、若者の社会経験の乏しさを利用して、将来も豊

かな毛髪でありたいという身体の特徴に対する願望の実現に過大な不安を抱かせた

上で、「このままでは毛髪が生えなくなる」などと告げて、消費者を困惑させ、高価

なヘアケア商品等を購入させたような場合などが本規定の対象となり得る。なお、

この事例において「このままでは毛髪が生えなくなる」などと告げたことが真実に

反するのであれば、不実告知により意思表示を取り消すこともできると考えられる

（事例４－60 参照）（注）。 

（注）毛髪という「身体」についての「損害又は危険」を「回避するために」は、「消費者契約

の目的となるもの」であるヘアケア商品等が「通常必要であると判断される」。したがって、

「消費者契約の目的となるものが……通常必要であると判断される事情」についての不実

告知に該当するので、消費者はヘアケア商品等を購入する意思表示を取り消すことができ

る。 

（ウ）「願望の実現に過大な不安を抱いていること」 

 「過大な不安」とは、消費者の誰もが抱くような漠然とした不安ではなく、社会

生活上の経験が乏しいことにより、一般的・平均的な消費者に比べて「過大」に受

け止められている不安をいう。通常よりは大きい心配をしている心理状態にあれば

これに該当し得る。例えば、就職活動中の学生が、社会生活上の経験が乏しいこと

から、事業者の話をう呑みにするなどして、自分は他の学生に比べ劣っているなど

と思い込んだ上で、このままでは一生就職できないという不安を抱き、その不安に

つけ込まれるというような場合が想定される。他方、進学や就職等の事項について、

単にそれが不確実な事項であるということを理由として、消費者の誰もが抱くよう

な漠然とした不安を抱いているにとどまるような場合は、本要件の対象とはならな

い。 

（エ）「知りながら」 

消費者が、社会生活上の経験が乏しいことから過大な不安を抱いている場合であ
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っても、そのことを事業者が知らなかった場合には、類型的に不当性が高い行為と

はいえないことから、消費者が過大な不安を抱いていることを「知りながら」とい

うことを要件としている。 

 

＜「社会生活上の経験が乏しい」に関する事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－35〕 

 実家暮らしの 20 歳の就活中の大学生に、その不安を知りつつ、「あなたは一生

成功しない」と告げ、60 万円の就職セミナーに勧誘した。 

〔考え方〕 

 20 歳の就活中の大学生であり就労経験もないことからすると、当該契約を含む

取引一般に関してノウハウや対応力が低いことから、「社会生活上の経験が乏しい

こと」に該当する。 

 

〔事例４－36〕 

企業において業務に長年従事し、事業者としての取引経験が豊富で交友関係も

広く、家庭では財産の管理・処分をしている中年の会社員が、将来の自らの生計

に過大な不安を抱いていたところ、事業者から、投資商品の情報商材の購入を何

度もしつこく勧められ、これを購入した。 

〔考え方〕 

企業において業務に長年従事し、事業者としての取引経験が豊富であるという

経歴であること、交友関係も広く人間関係形成に係る経験が乏しいことを推認す

る事情も見当たらないことを考慮すると、当該契約を含む取引一般に関してノウ

ハウや対応力を有しており、「社会生活上の経験が乏しいこと」に該当しない。 

 

②「その不安をあおり、裏付けとなる合理的な根拠がある場合その他の正当な理

由がある場合でないのに、物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的と

なるものが当該願望を実現するために必要である旨を告げること」 

（ア）「不安をあおり」 

 「不安をあおり」とは、消費者に将来生じ得る不利益を強調して告げる場合等を

いう。「物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものが当該願望を実

現するために必要である旨を告げる」という告知について、その態様を示すもので

ある。不安をあおるような内容を直接的に告げなくとも、契約の目的となるものが

必要である旨を繰り返し告げたり、強い口調で告げたりして強調する態様でも足り

る。例えば、特別な対策をとらなければ就職できないと「過大な」不安を抱く学生

に対して、そのことを知りながら「このセミナーを受講すればあなたでも就職でき

ます」などと繰り返し告げることによって、その学生に、今このセミナーを受講し

なければ就職できなくなるかもしれないなどと思わせた場合も、不安をあおるもの
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として取消しの対象としている。 

 なお、不安はあらかじめ消費者が持っていたものも、事業者が新たに作り出した

ものも含まれるが、いずれにせよ不安をあおるような態様で告げることが必要であ

る。 

（イ）「裏付けとなる合理的な根拠がある場合その他の正当な理由がある場合  

でないのに」 

「正当な理由がある場合」とは、消費者を自由な判断ができない状況に陥らせる

おそれが類型的にない場合を意味する。その典型例として例示されている「裏付け

となる合理的な根拠がある場合」には科学的根拠のみならず合理的な経験則に基づ

くものも含み得るが、その他の「正当な理由がある場合」としては、告知内容が社

会通念に照らして相当と認められる場合が考えられる。 

不安を抱いている消費者に対して「物品、権利、役務その他の当該消費者契約の

目的となるものが当該願望を実現するために必要である旨」を告げる場合であって

も、消費者に将来発生し得る経済的リスク等を過去の客観的なデータ等に照らして

説明して契約の勧誘を行う場合など、その告知内容について裏付けとなる合理的な

根拠がある場合等には、むしろ消費者にとって当該消費者契約を締結するか否かを

判断するために必要な情報を提供することとなるなど、当該告知を行うことについ

て正当な理由があると考えられる。 

そこで、このような場合は消費者契約法上の取消しの対象から除き、根拠がない

等の告知によって自由な判断ができない状況に陥らされる場合のみを対象とするた

め、「裏付けとなる合理的な根拠がある場合その他の正当な理由がある場合でない

のに」という要件を規定している。 

（ウ）「物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものが当該願望を実

現するために必要である旨を告げること」 

 過大な不安を抱いた消費者が、契約の締結について自由な判断ができない状況に

陥らされるような告知内容として「物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目

的となるものが当該願望を実現するために必要である旨」を規定している。消費者

契約の目的となるものが消費者の願望の実現のために必要である旨を告げることを

要件としているのは、過大な不安を抱く消費者に対し、事業者が不安をあおる態様

でこのような告知を行った場合には、消費者の認識において自身の願望の実現のた

めには契約を締結することが必須のものと考え、自由な判断ができない状況に陥ら

される可能性が類型的に高いといえるためである。 

「告げる」については本条第１項・第２項の解説を参照。 

 

＜不安をあおる事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－37〕 

 学生が、就職セミナーを運営する塾会社から、「就職活動セミナーをしている」
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と指定の場所への来訪を要請された。セミナー終了後「ここで入塾しなければ就

職活動も上手くいかない。後悔する」等と繰り返し告げられて勧誘されたため、

当該学生は契約した。 

〔考え方〕 

 就職に関する願望の実現に対する不安に関し、繰り返し必要性を告げるという

不安をあおる態様で告知を行っており、「不安をあおり」に該当する。 

 

〔事例４－38〕 

幼児用教材の販売業者が、母親に、当該母親の子について「この子は想像力が

足りない。学校の授業に付いていけなくなるかもしれない。」と不安をあおる告知

を行い、幼児用教材の勧誘を行ったことから、当該母親は契約した。 

〔考え方〕 

 「想像力が足りない」、「学校の授業に付いていけなくなるかもしれない」とい

う言葉で、母親に将来生じ得る不利益を強調して告げていることから、「不安をあ

おり」に該当する。 

 

＜正当な理由がある場合の事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－39〕 

保険の勧誘に際し、消費者の年齢に基づく将来の疾病罹患率等の客観的な資料

に基づく予測と共に保険契約が必要である旨を告げた。 

〔考え方〕 

告知内容について裏付けとなる合理的な根拠がある場合に該当する。 

 

カ 経験の不足による好意の感情の誤信に乗じた破綻の告知（第６号） 

 

① 「当該消費者が、社会生活上の経験が乏しいことから、当該消費者契約の締   

結について勧誘を行う者に対して恋愛感情その他の好意の感情を抱き、かつ、

当該勧誘を行う者も当該消費者に対して同様の感情を抱いているものと誤信し

ていることを知りながら」 

（ア）「社会生活上の経験が乏しいことから」 

本要件については、本項第５号の解説を参照。 

（イ）「当該消費者契約の締結について勧誘を行う者に対して恋愛感情その他の好

意の感情を抱き、かつ、当該勧誘を行う者も当該消費者に対して同様の感情を

抱いているものと誤信していることを知りながら」 

ａ 「勧誘を行う者に対して恋愛感情その他の好意の感情を抱き」 

「勧誘を行う者」とは、消費者と事業者の間に契約が成立するように、消費者に
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対し勧誘行為を実施する者をいう。「勧誘を行う者」は、事業者が知っている者であ

る必要はない。また、「勧誘を行う者」は必ずしも事業者から対価を得ている必要は

ない。本項第１号及び第２号では「退去すべき旨の意思を示した」又は「退去する

旨の意思を示した」という意思を表示する消費者の行為が問題となるのに対し、本

規定では、消費者から好意の感情が向けられる客体が問題となるため、その客体と

なるのは当該勧誘を行う者個人であることが明確となるよう「勧誘を行う者」とい

う文言を用いている。また、「勧誘を行う者」である個人が「事業者」であることも

あり得る。  

「恋愛感情」とは、他者を恋愛の対象とする感情をいう。「好意の感情」とは、他

者に対する親密な感情をいう。代表的なものは恋愛感情であるが、それ以外の「好

意の感情」であっても、良い印象や好感を超えて恋愛感情と同程度に親密な感情で

あれば、本規定の対象となり得る。もっとも、本要件における好意の感情というた

めには相当程度に親密である必要があり、単なる友情といった感情は含まれない。

また、大人数の相手に対して同じように抱ける程度の好意では不十分であり、勧誘

者に対する恋愛感情と同程度に特別な好意であることが必要となる。 

ｂ 「当該勧誘を行う者も当該消費者に対して同様の感情を抱いているものと誤

信」 

本号は、消費者が、単に好意の感情を抱くだけではなく、勧誘者も同様の感情を

持っていると誤信しており、かつ、事業者がそれを認識しているという片面的関係

を要件としている。このように、事業者が消費者の誤信を知りながら勧誘する場合

には、消費者が自由な判断ができない状況に陥る可能性が類型的に高いことから、

そのような場合を適切に捉えるための要件である。 

したがって、消費者の認識において、勧誘者が消費者に対し恋愛感情等を有して

いるかどうかが不明な場合は、本要件に該当しない。また、「同様の感情を抱いてい

るものと誤信している」ことが要件であるから、告知の時点で既に「同様の感情」

が勧誘者に存在しているものと消費者が誤信している必要がある。 

ｃ 「同様の感情を抱いている」 

「同様の感情」とは、同一である必要はないが、消費者の感情に相応する程度の

感情であることが求められる。例えば、同じく恋愛感情を抱いていると誤信してい

る場合には、その程度に多少の差があったとしても「同様の感情」を抱いていると

いえる。 

また、恋愛感情と友情とでは「同様の感情」とはいえないが、双方の感情が密接

であり対応する関係にあれば、「同様の感情」に含まれる。例えば、親が子に対する

感情と子の親に対する感情や、後輩が先輩に抱く感情と先輩が後輩に抱く感情も、

双方の感情が親密である場合には「同様の感情」といえる。 

ｄ 「知りながら」 

本号は、消費者が、社会生活上の経験が乏しいことから勧誘者に対して好意の感
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情を抱き、かつ、当該勧誘を行う者も当該消費者に対して同様の感情を抱いている

ものと誤信していることを、事業者が「知りながら」ということを要件とし、事業

者が、当該消費者の好意の感情及び誤信を知りながら、消費者契約を締結させたと

いう類型的に不当な行為のみを対象としている。 

通常の営業活動においても、消費者が一方的に勧誘者に対する好意の感情を抱い

ていることを事業者が認識しているにとどまるという場合は想定し得るが、「当該

勧誘を行う者も当該消費者に対して同様の感情を抱いているものと誤信しているこ

と」を事業者が認識するような場合は、通常の営業活動では考え難いものである。 

なお、「知りながら」の要件の立証については、勧誘者が当該消費者以外の者にも

恋愛感情等に乗じた勧誘を行っていると考えられるような事実があるときなどには

（消費生活センターに同一事業者による同一手口の被害事例が寄せられている場合

など）、これを立証することで当該勧誘者は消費者に対して真実の恋愛感情等を有

していないと評価できるものと考えられる。 

 

＜好意の感情の事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－40〕 

日頃から同じ寮で生活しており同じサークルに所属する同郷の先輩から、簡単

にもうかる投資システムがあるという話を持ちかけられ、「その投資をするために

はＤＶＤを購入する必要があるが、すぐに元を取れてもうかる」などと勧誘され

た。その際に、先輩から、「ＤＶＤを買ってくれないなら、今までのように親しく

はできない」と言われ、ＤＶＤを購入した。 

〔考え方〕 

日頃から同じ寮で生活し、かつ所属するサークルも同じである勧誘者に対する

親密な感情の程度は、単なる良い印象や好感を超えたものであり、特別なものと

いえるため「好意の感情」に該当する。 

 

② 「これに乗じ、当該消費者契約を締結しなければ当該勧誘を行う者との関係

が破綻することになる旨を告げること」 

 （ア）「これに乗じ」 

「これに乗じ」とは、そのような状態を利用するという意味である。本号は、消

費者の恋愛感情その他の好意の感情及び当該勧誘を行う者も当該消費者に対して同

様の感情を抱いているものとの誤信に事業者がつけ込んで消費者契約を締結させる

という点に不当性を捉えるものであるが、「これに乗じ」という要件を規定すること

によって、事業者がつけ込むという主観的な意図を明確にしている。 

事業者が、消費者の好意の感情及び誤信を知りながら、消費者契約を締結しなけ

れば勧誘者との関係が破綻することになる旨を告げて勧誘を行ったような場合には、

通常、事業者に消費者の好意の感情及び誤信を利用する意図があったと推認される
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ことになると考えられる。 

 なお、本号は、勧誘前から存在する人間関係を濫用する場合を排除するものでは

ない。例えば、勧誘前から存在する人間関係が通常の恋愛感情等であった場合で、

その後、その一方当事者が勧誘者となり、既に相手方への恋愛感情等が喪失してい

るにもかかわらず、相手方の誤信等に乗じ勧誘したような場合は、本号に該当し得

る。 

（イ）「当該消費者契約を締結しなければ当該勧誘を行う者との関係が破綻する

ことになる旨を告げること」 

 本号は、事業者が消費者との間の関係が破綻することを告げる行為が、消費者の

認識において勧誘者との関係を維持するためには契約を締結することを必須である

と考え、自由な判断ができない状況に陥らされる可能性が類型的に高いといえるこ

とから、消費者に意思表示の取消しを認めるものである。したがって、取消しの対

象となるのは、事業者が契約を締結しなければ関係が破綻する旨を告げた場合であ

る。 

「告げる」については本条第１項・第２項の解説を参照。 

 

＜関係が破綻することになる旨を告げる事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－41〕 

 消費者に対して、勧誘者が恋愛感情を抱かせた上、それを知りつつ「契約して

くれないと、今までの関係を続けられない」と告げて、高額な宝石を売りつけた。 

〔考え方〕 

勧誘者は、消費者に対して「今までの関係を続けられない」と告げている。こ

のような言動は「関係が破綻することになる旨を告げること」に該当する。 

 

キ 判断力の低下による不安をあおる告知（第７号） 

 

① 「当該消費者が、加齢又は心身の故障によりその判断力が著しく低下してい

ることから、生計、健康その他の事項に関しその現在の生活の維持に過大な不

安を抱いていることを知りながら」 

（ア） 「加齢又は心身の故障によりその判断力が著しく低下していることから」 

「加齢」とは、年齢の増加をいう。「心身の故障」とは、精神的又は身体的な故障

をいい、うつ病、認知症等が考えられる。年齢の増加に伴い物忘れが激しくなり契

約を締結したこと自体を忘れて不要に同様の契約を締結してしまう等、契約を締結

するか否かの判断を適切に行うことができない状態にある場合は、「加齢」により判

断力が著しく低下しているものとして本号の対象となり得る。 

 「判断力」とは、一般に消費者契約の締結を適切に行うために必要な判断力をい

う。「著しく低下している」とは、加齢又は心身の故障により消費者契約を締結する
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か否かの判断を適切に行うために必要な判断力が、一般的・平均的な消費者に比べ

著しく低下している状況をいう。著しく低下しているか否かは、消費者契約の締結

について事業者が勧誘をする時点の消費者の事情に基づき判断される。例えば、消

費者が認知症を発症している場合は、一般的には判断力が著しく低下している場合

に該当すると考えられる。 

 「著しく」という要件は、事業者の不当性を基礎付けるためのものとして設けら

れたものであり、過度に厳格に解釈されてはならないものと考えられる（注）。 

（注）参議院消費者問題に関する特別委員会（平成 30 年５月 30 日）における濱村進衆議院議員の

答弁を参照（会議録８頁）。 

（イ）「生計、健康その他の事項に関しその現在の生活の維持に過大な不安を抱い

ていることを知りながら」 

 「生計」とは、暮らしを立てるための手立てをいい、生活上の費用を得るための

方法に関する事項を想定したものである。生計、健康は例示でありこれに限られる

ものではない。「その他の事項」の例としては、人間関係等が挙げられる。 

「現在の生活の維持」とは、当該消費者の置かれている現在の生活環境を維持す

ることをいう。 

「過大な不安を抱いている」とは、消費者の誰もが抱くような漠然とした不安で

はなく、一般的・平均的な消費者に比べて「過大」に受け止められているような不

安を抱いていることをいう。通常よりは大きい心配をしている心理状態にあればこ

れに該当し得る。 

本号は、消費者が、判断力が著しく低下していることによって一般的・平均的な

消費者に比べて過大な不安を抱いている状況に、事業者がつけ込んで、消費者を自

由な判断ができない状況に陥らせて契約を締結させるという点に不当性を捉えるも

のである。そのため、事業者が「知りながら」ということを要件とし、類型的に不

当な行為のみを対象としている。 

 

＜加齢によりその判断力が著しく低下している事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－42〕 

物忘れが激しくなるなど加齢により判断力が著しく低下した消費者の不

安を知りつつ、「投資用マンションを持っていなければ定期収入がないため

今のような生活を送ることは困難である」と告げて、当該消費者に高額なマ

ンションを購入させた。 

〔考え方〕 

消費者は、物忘れが激しくなるなど年齢の増加に伴う変化により判断力が

著しく低下している。このような消費者は「加齢」により判断力が著しく低

下している場合に該当する。 
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② 「その不安をあおり、裏付けとなる合理的な根拠がある場合その他の正当な

理由がある場合でないのに、当該消費者契約を締結しなければその現在の生活

の維持が困難となる旨を告げること」 

（ア）「その不安をあおり」 

「不安をあおり」とは、消費者の現在の生活の維持に生じ得る不利益を強調して

告げる場合等をいう。不安をあおるような内容を直接的に告げなくとも、契約の目

的となるものが必要である旨の告知を繰り返し告げたり、強い口調で告げたりして

強調する態様でも足りる。 

（イ）「裏付けとなる合理的な根拠がある場合その他の正当な理由がある場合で

ないのに」 

「正当な理由がある場合」とは、消費者を自由な判断ができない状況に陥らせる

おそれが類型的にない場合を意味する。その典型例は、例示されている「裏付けと

なる合理的な根拠がある場合」であるが、その他の「正当な理由がある場合」とし

ては、告知内容が社会通念に照らして相当と認められる場合が考えられる。 

不安を抱いている消費者に対して「当該消費者契約を締結しなければその現在の

生活の維持が困難となる旨」を告げる場合であっても、その告知内容について裏付

けとなる合理的な根拠がある場合等には、むしろ消費者にとって当該消費者契約を

締結するか否かを判断するために必要な情報を提供することとなるなど、当該告知

を行うことについて正当な理由があると考えられる。 

そこで、このような場合は消費者契約法上の取消しの対象から除き、根拠がない

等の告知によって自由な判断ができない状況に陥らされる場合のみを対象とするた

め、「裏付けとなる合理的な根拠がある場合その他の正当な理由がある場合でない

のに」という要件を規定している。 

（ウ）「当該消費者契約を締結しなければその現在の生活の維持が困難となる旨

を告げること」 

 過大な不安を抱いた消費者が、契約の締結について自由な判断ができない状況に

陥らされるような告知内容として「当該消費者契約を締結しなければその現在の生

活の維持が困難となる旨」を規定している。消費者契約の目的となるものが消費者

の現在の生活の維持のために必要である旨を告げることを要件としているのは、過

大な不安を抱く消費者に対し、事業者が不安をあおる態様でこのような告知を行っ

た場合には、消費者の認識において自身の現在の生活の維持のためには契約を締結

することが必須のものと考え、自由な判断ができない状況に陥らされる可能性が類

型的に高いといえるためである。 

 なお、不安はあらかじめ消費者が持っていたものでも、事業者が新たに作り出し

た場合でもよいが、いずれにせよ不安をあおることが必要である。 

「告げる」については本条第１項・第２項の解説を参照。 
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 ク 霊感等による知見を用いた告知（第８号） 

① 「当該消費者に対し、霊感その他の合理的に実証することが困難な特別な能  

力による知見として、当該消費者又はその親族の生命、身体、財産その他の重

要な事項について、そのままでは現在生じ、若しくは将来生じ得る重大な不利

益を回避することができないとの不安をあおり、又はそのような不安を抱いて

いることに乗じて」 

（ア）「霊感その他の合理的に実証することが困難な特別な能力による知見とし

て」 

「霊感」とは、除霊、災いの除去や運勢の改善など超自然的な現象を実現する能

力である。霊感以外でも「合理的に実証することが困難な特別な能力」は本号の対

象となり、例えばいわゆる超能力がこれに当たる。 

（イ）「当該消費者又はその親族の生命、身体、財産その他の重要な事項について、

そのままでは現在生じ、若しくは将来生じ得る重大な不利益を回避すること

ができないとの不安をあおり、又はそのような不安を抱いていることに乗じ

て」 

本号でいう「不利益」とは、消費者又はその親族の生命、身体、財産その他の重

要な事項に損害、損失が生ずることをいう。この「不利益」については、「将来生じ

得る不利益」に加え、「現在生じている不利益」も対象となる。また、このままでは

不幸になる等の漠然としたものであっても、個別具体的な勧誘の内容を通じ、消費

者又はその親族の生命、身体、財産その他の重要な事項について、そのままでは現

在生じ、若しくは将来生じ得る重大な不利益を回避することができない旨を伝えた

とみることができる場合には含まれる。 

「親族」については、その範囲に特段の限定はないが、主に問題となるのは、本

人が不安を抱く程度に近しい親族（例えば、同居している親族）の場合が多いと考

えられる。 

「重大な」という要件は、消費者に取消権を付与する場合を適切に限定するとと

もに、事業者の不当性を基礎付けるためのものである。 

「不安をあおり」とは、消費者に対し「消費者又はその親族の生命、身体、財産

その他の重要な事項について、そのままでは現在生じ、若しくは将来生じ得る重大

な不利益を回避することができない旨」を強調して告げる場合等をいう。例えば、

契約の目的となるものが重大な不利益の回避のために必要である旨の告知を繰り返

したり、強い口調で告げたりして強調する場合が該当する。 

「不安を抱いていることに乗じて」とは、不安を抱いている状態を利用してとい

う意味である。この場合の不安については、勧誘の前から消費者が抱いていた不安

であり、必ずしも勧誘者によって惹起されるものであることは要しない。 

 本号における事業者の行為は、重大な不利益を与える事態が生ずる旨を示し消費

者に強い心理的負担を与えながら、その告知内容は合理的に実証できる根拠に基づ

いておらず、勧誘の態様として不当性が高いため、本号は消費者が｢過大な｣不安を
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抱いていたことは要件としていない。 

② 「その重大な不利益を回避するためには、当該消費者契約を締結することが

必要不可欠である旨を告げること」 

 本号は事業者が消費者に対し、重大な不利益を回避するためには、当該消費者契

約を締結することが必要不可欠である旨を告げることを要件としている。この旨の

告知が行われた場合には、消費者の認識において重大な不利益の回避のためには契

約を締結することが必須のものと考え、自由な判断ができない状況に陥らされる可

能性が類型的に高いといえることから、そのような場面を適切に捉えるための要件

である。 

 「必要不可欠である旨を告げること」とは、必ずしも「必要不可欠」という言葉

をそのまま告げる必要はなく、勧誘行為全体としてそれと同等程度の必要性及び切

迫性が示されている場合も含まれるものと考えられる。 

「告げる」については本条第１項・第２項の解説を参照。 

 

＜霊感等による知見を用いた告知型の事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－43〕 

運勢相談をしたところ、事業者から、「私は霊能者であり、あなたの霊が見

える。あなたには悪霊がついておりそのままでは病状が悪化する。この数珠

を買わないと悪霊が去らない。」と言われ、50 万円を支払った。 

〔考え方〕 

事業者は霊能者を名のり、霊が見える、悪霊がついておりそのままでは病

状が悪化するなど、超自然的な現象を実現する能力に基づく知見として消費

者に重大な不利益を回避することができない事態が生ずる旨を示して不安

をあおっている。このような事業者は「霊感その他の合理的に実証すること

が困難な特別な能力による知見として」消費者の重要な事項について、その

ままでは現在生じている重大な不利益を回避することができないとの不安

をあおり、その重大な不利益を回避するためには、当該消費者契約を締結す

ることが必要不可欠である旨を告げる場合に該当する。 

 

ケ 契約前の義務実施・契約目的物の現状変更（第９号） 

 ① 「当該消費者が当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をする前に、

当該消費者契約を締結したならば負うこととなる義務の内容の全部若しくは一

部を実施し、又は当該消費者契約の目的物の現状を変更し」 

ある事業者の行為が「当該消費者契約を締結したならば負うこととなる義務の内

容の全部若しくは一部を実施し」たといえるか否かは、その行為が、通常、当該消

費者契約を締結したならば当該事業者が実施する行為であるか否かなどの事情を考

慮して判断する。  
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事業者が通常実施する行為であるか否かを基準としたのは、本号が、消費者契約

の締結に先立って、その契約を締結したならば負う義務の内容を事業者が実施した

際に適用されるという、いわば仮定的な消費者契約を念頭に置いた規定であるとこ

ろ、事業者が勧誘を行っている時点では当該消費者契約の義務の内容が必ずしも明

らかとはなっていないことから、実際に締結された消費者契約の義務内容を基準と

することは適当でない。それゆえ、その義務内容を特定する必要があるため、「通常」

当該事業者が実施する行為を基準とした。 

 ② 「その実施又は変更前の原状の回復を著しく困難にすること」 

「原状の回復を著しく困難にすること」とは、事業者が義務の全部若しくは一部

を実施し、又は目的物の現状を変更することによって、実施・変更前の原状の回復

を物理的に又は消費者にとって事実上不可能とすることをいう。「原状」とは、事業

者による義務の全部若しくは一部の実施前又は目的物の現状変更前の状態をいう。 

事業者が、消費者による意思表示の前に、義務の全部若しくは一部を実施し、又

は目的物の現状を変更するのみならず、実施・変更前の状態に戻すことが著しく困

難なものとした場合には、事業者が作出した既成事実から逃れることができないと

いう消費者の心理的負担はより重いものになると考えられる。本要件は、このよう

な不当性の高い事業者の行為を適切に捉えるためのものである。 

消費者に心理的負担を生じさせる類型を適切に捉えるという本要件の趣旨に照ら

し、「原状の回復を著しく困難にすること」には、原状回復を物理的に不可能とする

ことのほか、消費者にとって事実上不可能な状態にすることも含まれる。 

消費者にとって原状回復が事実上不可能である状態であるか否かは、当該消費者

契約において、一般的・平均的な消費者を基準として社会通念を基に規範的に判断

される。例えば、原状の回復について専門知識や経験、道具等が必要となるために、

一般的・平均的な消費者をして原状の回復が事実上不可能であるといえる場合には、

「原状の回復を著しく困難にする」ものと考えられる。他方で、単に消費者に契約

の目的物である動産を引き渡すといった場合であれば、一般的・平均的な消費者で

あれば事業者に動産を返還することにより容易に原状の回復が可能であるといえる

から、「原状の回復を著しく困難にする」ものとは考えられない。 

 

＜契約前の義務実施型事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－44〕 

さお竹屋が自宅のそばに来たので話をしたところ、契約をする前に事業者が庭

の物干し台の位置を見ながらメジャーで必要な長さを測定し、それに合わせてさ

お竹を必要な寸法に切って代金を請求してきた。既にさお竹は自分に必要な寸法

に切られてしまっているため断ることができずに代金を払ってしまった。 

〔考え方〕 

 さお竹を切った行為は、通常、契約を締結したならば事業者が実施する行為で
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あり、「当該消費者契約を締結したならば負うこととなる義務の内容」に該当す

る。また、消費者にとって、切断されたさお竹を切断前へ原状の回復をすること

は、物理的に不可能であり、「原状の回復を著しく困難にする」に該当する。し

たがって、本項第９号の要件に該当し、取消しが認められる。 

 

 

＜契約目的物の現状変更型の事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－46〕 

 不用品の買取りのために訪問した業者に対し、査定してもらうために指輪やネ

ックレスなどの貴金属を見せたところ、「切断しないと十分な査定ができない」と

言われ、全ての貴金属を切断されてしまい、買取りに応じてしまった。 

〔考え方〕 

 契約締結前に契約の目的物の現状を変更し、変更前の原状の回復を著しく困難

にしているため、本項第９号の要件に該当し、取消しが認められる。 

 

コ 契約前活動の損失補償請求（第 10 号） 

 

① 「前号に掲げるもののほか、当該消費者が当該消費者契約の申込み又はその

承諾の意思表示をする前に、当該事業者が調査、情報の提供、物品の調達その

他の当該消費者契約の締結を目指した事業活動を実施した場合」 

（ア）「前号に掲げるもののほか」 

〔事例４－45〕 

ガソリンを入れようとガソリンスタンドに立ち寄ったところ、店員が「無料点

検を実施しています」と言いながら、勝手にボンネットを開けてエンジンオイル

も交換してしまった。断ることができず、エンジンオイルの費用を払ってしまっ

た。 

〔考え方〕 

 エンジンオイルを交換する行為は、通常、契約を締結したならば事業者が実施

する行為であり、「当該消費者契約を締結したならば負うこととなる義務の内容」

に該当する。また、新しいオイルを抜き取り古いオイルを入れ直すことは、物理

的には可能とも考えられるものの、オイルの交換作業には一定の技術や経験、道

具が必要とされると考えられ、一般的・平均的な消費者はこのような技術や経験、

道具を通常持っているとは言い難く、原状の回復が事実上不可能であるといえる

ので、「原状の回復を著しく困難にする」に該当する。したがって、本項第９号の

要件に該当し、取消しが認められる。 
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「前号に掲げるもののほか」とは、第 10 号の適用の対象には第９号の対象となる

行為が含まれないことをいう。すなわち、第 10 号の対象となる行為は、消費者契約

の申込み又は承諾の意思表示をする前に行われる「消費者契約の締結を目指した事

業活動」から、第９号の対象となる行為（消費者契約の締結前に義務の全部若しく

は一部を実施し、又は当該消費者契約の目的物の変更を変更し、かつ原状の回復を

著しく困難にするもの）を除いたものであることを示すものである。 

（イ）「当該消費者が当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をする前に、

当該事業者が調査、情報の提供、物品の調達その他の当該消費者契約の締結を

目指した事業活動を実施した場合」 

「当該消費者契約の締結を目指した事業活動」とは、事業者が特定の消費者との

契約締結を目的として行う事業活動をいう。例えば、事業者が契約を行う前に実施

する目的物の調査や、商品についての説明など、当該消費者契約の締結に向けた準

備行為が挙げられる。 

「調査、情報の提供、物品の調達」は例示であって、これらの行為に限定される

ものではない。「その他の当該消費者契約の締結を目指した事業活動」には、例えば、

事業者による遠隔地からの消費者の住居への来訪などが含まれる。他方で、事業者

が特定の消費者との間での消費者契約の締結を目指した事業活動とはいえないよう

な行為（例えば、自社の知名度を上げるためにチラシを配布するような行為）は、

「当該消費者契約の締結を目指した事業活動」には当たらない。 

 

● 第９号と第 10 号の適用の対象となる行為 

 

義務の全部又は一部の実施に当たる行為のうち、原状の回復が著しく困難なもの

は上記のとおり第９号の適用の対象となることから、第 10 号の適用の対象となる

事業者の行為は、義務の全部又は一部の実施に当たらない行為に加え、義務の全部

又は一部の実施に当たる行為のうち、原状の回復が著しく困難ではないものとなる。 

例えば、「物品の調達」には、消費者契約の締結に向けた準備行為に当たる場合の

ほか、物品が消費者契約の目的物となっている場合など義務の全部又は一部の実施

に当たる場合も考えられる。物品の調達を義務の全部又は一部として実施し、かつ

原状の回復を著しく困難にした場合（例えば調達した物品が個別に製作される特注

品である場合等）には、第９号の適用の対象となる。他方で、物品の調達を義務の

全部又は一部として実施したが原状の回復を著しく困難にしたとはいえない場合

（例えば調達した物品が汎用的なもので転用や返品が可能であると考えられる場合

等）には第 10 号の適用の対象となり得る。 

 

② 「当該事業活動が当該消費者からの特別の求めに応じたものであったことそ

の他の取引上の社会通念に照らして正当な理由がある場合でないのに、当該事

業活動が当該消費者のために特に実施したものである旨及び当該事業活動の実

施により生じた損失の補償を請求する旨を告げること。」 
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（ア）「当該事業活動が当該消費者からの特別の求めに応じたものであったこと

その他の取引上の社会通念に照らして正当な理由がある場合でないのに」 

「特別の求め」とは、消費者の事業者に対する調査等の事業活動の求めが、消費

者契約の締結に際して一般的にみられる程度を超え、信義に反する程度の要求に至

ったことをいう。 

消費者が消費者契約の締結に先立ち消費者契約の締結の意思決定の判断のために

事業者に一定の調査等の事業活動を求めることは、消費者契約の締結に際して一般

的にみられるものである。もっとも、消費者の事業者に対する調査等の事業活動の

求めが消費者契約の締結に際して一般的にみられる程度を超えた場合、事業者が消

費者に対して調査等の事業活動による損失の補償の請求をすることは必ずしも不当

であるとはいえないことから、本要件はそのような場合を本号の適用対象から除く

こととした。 

「正当な理由がある場合」とは、消費者からの特別の求めに応じた場合と同程度

に、事業者による損失補償の請求に正当性が認められる場合をいう。 

（イ）「当該事業活動が当該消費者のために特に実施したものである旨及び当該

事業活動の実施により生じた損失の補償を請求する旨を告げること」 

 「当該消費者のために特に実施したものである旨」を「告げること」とは、消費

者契約の締結を目指した事業活動を当該消費者のために特別に実施した旨を告げる

ことをいう。 

「損失の補償を請求する旨を告げる」とは、事業者が消費者に対して当該消費者

のために特に実施した行為に係る費用を請求する旨を告げることをいう。 

 

● 「告げる」方法 

 

「告げる」については、必ずしも口頭によることを必要とせず、書面に記載して

消費者に知悉させるなど消費者が実際にそれによって認識し得る態様の方法であれ

ばよい。例えば、人件費や旅費といった特定の損失の項目に言及して請求するなど、

明示的にその旨を告げる場合のほか、領収書等の損失の項目の根拠資料を示しなが

ら「どうしてくれるんだ」などと告げた場合も含む。 

 

＜調査、情報の提供、物品の調達その他の当該消費者契約の締結を目指した事業活

動を実施した事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－47〕 

 廃品回収の事業者が、消費者の求めに応じ４階の自宅まで上がってきた。消費

者が廃品回収の値段を聞いて断ると、「わざわざ上の階まで来ているのにこのまま

では帰れない。４階まで上がった分の手間賃を払え」と言われて契約を急かされ

たので契約してしまった。 
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〔考え方〕 

 消費者宅への来訪は、通常は、廃品回収の消費者契約の義務の全部又は一部に

当たらない消費者契約の締結に向けた準備行為であり、「消費者契約の締結を目指

した事業活動」に該当する。 

 

〔事例４－48〕 

 保険の見直しをしようと思い、近所のファミレスにＦＰ（ファイナンシャル・

プランナー）を派遣してもらった。ファミレスで３回会って食事しながら説明を

受けた。食事代は事業者が支払った。提示された保険の見積額が高いので４回目

の面会時に契約を断ると、「契約しないならこれまでの飲食代を支払え」と言われ

た。 

〔考え方〕 

消費者への商品の説明は、消費者契約の義務の全部又は一部に当たらない消費

者契約の締結に向けた準備行為であり、「消費者契約の締結を目指した事業活動」

に該当する。 

 

＜「損失の補償を請求する旨を告げる」に関する事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－49〕 

 保険の見直しをしようと思い、近所のファミレスにＦＰを派遣してもらった。

ファミレスで３回会って食事しながら説明を受けた。食事代は事業者が支払った。

提示された保険の見積額が高いので４回目の面会時に契約を断ると、「契約しない

ならこれまでの飲食代を支払え」と言われた。 

〔考え方〕 

 事業者は、商品説明の際に生じた損失である飲食代の補償の請求を明示的に行

っていることから、「損失の補償を請求する旨を告げる」に該当する。 

 

〔事例４－50〕 

 不動産販売の勧誘で会ってほしいと言われてファミレスで３回会って食事しな

がら説明を受けた。食事代は事業者が支払った。不動産の見積額が高いので４回

目の面会時に契約を断ると、飲食代の領収書を見せながら「契約してくれなけれ

ば大損だ」と言った。 

〔考え方〕 

 事業者は、明示的に飲食代を請求しているわけではないが、手に持った飲食代

の領収書と発言が相まって、消費者がそれによって損失の補償を請求されたもの

と認識し得る態様の方法で請求しているといえるため、「損失の補償を請求する旨

を告げる」に該当する。 
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（２）要件２（消費者の当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示） 

 

本項における二つ目の要件として、消費者の当該消費者契約の申込み又はその承

諾の意思表示が存在することが挙げられる。 

「当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をした」 

本条第１項・第２項の解説を参照のこと。 

 

（３）要件３（要件１と要件２の因果関係） 

 

本項における三つ目の要件として、事業者の行為（以下「要件１」という。）と消

費者の当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示（以下「要件２」という。）

の因果関係が存在することが挙げられる。 

消費者に取消権を与えるためには、消費者に意思表示の瑕疵がある（他人からの

不当な干渉を受け、意思決定が自由に行われなかった）ことが必要である。したが

って、要件１という先行事実が消費者に困惑を生じさせ、この困惑が要件２という

後行事実を生じさせるという二重の因果関係（事業者の行為→消費者の困惑→消費

者の当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示）を規定することとする。こ

の場合、消費者の困惑を通じて要件１という先行事実が要件２という後行事実を生

じさせることを、明示的に規定している。 

「により困惑し、それによって」 

「困惑」とは、困り戸惑い、どうしてよいか分からなくなるような、精神的に自

由な判断ができない状況をいう。畏怖（おそれおののくこと、怖じること）をも含

む、広い概念である。 

 

（４）効果 

 

「これを取り消すことができる」 

本条第１項・第２項の解説を参照のこと。 

 

● 民法の強迫と本法の「困惑」類型（本条第３項）との比較 

 

本法は、消費者と事業者との間の交渉力の格差が消費者契約（消費者と事業者

との間で締結される契約）のトラブルの背景になっていることが少なくないこと

を前提として、消費者契約の締結に係る意思表示の取消しについては、民法の強

迫が成立するための厳格な要件を緩和するとともに、抽象的な要件を具体化・明

確化したものである。これによって消費者の立証負担を軽くし、消費者が事業者

の不適切な勧誘行為に影響されて締結した契約から離脱することを容易にするこ
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とが可能となる。 

 民法の強迫（第 96 条） 
本法の「困惑」類型 

（本条第３項） 

要 件 ①二重の故意  

②強迫行為 ①事業者の行為（注） 

③強迫の違法性  

④二重の因果関係 ②二重の因果関係 

効 果 取消し 取消し 

 善意の第三者との

関係 

対抗できる。 対抗できない。 

第三者の行為 取消し可 事業者が媒介を委託した

第三者の場合は取消し可 

取消権の期間制限 追認可能時から５年

行為時から 20 年 

追認可能時から１年 

契約締結時から５年 

（注）事業者の行為 

⑴ 消費者契約の締結について勧誘をするに際し 

⑵ 本項第１号ないし第 10 号に掲げる行為をすること 

 

解説 

⑴ 民法の強迫の要件のうち本法の「困惑」類型で要件とされないものは、「二

重の故意」、「強迫行為」、「強迫の違法性」である。 

⑵ 本法の「困惑」類型においては、民法の「強迫行為」（相手方に畏怖を生じ

させる行為）がなくても、消費者契約の場面に即した一定の「事業者の行為」

（客観的・外形的には「困惑」類型に当てはまるが、必ずしも相手方に畏怖

を生じさせない行為）があればよい。 

 

Ⅲ 第４項（過量契約） 

 

４ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、物品、権

利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの分量、回数又は期間（以

下この項において「分量等」という。）が当該消費者にとっての通常の分量等（消

費者契約の目的となるものの内容及び取引条件並びに事業者がその締結につい

て勧誘をする際の消費者の生活の状況及びこれについての当該消費者の認識に

照らして当該消費者契約の目的となるものの分量等として通常想定される分量

等をいう。以下この項において同じ。）を著しく超えるものであることを知って

いた場合において、その勧誘により当該消費者契約の申込み又はその承諾の意
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思表示をしたときは、これを取り消すことができる。事業者が消費者契約の締

結について勧誘をするに際し、消費者が既に当該消費者契約の目的となるもの

と同種のものを目的とする消費者契約（以下この項において「同種契約」とい

う。）を締結し、当該同種契約の目的となるものの分量等と当該消費者契約の目

的となるものの分量等とを合算した分量等が当該消費者にとっての通常の分量

等を著しく超えるものであることを知っていた場合において、その勧誘により

当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときも、同様とする。 

 

１ 趣旨 

 

平成 13 年４月に本法が施行された後の高齢化の進展の影響も受け、事業者が、認

知症の高齢者その他の合理的な判断をすることができない事情がある消費者に対し、

その事情につけ込んで、不必要な物を大量に購入させるといった消費者被害が発生

している。このような消費者被害の救済は、公序良俗違反による法律行為の無効（民

法第 90 条・いわゆる暴利行為の無効）や、不法行為に基づく損害賠償請求（民法第

709 条）によって図ること等も考えられるが、これらの規定は抽象的であり、どの

ような場合に意思表示が無効となったり損害賠償請求が認められたりするかについ

て、必ずしも明らかであるとはいえない。そこで、消費者契約の特性を踏まえた上

で、明確かつ具体的な要件をもって、消費者に意思表示の取消しを認めるべき場合

について規定することが適当であることから、平成 28 年改正において、新たに本項

の規定を設けることとした。 

具体的には、消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、

当該消費者契約の目的となるものの分量等が当該消費者にとっての通常の分量等を

著しく超えるものであること（以下、このことを「過量」であるといい、このよう

な消費者契約を「過量な内容の消費者契約」という。）を知っていた場合において、

その勧誘により当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、こ

れを取り消すことができることとしている。 

ここでいう過量な内容の消費者契約とは、「消費者の生活の状況」（後述するよう

に、友人が自宅に遊びに来る等の一時的な生活の状況も含まれる。）や「これについ

ての当該消費者の認識」も考慮に入れた上で、その目的となるものが当該消費者に

とって過量であると判断される消費者契約であり、通常であれば、そのような契約

を締結する必要はないと考えられる。それにもかかわらず、消費者が過量な内容の

消費者契約を締結してしまうのは、当該消費者に、当該消費者契約を締結するか否

かについて合理的な判断をすることができない事情（例えば、加齢や認知症による

判断能力の低下、知識・経験の不足、事業者による断りにくい状況の作出等）があ

る場合であると考えられる。そして、消費者に取消権を認めるべきであるのは、事

業者が当該事情を利用して当該消費者契約を締結させた場合であるところ、事業者

が、当該消費者にとって過量な内容の消費者契約であることを知りながら、当該消

費者契約の締結について勧誘をし、当該勧誘によって消費者が当該消費者契約の申
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込み又はその承諾の意思表示をした場合には、事業者が消費者の上記事情を利用し

て当該消費者契約を締結させたものと考えられる。このように、本項の規定は、事

業者が、合理的な判断をすることができない事情がある消費者に対し、その事情に

つけ込んで不要な契約を締結させるような場合のうち、一つの類型について取消し

を認めたものである。 

 

２ 条文の解釈 

 

（１）要件１（過量な内容の消費者契約であること） 

 

本項の規定が適用されるための一つ目の要件は、消費者が締結した消費者契約の

目的となるものの分量等が、当該消費者にとっての通常の分量等を著しく超えるも

のであること（過量な内容の消費者契約であること）である。 

なお、消費者が既に同種契約（当該消費者契約の目的となるものと同種のものを

目的とする消費者契約）を締結していた場合には、当該同種契約の目的となるもの

の分量等と、新たに消費者が締結した消費者契約の目的となるものの分量等とを合

算した分量等が、当該消費者にとっての通常の分量等を著しく超えるものであるこ

とが要件となる。 

① 「物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるもの」 

「当該消費者契約の目的となるもの」の例示として、 

ア 物品（一般的には、有体物たる動産をいう。例えば、自動車、電気製品、化

粧品、絵画、着物、健康食品等） 

イ 権利（一定の利益を請求し、主張し、享受することができる法律上正当に認

められた力をいう。例えば、スポーツ施設を利用する権利等） 

ウ 役務（他人のために行う種々の労務又は便益の提供をいう。例えば、住宅建

築請負、結婚情報サービス、予備校での授業等） 

の３つを掲げている。 

このほか、これら三つの概念には必ずしも含まれない給付の対象（例えば、不動産、

無体物〔電気等〕）も「当該消費者契約の目的となるもの」に当たる。 

② 「分量、回数又は期間（以下この項において「分量等」という。）」 

本項の適用対象となるのは、消費者契約の目的となるものの「分量、回数又は期

間」が当該消費者にとって通常想定される範囲を著しく超える場合である。 

したがって、例えば、消費者契約の目的となるものが、当該消費者契約を締結し

た消費者にとって過度な性質・性能を備えたものであったとしても、「分量、回数又

は期間」が通常想定される範囲を著しく超えるものでなければ、本項の規定による

取消しは認められない。 

③ 「当該消費者にとっての通常の分量等」 
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「当該消費者にとっての通常の分量等」とは、「消費者契約の目的となるものの内

容及び取引条件並びに事業者がその締結について勧誘をする際の消費者の生活の状

況及びこれについての当該消費者の認識に照らして当該消費者契約の目的となるも

のの分量等として通常想定される分量等」をいう。この分量等がどの程度のものか

は、「消費者契約の目的となるものの内容」、「消費者契約の目的となるものの…取引

条件」、「事業者がその締結について勧誘をする際の消費者の生活の状況」及び「こ

れについての当該消費者の認識」という要素を総合的に考慮した上で、一般的・平

均的な消費者を基準として、社会通念を基に規範的に判断される。 

ア 消費者契約の目的となるものの内容 

消費者契約の目的となるものの性質、性能・機能・効能、重量・大きさ、用途等

が考えられる。例えば、消費者契約の目的となるものが、生鮮食品のようにすぐに

消費しないと無価値になってしまうもの、自転車のように保管場所が必要なもの、

布団のように一人の消費者が通常必要とする量が限られているものである場合等に

は、当該消費者にとっての通常の分量等が少なくなるため、結果的に過量性が認め

られやすい。これに対して、消費者契約の目的となるものが、例えば、缶詰食品の

ように比較的長期間の保存が前提とされるものや、金融商品のようにそれを保有す

ること自体を目的として購入されるものである場合等には、当該消費者にとっての

通常の分量等が多くなるため、結果的に過量性が認められにくい。 

また、例えば、同じ商品であっても、事業者がそれに付随させている価値等によ

ってその商品の内容が異なる場合もあると考えられる。例えば、音楽ＣＤは、そこ

に収録された音楽を聴くためには、通常は１枚購入すれば十分であるから、過量性

が認められやすいものであるといえる。もっとも、ジャケット（外装）に複数のバ

リエーションがある場合や、アーティストとの握手券が封入されている場合等には、

たとえ中身のＣＤ自体が同じものであったとしても、一人の消費者が複数購入する

ことも想定されるものであると考えられる。そして、消費者が当該アーティストの

ファンである等の生活の状況（ウ参照）を併せて考慮すれば、当該消費者にとって

の通常の分量等が多くなり、過量性は認められにくいと考えられる。 

イ 消費者契約の目的となるものの取引条件 

価格、代金支払時期、景品類提供の有無等が考えられる。例えば、通常は、一つ

100 円の物品と比較すれば一つ 10 万円の物品の方が、当該消費者にとっての通常の

分量等は少なくなり、過量性は認められやすいと考えられる。また、購入量に応じ

て、大幅な割引がされたり希少な景品が提供されたりする等、その取引条件次第で

は、当該消費者にとっての通常の分量等が多くなり、過量性が認められにくくなる

こともあると考えられる。 

ウ 消費者の生活の状況 

当該消費者の世帯構成人数、職業、交友関係、趣味・嗜好、消費性向等の日常的

な生活の状況のほか、たまたま友人や親戚が家に遊びに来るとか、お世話になった
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近所の知人にお礼の品を配る目的がある等の一時的な生活の状況も含まれる。そし

て、事業者が消費者契約の締結について勧誘をする際に、当該消費者に、当該消費

者契約の目的となるものについて、多くの分量等の給付を受ける理由となる生活の

状況があれば、それに応じて、当該消費者にとっての通常の分量等が多くなるため、

過量性が認められにくい。他方で、そのような生活の状況がなければ、当該消費者

にとっての通常の分量等が少なくなるため、過量性は認められやすい。 

なお、ここで考慮要素となるのは「消費者の
．．．．

生活の状況」であり、これはあくま

でも当該消費者が自らの意思で営む生活の状況を指している。したがって、例えば、

次々販売の被害に遭っていることが当該消費者の生活の状況に含まれる結果、新た

な被害が過量な内容の消費者契約に当たらないという結論になるわけではない。 

エ 消費者の認識 

消費者の生活の状況についての当該消費者の認識を指す。例えば、普段は一人暮

らしで他人が家に来ることはない消費者が、翌日友人が 10 人自宅に遊びに来る予

定があるという認識の下で、それに見合った分量の食材を購入したが、実際に友人

が遊びに来るのは１か月後であったという場合、当該消費者には、友人が 10 人自宅

に遊びに来るという一時的な生活の状況が翌日のものであるという認識があったの

であるから、これを考慮に入れた上で、当該消費者にとっての通常の分量等が判断

される。 

なお、この認識は、実際に客観的に存在する生活の状況についての認識であり、

例えば、認知症の高齢者が、友人が 10 人自宅に遊びに来る予定がないにもかかわら

ず、これがあると思い込んで、これに見合った分量の食材を購入したという事例で

は、当該高齢者に、その食材が必要となる生活の状況が客観的に存在しない以上、

これについての当該消費者の認識も観念できない。そのため、当該高齢者が、友人

が自宅に遊びに来ると思い込んでいたとしても、そのことは、当該消費者にとって

の通常の分量等を判断する上での考慮要素には含まれない（ただし、後述のとおり、

取消しが認められるのは、事業者が過量性を認識していた場合であり、この事例で

いえば、当該消費者に、友人が遊びに来る予定などないことを知っていた場合に限

られる）。 

④ 「著しく超える」 

本項の規定が適用されるためには、消費者契約の目的となるものの分量等が、当

該消費者にとっての通常の分量等を単に超えるだけでなく、「著しく超える」ことが

必要である。そして、当該消費者契約の目的となるものの分量等が当該消費者にと

っての通常の分量等を「著しく超える」か否かについては、③に挙げた四つの要素

を考慮した上で、一般的・平均的な消費者を基準として、社会通念を基に規範的に

判断される。 

 

● 既に同種契約を締結していた場合 
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消費者が既に同種契約を締結していた場合には、消費者が新たに締結した消費者

契約の目的となるものの分量等だけでなく、既に締結していた同種契約の目的とな

るものの分量等も考慮に入れ、これらを合算した分量等が、当該消費者にとっての

通常の分量等を著しく超えるものであることが要件となる。消費者契約の目的とな

るものが「同種」であるか別の種類であるかは、事業者の設定した区分によるので

はなく、過量性の判断対象となる分量等に合算されるべきかどうかという観点から

社会通念に照らして判断される。具体的には、その目的となるものの種類、性質、

用途等に照らして、別の種類のものとして並行して給付を受けることが通常行われ

ているかどうかという点のみならず、当該消費者が置かれた状況に照らして合理的

に考えたときに別の種類のものと見ることが適当かどうかについても判断されるも

のと考えられる。 

なお、この場合、取消しの対象となるのは、既に締結していた同種契約ではなく

消費者が新たに締結した消費者契約に係る意思表示である。 

 

＜過量な内容の消費者契約に関する事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－51〕 

家電製品や健康器具を店舗で販売している事業者が、たまに来店する気の弱そ

うな消費者に全身運動用の健康器具の在庫を売りつけようとして、声を掛けて親

しげに話し、特別キャンペーンと称して家電製品を無料で贈呈するなどして断り

難い状況を作出した上で、巧妙なセールストークを交え、「１割引にしますから」

等と言って同じ健康器具を 10 台購入するよう何度も勧めた。当該消費者は、事業

者との会話の中で腰痛の持病があり全身運動はできないということも伝えていた

し、全身運動用の健康器具は要らないと思っていたが、そのしつこさに押し切ら

れて、上手く断れずに同じ健康器具を 10 台（合計 20 万円）購入してしまった。 

〔考え方〕 

全身運動用の健康器具は、必要であったとしても１世帯に１台あれば十分に目

的を達することができ、また、保管場所を要するものでもあるから、たとえ１割

引になるとしても、20 万円もの対価を支払って 10 台も購入することが必要とな

るような商品ではない。また、腰痛持ちで全身運動はできないという生活の状況

があり、その認識も有していた。そうすると、同じ健康器具 10 台は過量であり、

当該売買契約は過量な内容の消費者契約に当たると考えられる。 

 

〔事例４－52〕 

一人暮らしの消費者が、夕食のための買い物をしようと近所のスーパーマーケ

ットに出かけたところ、当該消費者が一人暮らしであることを知っている知り合

いの店員から、「今日は防災グッズセールを開催していて、缶詰が安いですよ。３

年間もちます。この鯖の味噌煮の缶詰を２ダース（24 個）買えば３割引で 5,040
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円になります。」と言われ、もしもの時のためにと思って買って帰った。当該消費

者は、普段は自炊をすることが多く、缶詰を食べることはほとんどなかった。 

〔考え方〕 

缶詰は非常食として備蓄しておくことも可能な商品であり、３年間も保存でき

るものであること、まとめて買うと３割引になって合計の価格も取り立てて高額

でもないことからすると、当該消費者が一人暮らしで普段は缶詰をほとんど食べ

ないとしても、２ダース（24 個）購入するということも想定される商品であると

考えられる。そうすると、同じ缶詰２ダース（24 個）は過量ではなく、当該売買

契約は過量な内容の消費者契約には当たらないと考えられる。 

 

（２）要件２（事業者の行為－過量性を認識しながら勧誘をすること） 

 

二つ目の要件として、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当

該消費者契約が過量な内容の消費者契約に該当することを知っていたことが挙げら

れる。 

① 「事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し」 

本条第１項・第２項の解説を参照。 

なお、ここでいう「勧誘」は、過量な内容の消費者契約の締結についての勧誘を

指す。したがって、結果的に過量な内容の消費者契約が締結されたとしても、事業

者の勧誘自体は適切な分量等の消費者契約に係るものであった場合（例えば、呉服

店で、事業者が１着ずつ着物を示して当該着物の購入について勧誘し、消費者の好

みに合う着物を探しながら最終的に合計 10 着を示したところ、当該消費者が、１着

に決められないから 10 着全部を購入すると言った場合）には、ここでいう勧誘には

当たらない。 

② 「……を知っていた場合において」 

本項の取消権が認められる根拠は、消費者に当該消費者契約を締結するか否かに

ついて合理的な判断をすることができない事情があることを事業者が利用して過量

な内容の消費者契約を締結させたという点に求められる。そのため、事業者が、過

量な内容の消費者契約の締結について勧誘をした場合であっても、その際に、当該

消費者契約が消費者にとって過量な内容の消費者契約に当たることを知らなかった

場合には、取消しは認められない。 

事業者の認識の証明に関連して、いわゆる次々販売の事例では、事業者は、消費

者と繰り返しやり取りをして、結果的に当該消費者にとっての通常の分量等を著し

く超えるような契約の締結について勧誘をしている以上、その過程において、当該

消費者の生活の状況等について、当該事業者が何も知らないということは、通常は

ないと考えられる。このため、次々販売の事例であるということ自体から、事業者

の認識は一定程度、推認されるものと考えられる。 
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また、同一事業者による同様の被害が他でも発生しているという情報（具体的に

は、当該事業者が、捜査機関によって摘発を受けたという情報、行政処分を受けた

という情報、PIO-NET において同種の苦情が寄せられているという情報等）も間接

的ではあるが、立証手段の一つとなると考えられる。 

なお、上記（１）③及び④に記載のとおり、過量である（当該消費者契約の目的

となるものの分量等が当該消費者にとっての通常の分量等を著しく超える）という

のは、一般的・平均的な消費者を基準とした規範的な評価であるところ、これを「知

っていた」というのは、その評価の基礎となる事実の認識があったことを指す。し

たがって、事業者が、基礎となる事実は全て認識した上でその評価を誤ったとして

も、過量であることを「知らなかった」ことにはならない。例えば、当該消費者が、

一人暮らしで、普段から自宅に誰かが遊びに来るということはなく、その日に特別

誰かが来訪する予定があるわけでもないということを、事業者が知っていたにもか

かわらず、20 人分の生鮮食材を購入するよう勧誘した場合、仮に当該事業者が 20

人分の生鮮食材を過量であるとは思わなかったのだとしても、本項の規定による取

消しを免れられるわけではない。 

 

＜事業者の勧誘に関する事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－53〕 

健康食品を販売している事業者が、来店した高齢の消費者に対して、健康食品

の購入を勧めるために話し掛け、賞味期限が１年の健康食品を１年分販売した。

その際、当該消費者は、一人暮らしで身寄りもなく、近所付き合いもほとんどな

いということを話していた。当該消費者が翌日も来店したため、事業者が「昨日

はどうも」と話し掛けたところ、当該消費者は認知症であり、昨日１年分の健康

食品を購入したことを忘れてしまっていた。それに気付いた事業者が、さらに１

年分の同じ健康食品の購入を勧めてみたところ、当該消費者はこれを購入した。 

〔考え方〕 

一人暮らしで身寄りもなく、近所付き合いもほとんどない消費者にとって、賞

味期限が１年の健康食品は１年分あれば十分であるため、合計２年分の健康食品

は過量であると考えられる。また、事業者は、消費者の生活の状況も、既に１年

分の健康食品を購入していることも知っており、過量であることも認識した上で

さらに１年分の健康食品を購入するよう勧誘しているため、２日目に締結した契

約については取消しが認められると考えられる。 

 

〔事例４－54〕 

スーパーマーケットに自分の夕食のおかずを買いに来た一人暮らしの消費者

が、マグロの刺身 20 人前を自らレジに持参し、店員とは特に話をすることなくそ

れを買って行った。 
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〔考え方〕 

自分の夕食のおかずを買いに来た一人暮らしの消費者との関係では、生鮮食品

であるマグロの刺身 20 人前は、過量であると考えられる。しかし、事業者がそれ

を知りながら勧誘をしたわけではないから、取消しは認められないと考えられる。 

 

〔事例４－55〕 

一人暮らしで、職場には自宅近くからバスに乗って通っており、休日はほとん

ど家でテレビを見たりインターネットをしたりして過ごしている消費者が、イン

ターネットの通信販売サイトで、自転車を 20 台注文し、購入した。 

〔考え方〕 

自転車を保有するためには相応の駐輪スペースの確保が必要になるし、当該消

費者は一人暮らしで普段は通勤等に自転車を用いていないことを考えると、自転

車 20 台は、過量であると考えられる。しかし、事業者がそれを知りながら勧誘を

したわけではないから、取消しは認められないと考えられる。 

 

〔事例４－56〕 

デパートの食料品売り場の店員が、夕方のタイムセールの際に、「このお惣菜は

美味しいですよ。御家族なら 10 個でもいけます」と、消費期限が当日の惣菜を勧

めていたところ、本当に 10 個買って行った消費者がいた。その消費者は実際には

一人暮らしであり、10 個の惣菜は到底食べ切れないものの、なんとなく見栄を張

りたくなって購入しただけであったが、デパートの店員はそのようなことは知ら

なかった。 

〔考え方〕 

一人暮らしの消費者にとって、消費期限が当日の惣菜 10 個は過量であると考

えられる。また、事業者の勧誘によって惣菜 10 個の売買契約を締結しているが、

当該勧誘の際に、事業者は当該消費者が一人暮らしであることを認識していなか

ったのであるから、その勧誘時に、当該消費者契約が消費者にとって過量な内容

の消費者契約に当たることを知らなかったといえる。したがって、取消しは認め

られない。 

 

（３）要件３（消費者の当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示） 

 

三つ目の要件として、消費者の当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示

が存在することが挙げられる。 

「当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をした」 

本条第１項・第２項の解説を参照のこと。 
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（４）要件４（要件２と要件３の因果関係） 

 

四つ目の要件として、要件２（事業者の行為－過量性を知りながら勧誘をするこ

と）と要件３（消費者の当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示）の因果

関係が存在することが挙げられる。 

事業者が、過量な内容の消費者契約に該当することを知りながら当該消費者契約

の締結について勧誘をしたとしても、それによって消費者が当該消費者契約の申込

み又はその承諾の意思表示をした場合でなければ、消費者に当該消費者契約を締結

するか否かについて合理的な判断をすることができない事情があることを事業者が

利用して過量な内容の消費者契約を締結させたとはいえない。そのため、事業者が

過量性を知りながらした勧誘と消費者の意思表示との間に因果関係を要することと

している。 

 

（５）効果 

 

「これを取り消すことができる」 

本条第１項・第２項の解説を参照のこと。 

 

３ 特定商取引法の規定との関係 

 

特定商取引法には、訪問販売及び電話勧誘販売の二つの取引類型において、日常

生活において通常必要とされる分量を著しく超える商品の売買契約（過量販売と呼

ばれている。）等について、申込みの撤回又は契約の解除をすることができる旨を定

めた規定が設けられている（同法第９条の２及び第 24 条の２）。これらの規定も、

本項の規定と同様に、契約の目的となるもの（商品、役務、一定の権利）の分量、

期間又は回数が過大である場合に、契約の効力を否定するものである。 

もっとも、消費者にとって不要なものを大量に購入させる等の被害は、訪問販売

や電話勧誘販売といった特定の取引類型だけではなく、例えば、自ら店舗に来訪し

た消費者との取引でも発生している（注）。そこで、消費者と事業者との間の契約に

広く適用される消費者契約法において、このような被害に対応する規定が必要であ

ることから、本項の規定が設けられた。 

ただし、消費者契約法は、訪問販売や電話勧誘販売のような不意打ち性を有する

取引類型に限らず、また、消費者契約の目的となるもののいかんにかかわらず、あ

らゆる消費者契約に幅広く適用される法律であり、取引実務に与える影響も大きい。

そこで、本項の要件は、事業者の行為に悪質性が認められる場合を具体的かつ明確

に類型化したものとしている。具体的に要件を比較すると、次のとおりである（契

約が１回だけ締結された場合を取り上げる。）。 

まず、特定商取引法の規定が適用されるための要件は、売買契約の目的となる商
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品・権利又は役務提供契約の目的となる役務が、「日常生活において通常必要とされ

る［分量／回数／期間］を著しく超える」ことである（購入者等が立証責任を負う。）。

ただし、購入者等に「当該契約の締結を必要とする特別の事情があつたとき」には、

適用されないこととされている（「特別の事情」があったことについては、販売業者

又は役務提供事業者が立証責任を負う。）。 

これに対し、本項の規定が適用されるためには、前述のとおり、「消費者契約の目

的となるものの分量、回数又は期間」が、「当該消費者にとっての通常の分量等を著

しく超える」ことに加え、事業者が、そのことを知りながら勧誘をし、それによっ

て消費者が意思表示をしたことが必要となる。そして、「当該消費者にとっての通常

の分量等」を判断するに当たっての具体的な考慮要素（消費者契約の目的となるも

のの内容、その取引条件、勧誘の際の消費者の生活の状況、これについての当該消

費者の認識）を列挙している。なお、特定商取引法の規定でいう「当該契約の締結

を必要とする特別の事情」は、本項の規定では、当該消費者の一時的な生活の状況

として考慮されるものと考えられる。すなわち、「当該契約の締結を必要とする特別

の事情」があるような場合には、それに応じて、当該消費者にとっての通常の分量

等が多くなるため、過量性が認められなくなると考えられる。 

（注）例えば、呉服等の販売会社が、店舗に来訪した高齢の女性に対し、認知症のために財産

管理能力が低下している状態を利用して、着物や宝石などの商品を、老後の生活に充てる

べき流動資産をほとんど使ってしまうほど購入させたという被害（奈良地判平成 22 年７月

９日消費者法ニュース 86 号 129 頁）。 
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●特定商取引法の規定との比較 

 

 特定商取引法 消費者契約法 

対象取引 訪問販売／電話勧誘販売 消費者契約全般 

要
件 

過量性 

日常生活において通常必要とさ

れる分量等を著しく超えること

［消費者］ 

消費者契約の目的となるもの

の分量等が当該消費者にとっ

ての通常の分量等（※）を著しく

超えること［消費者］ 

※①消費者契約の目的となるも

のの内容及び②取引条件、③

事業者がその締結をする際の

消費者の生活の状況及び④こ

れについての当該消費者の認

識に照らして通常想定される

分量等をいう。 

例外 

当該契約の締結を必要とす

る特別の事情があったとき

［事業者］ 

 

事業者の認識 

・一つの契約の場合（第１号） 

は不要 

・次々販売の場合（第２号）は 

過量性の認識必要［消費者］ 

勧誘の際に過量性の 

認識必要［消費者］ 

勧誘と 

意思表示との

因果関係 

不要 必要［消費者］ 

行使期間 契約締結時から１年 

追認をすることが 

できる時から１年／ 

契約締結時から５年 

効果 申込みの撤回又は契約の解除 取消し 

（注１）［ ］内は立証責任の所在を示す。 

（注２）消費者から事業者に対して契約の目的となるものを返還する際の費用については、特

定商取引法上の申込みの撤回又は解除の場合は事業者が負担することになるのに対し（同

法第９条の２第３項・第９条第４項、第 24 条の２第３項・第 24 条第４項）、消費者契約法

上の取消しの場合は消費者が負担することになる。また、特定商取引法上の申込みの撤回

又は解除の場合は、消費者に使用利益の返還義務はないのに対し（同法第９条の２第３項・

第９条第５項、第 24 条の２第３項・第 24 条第５項）、消費者契約法上の取消しの場合は、

（取り消すことができるものであることについて善意であれば）現存利益に含まれる使用

利益については消費者には返還義務がある（法第６条の２）。 
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Ⅳ 第５項（重要事項） 

 

５ 第１項第１号及び第２項の「重要事項」とは、消費者契約に係る次に掲げる

事項（同項の場合にあっては、第３号に掲げるものを除く。）をいう。 

一 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの質、用途そ

の他の内容であって、消費者の当該消費者契約を締結するか否かについての

判断に通常影響を及ぼすべきもの 

二 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの対価その他

の取引条件であって、消費者の当該消費者契約を締結するか否かについての

判断に通常影響を及ぼすべきもの 

三 前２号に掲げるもののほか、物品、権利、役務その他の当該消費者契約の

目的となるものが当該消費者の生命、身体、財産その他の重要な利益につい

ての損害又は危険を回避するために通常必要であると判断される事情 

 

１ 趣旨等 

 

（１）趣旨 

 

一般に、事業者の不実告知（本条第１項第１号）、不利益事実の不告知（本条第２

項）という行為は、誤認を通じて消費者の意思表示に瑕疵をもたらすような不適切

な勧誘行為であると考えられるが、民法の定める場合（同法第 96 条）とは別に新た

に消費者に契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消権（取消権は形成権であり、

形成権者である消費者の一方的な権利行使により、直ちに完全な効果が生じる。）と

いう重大な私法上の権利を付与する以上は、これらの行為の対象となる事項をそれ

に相応しい適切な範囲に限定する必要があるため、「重要事項」という概念が設けら

れた。 

 

（２）平成 28 年改正 

 

平成 28 年改正前の本条第４項は、「重要事項」の列挙事由として、「物品、権利、

役務その他の当該消費者契約の目的となるもの」の「質、用途その他の内容」（第１

号）及び「対価その他の取引条件」（第２号）を定めていた。 

ところが、事業者が消費者に対して、その消費者が消費者契約を締結する必要性

を基礎付ける事実について不実を告げた結果、当該消費者が当該事実の誤認により

当該契約を締結する必要性があると誤解し、本来は必要のない契約を締結してしま

ったという消費者被害が生じていた。このような消費者被害は、救済する必要があ

る一方で、「消費者契約の目的となるもの」に関しない事由についての不実告知であ

り、改正前の法の下では「重要事項」には該当せず取り消すことができないと考え

られた。 
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そこで、平成 28 年改正では不実告知に限り「重要事項」を拡張することとし（注

１）、「重要事項」の列挙事由として新たに第３号として「当該消費者契約の目的と

なるものが当該消費者の生命、身体、財産その他の重要な利益についての損害又は

危険を回避するために通常必要であると判断される事情」を定める等の改正がされ

た（注２）。 

第３号の「当該消費者の生命、身体、財産その他の重要な利益についての損害又

は危険を回避するため」という文言について、これは、消費者契約法が消費者契約

全般に適用されるものであり、規律の内容をより具体的かつ明確にすべきであると

いう観点から、必要性の内容（何のために消費者契約の目的となるものが必要なの

かに相当する部分）として規定されたものである。 

（注１）本条第５項柱書きの括弧書により、不利益事実の不告知（本条第２項）については、

本条第５項第３号の適用が排除されている。 

（注２）平成 28 年改正前の本条第４項では、「重要事項」の要件として、柱書きにおいて「消

費者の当該消費者契約を締結するか否かについての判断に通常影響を及ぼすべきもの」で

あることが定められていた。この要件は、改正後の本条第５項においては柱書きから削除

され、第１号及び第２号の中で定められている。 

 

２ 条文の解釈 

 

（１）第１号・第２号 

 

ア 要件１（消費者契約の目的となるものの内容・取引条件） 

① 「物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるもの」 

本条第４項要件１（過量な内容の消費者契約であること）の解説を参照のこと。 

② 「質、用途その他の内容」 

「内容」の例示として、 

a 質（品質や性質をいう。例えば物品の質として、性能・機能・効能、構造・

装置、成分・原材料、品位、デザイン、重量・大きさ、耐用度、安全性、衛

生性、鮮度。役務の質として、効果・効能・機能、安全性、事業者・担当者

の資格、使用機器、回数・時間、時期・有効期間、場所） 

b 用途（特徴に応じた使いみちをいう。例えば物品の用途として、コンピュー

ターがオフィス用のものか個人用のものか等。役務の用途として、予備校の

講義が大学受験用のものか高校受験用のものか等) 

の二つを掲げている。 

「その他の内容」とは、これら二つの概念には必ずしも含まれない、当該消

費者契約の目的となるものの実質や属性（例えば、物品の原産地、製造方法、

特許・検査の有無等）をいう。 
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③ 「対価その他の取引条件」 

「取引条件」の例示として、対価（ある給付の代償として相手方から受ける

金銭をいう。割賦販売価格、現金支払以外の方法による場合の価格、本体価格

に付随する価格（例えば、配送費、工事費）などを含む。）を掲げている。 

「その他の取引条件」とは、対価以外の、取引に関して付される種々の条件

（例えば、価格の支払時期、契約の目的となるものの引渡し・移転・提供の時

期、取引個数、配送・景品類提供の有無、契約の解除に関する事項、保証・修

理・回収の条件等）をいう。 

イ 要件２（消費者の当該消費者契約を締結するか否かについての判断に通常影

響を及ぼすべきもの） 

「消費者の当該消費者契約を締結するか否かについての判断に通常影響を及ぼす

べきもの」とは、契約締結の時点における社会通念に照らし、当該消費者契約を締

結しようとする一般的・平均的な消費者が当該消費者契約を締結するか否かについ

て、その判断を左右すると客観的に考えられるような、当該消費者契約についての

基本的事項（通常予見される契約の目的に照らし、一般的・平均的な消費者が当該

消費者契約の締結について合理的な意思形成を行う上で通常認識することが必要と

される重要なもの）をいう。なお、例えば主として高齢者が締結する消費者契約に

ついては、主として高齢者が一般的・平均的な消費者に当たるため、「重要事項」も

主として高齢者を基準として判断されることになる。 

重要事項に関し、建設請負契約に即してみれば、当該契約を締結するか否かを左

右すると客観的に考えられるようなもののみに限定されるので、当該契約を維持し

つつ、瑕疵修補あるいは損害賠償をすれば当該事項について誤認して契約した消費

者が、契約の目的を達成できるような事項は重要事項にはならない。 

例えば、次のように考えられる。 

（ア）ソフトウェアの携帯端末との連携機能（ソフトウェアがある携帯端末とデ

ータ交換できなかった） 

ある携帯端末とデータ交換できるパソコン用の住所録ソフトウェアを購入しよう

とする一般的・平均的な消費者であれば、当該ソフトウェアが当該携帯端末とデー

タ交換できなければ購入を差し控えるはずであり、したがって、「消費者の当該消費

者契約を締結するか否かについての判断に通常影響を及ぼすべきもの」に当たる。 

（イ）電気製品のマルチの受信機能（テレビが外国で受信できなかった） 

テレビが外国で受信できるか否かは、一般的・平均的な消費者であれば外国で受

信できなくても何ら困ることはないため、「消費者の当該消費者契約を締結するか

否かについての判断に通常影響を及ぼすべきもの」には当たらない。 

（ウ）電気製品の使用電圧（シェーバーが 200 ボルトで使用できなかった） 

一般的・平均的な消費者であればシェーバーが 200 ボルトで使用できなくても何
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ら困ることはないため、「消費者の当該消費者契約を締結するか否かについての判

断に通常影響を及ぼすべきもの」には当たらない。 

＜事例とその考え方＞ 

 

〔事例４－57〕 

「Ａ社のＯＳ版のソフトです」と説明されたので購入したソフトウェアだが、

Ｂ社のＯＳ版のソフトウェアだったので、自宅のパソコンでは使用できなかった。 

〔考え方〕 

ソフトウェアがどの会社のＯＳ版であるかは「物品」の「質」に該当する。そ

して、一般的・平均的な消費者であれば、ソフトウェアが自分の使用しているパ

ソコンで使用できなければ購入を差し控えると考えられるので、「消費者の当該消

費者契約を締結するか否かについての判断に通常影響を及ぼすべきもの」に当た

る。したがって、ソフトウェアがどの会社のＯＳ版であるかは「重要事項」（本条

第５項第１号）に該当するところ、真実と異なることを告げている（「Ａ社のＯＳ

版のソフトです」と告げたこと）ので、本条第１項第１号の要件に該当し、取消

しが認められる。 

 

〔事例４－58〕 

英会話教室の勧誘において「当校の講師は全員アメリカ人です」と告げられた

が、イギリス人の講師がいた。 

〔考え方〕 

英会話教室の契約において、講師がどこの国の人かは「役務」の「質」に当た

るが、イギリス人であるかアメリカ人であるかは「消費者の当該消費者契約を締

結するか否かについての判断に通常影響を及ぼすべきもの」ではないので、本条

第５項第１号の要件に該当せず、取消しは認められない。 

ただし、講師が日本語を母国語とする日本人であるにもかかわらずアメリカ人

であると告げられたという事案であれば、「消費者の当該消費者契約を締結するか

否かについての判断に通常影響を及ぼすべきもの」と考えられるので、本号の要

件に該当し、取消しが認められる。 

 

（２）第３号 

①「当該消費者の生命、身体、財産その他の重要な利益」 

「重要な利益」とは、法益としての重要性（価値）が、一般的・平均的な消費者

を基準として、例示として挙げられている「生命、身体、財産」と同程度に認めら

れるものである。具体的には、名誉・プライバシーの利益等が考えられる。また、

生活上の利益も、電話を使用して通話をするなどの日常生活において欠かせないも

のであれば、「重要な利益」に該当すると考えられる。 
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消費者被害の実態を踏まえると、「生命、身体、財産」についての損害又は危険に

限定すべきではない一方で、取消しの範囲が過度に広がるのを避けるため、法益と

しての重要性（価値）が必ずしも高くないものについては対象から除外したもので

ある。 

また、「生命、身体、財産その他の重要な利益」には「当該消費者の」という限定

があるため、当該消費者以外の者の生命、身体又は財産は、本号が定める「生命」、

「身体」、「財産」にそれぞれ該当しないことになる。もっとも、「当該消費者の重要

な利益」に該当する場合はあり得るところであり、例えば、当該消費者の子供の生

命であれば、これに該当すると考えられる。 

 

②「損害又は危険」 

「生命、身体、財産その他の重要な利益についての『損害又は危険』」とは、生命、

身体、財産その他の重要な利益が侵害されることによって消費者に生じる不利益を

意味する。「損害」としては、現に生じる不利益を、「危険」としては、不利益が生

じるおそれ（蓋然性）を想定している。 

また、「損害又は危険」には、消費者が既に保有している利益を失うこと（いわゆ

る積極損害）のみならず、消費者が利益を得られないこと（いわゆる消極損害）も

含まれる。 

 

③「通常必要であると判断される」 

「当該消費者の生命、身体、財産その他の重要な利益についての損害又は危険を

回避する」ことを実現する「ために」、「消費者契約の目的となるものが…通常必要

であると判断される」かどうかは、契約締結の時点における社会通念に照らし、当

該消費者契約を締結しようとする一般的・平均的な消費者を基準として判断される

（注）。 

（注）「損害又は危険を回避するために」、「消費者契約の目的となるもの」が有益であったと

しても、必要とまではいえない場合には、本条第５項第３号には該当しないと考えられ

る。 

 

〔事例４－59〕 

真実に反して「溝が大きくすり減ってこのまま走ると危ない、タイヤ交換が必

要」と言われ、新しいタイヤを購入した。 

〔考え方〕 

溝が大きくすり減っているタイヤで走行することによる「生命、身体、財産」

についての「損害又は危険」を「回避するために」は、「消費者契約の目的となる

もの」である新しいタイヤが「通常必要であると判断される」。したがって、「消

費者契約の目的となるものが…通常必要であると判断される事情」の不実告知に
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該当する。 

 

〔事例４－60〕 

真実に反して「このままだと２、３年後には必ず肌がボロボロになるので、こ

の化粧品が必要」と言われ、化粧品を購入した。 

〔考え方〕 

肌がボロボロになるという「身体」についての「損害又は危険」を「回避する

ために」は、「消費者契約の目的となるもの」である化粧品が「通常必要であると

判断される」。したがって、「消費者契約の目的となるものが…通常必要であると

判断される事情」の不実告知に該当する。 

 

〔事例４－61〕 

真実に反して「パソコンがウイルスに感染しており、プライバシー関する情報

がインターネット上に流出するおそれがある」と言われ、ウイルスを駆除するソ

フトを購入した。 

〔考え方〕 

プライバシーの利益は「重要な利益」に該当する。そして、プライバシーに関

する情報が流出するという「重要な利益」についての「損害又は危険」を「回避

するために」は、「消費者契約の目的となるもの」である当該ソフトが「通常必要

であると判断される」。したがって、「消費者契約の目的となるものが…通常必要

であると判断される事情」の不実告知に該当する。 

 

〔事例４－62〕 

真実に反して「今使っている黒電話は使えなくなる」と言われ、新しい電話機

を購入する旨の契約を締結した。 

〔考え方〕 

電話を使用して通話をするという生活上の利益は、日常生活において欠かせな

いものであり、「重要な利益」に該当する。そして、この「重要な利益」について

の「損害又は危険」を「回避するために」は、「消費者契約の目的となるもの」で

ある新しい電話機が「通常必要であると判断される」。したがって、「消費者契約

の目的となるものが…通常必要であると判断される事情」の不実告知に該当する。 

 

〔事例４－63〕 

売却が困難な山林の所有者が、測量会社から真実に反して「山林の近くに道路

ができている。家も建ち始めている」と告げられた結果、当該山林を売却するこ

とができると考え、勧められるまま測量契約と広告掲載契約を締結した。 
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〔考え方〕 

当該山林の売却による利益を得られないという「財産」についての「損害又は

危険」について、山林を売却するためには測量や広告が必要であることから、こ

の「損害又は危険」を「回避するために」は、「消費者契約の目的となるもの」で

ある測量及び広告掲載が「通常必要であると判断される」。したがって、「消費者

契約の目的となるものが…通常必要であると判断される事情」の不実告知に該当

する。 

 

●第４条第５項に関連する最高裁判決 

 

最三判平成 22 年３月 30 日（裁判集民 233 号 311 頁） 

事件番号： 平成 20 年(受)909 号 

事案概要： 商品取引員であるＹ（上告人）に金の商品先物取引を委託したＸ（被

上告人）が、Ｙに対し、消費者契約法４条２項本文により委託契約の

申込みの意思表示を取り消したと主張して、不当利得返還請求権に基

づき、Ｙに預託した委託証拠金相当額の支払を求めた事案。 

判示内容： 本件契約において、将来における金の価格は「重要事項」に当たらな

いと解するのが相当。 

 

 

Ⅴ 第６項（取消しに係る第三者） 

 

６ 第１項から第４項までの規定による消費者契約の申込み又はその承諾の意思

表示の取消しは、これをもって善意でかつ過失がない第三者に対抗することが

できない。 

 

１ 趣旨 

 

本条で規定する取消しという効果が及ぶ範囲を広げすぎると、取引の安全を損な

うことがあるため、取消しという効果を及ぼすにふさわしい範囲について規定する

ことが必要となる。 

そこで、民法第 96 条第３項の規定と同様に本項においては、本条に規定する取消

しによっては善意の第三者に対抗できないこととした（注）。 

（注）平成 29 年の民法改正により民法第 96 条第３項が改正され、「善意でかつ過失がない第三

者」に対抗できないこととなったため、これを受けて本項も改正された。 
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２ 条文の解釈 

 

「善意でかつ過失がない第三者」 

民法第 96 条第３項にいう「第三者」とは、「詐欺による意思表示の当事者および

その包括承継人以外の者で、詐欺による意思表示によつて生じた法律関係に対し、

新たに別の法律原因にもとづいて、詐欺による意思表示の取消しを主張する者と矛

盾する権利関係に立つに至つた者」であり「善意」とは、上述の「第三者」たる地

位に立つ時に、「詐欺による意思表示であることを知らなかった」ということである

（川島武宜ほか編『新版注釈民法(3)総則(3)』（有斐閣、2003）229 頁）。 

本法においても、意思表示の取消しの場合における善意無過失の第三者の取扱い

については、民法と同様のものとする。 

すなわち、「第三者」とは、本条第１項から第４項までの誤認・困惑等による意思

表示の当事者及びその包括承継人以外の者で、これによる意思表示によって生じた

法律関係に対し、新たに別の法律原因に基づいて、意思表示の取消しを主張する者

と矛盾する権利関係に立つに至った者をいう。「善意かつ過失がない」とは、上述の

「第三者」たる地位に立つ時に、本条第１項から第４項までの誤認・困惑等による

意思表示であることを知らず、知らなかったことに過失がなかったということであ

る。 

 

３ 民法の強迫（同法第 96 条第１項）と本項との関係 

 

本項においては、現在正常に行われている取引の安全を損なうことがないように

するため、取消しという効果を導く要件を民法よりも緩和していることに鑑み、取

消しの及ぶ範囲については民法第 96 条第３項よりも絞ることとした。すなわち、同

条第１項における強迫の場合については、取消しという効果をもって善意無過失の

第三者に対抗することができるのに対し（同条第３項参照）、本条第３項（及び準用

規定である法第５条第１項）において規定する「困惑」した場合については、取消

しという効果をもって善意無過失の第三者に対抗することはできないものとしてい

る。 
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（参考）第三者に対抗できないケース（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者が、事業者に「困惑」させられて物品を事業者に売る売買契約をさせられた後、事業

者がその物品を善意の第三者に転売した場合。 
① 第三者は事情を知らないので、消費者は第三者に契約の取消しを主張できない。 
② 消費者は事業者に代金の返還義務を負う。 
③ 事業者は消費者に対し、現物返還に代えて金銭で返還する義務を負う（市場性のある有

価証券等代替物による返還が可能なものについては、同種同量のものを調達したうえで

返還する）。 
  

消費者 売主 

事業者 第三者 買主 （善意） 

売 

買 

契 

約 

転 売 

① 
② 

③ 
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● 信用購入あっせん 

 

〔事例４－64〕 

 信用購入あっせん 

⑴ 信用購入あっせん業者と民法上の善意の第三者 

信用購入あっせん業者は、典型的には、消費者と販売業者の間の売買契約が有

効であり、したがって、消費者が販売業者に対して売買代金債務を負担している

ことを前提に、これを立替払することによって消費者に対する求償権を取得する。

信用購入あっせん業者は、売買契約について販売業者及び購入者と独立の利害関

係を有することから、善意無過失であれば、詐欺取消し（民法第 96 条第１項）と

の関係で、「第三者」として保護される（もちろん、信用購入あっせん業者が当該

売買契約に係る意思表示の瑕疵等について了知している場合もあり、その場合は

当然悪意の第三者である。）。 

 

（参考）信用購入あっせんの構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 民法上の第三者効規定と割賦販売法の抗弁権の接続の規定の関係 

割賦販売法においては、抗弁権の接続に関する規定（第 30 条の４、第 30 条の

５、第 35 条の３の 19）が設けられているが、これは、信用購入あっせん業者の

善意・悪意にかかわらず消費者は信用購入あっせん業者に対して、販売業者に対

して生じている事由を主張して「賦払金の支払を停止」することができる旨を定

めたものである（ただし、これはあくまでも「賦払金の支払の停止」の効果を認

めたものであって、信用購入あっせん業者に対する既払の信用代金の返還請求の

効果までをも認めたものではない。）。 

その意味において、上記抗弁権の接続に関する割賦販売法の規定は、民法とは

別個の要件・効果の下で、消費者の信用購入あっせん業者への対抗を認めたもの

であって、民法上の規定から独立した消費者保護規定である。 

⑶ 本項と抗弁権の接続に関する割賦販売法の規定の関係 

販売業者 

② 加盟店契約に基づく立替払 

信用購入あっせん業者 消費者 

③ 立替払契約に基づく賦払金支払

① 売買契約 
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本項は、民法第 96 条第３項に倣い、本条第１項から第４項までの規定による消

費者の意思表示の取消しを善意無過失の第三者に対抗できない旨を規定してい

る。 

そして、信用購入あっせん業者であっても、上記のとおり、「善意かつ過失がな

い第三者」に該当し得る。「善意かつ過失がない第三者」に該当する場合には、本

条第１項から第４項までの規定に基づく取消しを信用購入あっせん業者に対抗で

きない。 

しかしながら、割賦販売法の抗弁権の接続の規定は、信用購入あっせん取引の

特性に着目して、販売業者に対して生じている事由であれば、これを信用購入あ

っせん業者に対して主張して賦払金の支払を停止することを特別に認めているの

であるから、本項の規定にかかわらず、割賦販売法の抗弁権の接続の規定に基づ

いて本条第１項から第４項までの規定に基づく取消しを信用購入あっせん業者に

対して主張し、賦払金の支払を停止することは可能である。 

なお、割賦販売法第 30 条の４等の規定は、消費者が悪意の信用購入あっせん業

者に対して本条第１項から第４項までの規定に基づく取消しの効果を主張するこ

とを妨げるものではなく、本条第１項から第４項までの規定とは、別個独立の消

費者保護規定であるから、本法第 11 条第２項の「別段の定め」にはあたらない。 

⑷ 本項と割賦販売法に基づく個別信用購入あっせん契約取消権の規定との関

係 

割賦販売法においては、個別信用購入あっせんとの関係で、一定の場合に、個

別信用購入あっせん契約を取り消すことができる旨を規定している（第 35 条の

３の 13 から第 35 条の３の 16）。 

これらの規定は、民法や本法とは別個の要件・効果の下で、消費者による個別

信用購入あっせん契約の取消しを認めたものであって、民法及び本法に基づく取

消権の規定から独立した消費者保護規定であり、個別信用購入あっせん契約との

関係で、両者の取消権の要件を満たす場合には、消費者は選択的に取消権を行使

できる。 

 

● 第三者への求償 

 

〔事例４－65〕 

第三者への求償 

例えば、商品の売買に関して、本条第１項第１号に規定する重要事項について

事実と異なる情報をメーカー等から提供された販売業者が、その情報を真実であ

ると誤認し、その情報に基づいて販売業者と消費者との間で締結された商品売買

契約（すなわち消費者契約）が、消費者から本条第１項第１号の規定に基づいて

取り消された場合、本法においては、当該契約を取り消された販売業者が、当該
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消費者契約について第三者であるメーカー等に求償することについて、特別の措

置は講じていない。 

したがって、販売業者としては民法に従い、次のような方法によって解決を図

ることとなる。 

通常、メーカー等が販売業者に対して、消費者にとって重要事項になるような

ことを間違いなく説明することは、両当事者間におけるメーカー等の債務の内容

になっていると考えられるので、販売業者は民法第 415 条の規定により債務不履

行に基づく損害賠償を請求することとなる。この場合において、メーカー等に責

に帰すべき事由がないことを立証する責任はメーカー等にあり、したがって、販

売業者はメーカー等の故意又は過失について立証責任を負うものではない。 

その際、メーカー等が本法の重要事項に該当する事項について事実と異なるこ

とを告げた場合は、過失と評価されていることが多いのではないかと考えられる。 

なお、仮に過失がないと評価される場合（いわゆる無過失の場合）については、

販売業者はメーカー等に対して民法第 415 条あるいは第 709 条に基づく損害賠償

を請求できないこととなるが、通常の場合には消費者は販売業者に対して不当利

得の返還義務があり当該消費者契約によって得た商品を返却するほか、その使用

収益も金銭で返還する義務を負うこととなる（損害賠償のように一方的に販売業

者が金銭支払義務を負うわけではない。）。 
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第５条（媒介の委託を受けた第三者及び代理人） 

（媒介の委託を受けた第三者及び代理人） 

第５条 前条の規定は、事業者が第三者に対し、当該事業者と消費者との間にお

ける消費者契約の締結について媒介をすることの委託（以下この項において単

に「委託」という。）をし、当該委託を受けた第三者（その第三者から委託（２

以上の段階にわたる委託を含む。）を受けた者を含む。以下「受託者等」という。）

が消費者に対して同条第１項から第４項までに規定する行為をした場合につい

て準用する。この場合において、同条第２項ただし書中「当該事業者」とある

のは、「当該事業者又は次条第１項に規定する受託者等」と読み替えるものとす

る。 

２ 消費者契約の締結に係る消費者の代理人（復代理人（２以上の段階にわたり

復代理人として選任された者を含む。）を含む。以下同じ。）、事業者の代理人及

び受託者等の代理人は、前条第１項から第４項まで（前項において準用する場

合を含む。次条から第７条までにおいて同じ。）の規定の適用については、それ

ぞれ消費者、事業者及び受託者等とみなす。 

 
 

Ⅰ 第１項 

 

１ 趣旨 

 

第三者が契約締結に介在するケースについても、その第三者の不適切な勧誘行為

に影響されて消費者が自らの意に沿わない契約を締結させられることがある。この

場合、契約の成立についての合意の瑕疵によって消費者が当該契約に拘束されるこ

とは衡平を欠くものであるため、消費者は当該契約の効力を否定することができる

とすることが適当であると考えられた。 

そこで、消費者契約の実態を踏まえ、事業者が第三者に対して消費者契約の締結

の媒介（消費者に勧誘をすることを含む。）を委託し、当該委託を受けた第三者が、

消費者に対して第４条第１項から第４項までに掲げる行為をした場合についても、

第４条の規定を準用することとした。 

 

２ 条文の解釈 

 

① 「媒介」 

媒介とは、他人間に契約が成立するように、第三者が両者の間に立って尽力する

ことをいう。 

また、本条の趣旨を考慮すれば、両者の間に立って尽力することには、必ずしも

契約締結の直前までの必要な段取り等を第三者が行っていなくても、これに該当す
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る可能性があるものと考えられる。 

② 「事業者が第三者に対し、当該事業者と消費者との間における消費者契約の

締結について媒介をすることの委託」 

「事業者が第三者に対し、当該事業者と消費者との間における消費者契約の締結

について媒介をすることの委託」とは、事業者が第三者に対して「消費者との間に

おける『消費者契約の締結の媒介』を委託すること」である。 

 

● 媒介の委託型事例 

 

〔事例５－１〕宣伝契約 

既に同じ商品・サービスについて契約をした顧客に、「その商品・サービスの宣

伝を依頼し、成約した場合には紹介料を支払う」という契約をした場合には、「媒

介の委託」に当たるかという問題を考える。 

事業者からその扱っている商品・サービスの宣伝についての依頼を受けた顧客

が、他の消費者に対して当該商品・サービスの宣伝を行ったところ、当該宣伝に

よって消費者が当該商品・サービスに興味を抱いたため、事業者が当該消費者に

対して別途当該商品・サービスの説明を行った結果、事業者と当該消費者との間

における当該商品・サービスの購入契約が成立したような場合は、購入契約成立

に対する顧客の関与は必ずしも大きいものではないと考えられる。そうすると、

購入契約が成立するように、顧客が両者の間に立って尽力したとまではいえず、

通常「媒介の委託」に当たらないと考えられる。 

 

③ 「当該委託を受けた第三者（その第三者から委託（２以上の段階にわたる委

託を含む。）を受けた者を含む。」 

「当該委託を受けた第三者（その第三者から委託（２以上の段階にわたる委託を

含む。）を受けた者を含む。」とは、事業者が第三者に対して、「消費者契約の締結の

媒介を委託する」場合のみならず、事業者から「当該契約の締結の媒介を委託する」

ことを直接受けた第三者が、さらに別の第三者に対して「当該契約の締結の媒介を

委託する」場合をも含み、しかも別の第三者に対して「当該契約の締結の媒介を委

託する」場合については、１段階に限らず、２段階以上の多段階にわたり委託する

場合をも含む、という意味である。 

消費者契約の場合には、契約締結の当事者たる事業者が直接勧誘をせず第三者が

介在して勧誘する場合が、生命保険契約、携帯電話サービス契約、運輸・宿泊サー

ビス（旅行代理店）、不動産（宅地建物取引業者）等にみられる。 

 

④ 「この場合において、同条第２項ただし書中『当該事業者』とあるのは、『当
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該事業者又は次条第１項に規定する受託者等』と読み替えるものとする。」 

第４条第２項ただし書については、この読替え規定がなければ、ただし書の「当

該事業者」の部分は、「受託者等（＝「当該委託を受けた第三者（その第三者から委

託を受けた者（２以上の段階にわたる委託を受けた者を含む。）を含む。））」と読ま

れ、「当該事業者」は含まれないことになる。 

しかし、「受託者等」と読むこととなると、「『消費者契約の締結の媒介』の委託を

受けて勧誘に当たった受託者等が法第４条第２項に規定する行為をしたことにより

消費者が誤認し、事業者がそのことに気付いたので自ら不利益事実を告知しようと

したにもかかわらず消費者がこれを拒んだ場合」についても、同項の規定による消

費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消しを認めてしまうことになる。「自

ら不利益事実を告知しようとした」事業者にとっては、この取消しは過酷である。 

そこで、この場合においては、第４条第２項ただし書の中に「当該事業者」を入

れることにより、第４条第２項の規定による消費者契約の申込み又はその承諾の意

思表示の取消しを認めないこととした。 

 

● 民法の詐欺、強迫（同法第 96 条第２項）との関係 

 

本項においては、民法第 96 条第２項の規定では救済することが不可能な場合に

ついても、消費者が事業者に対して当該契約の取消しを主張することができる。 

すなわち、第三者が消費者に対して消費者契約の締結に係る媒介に関して、不適

切な勧誘行為（民法の詐欺、さらには第４条第１項及び第２項に規定する行為）を

したことを事業者が知らない場合においても、「事業者が当該第三者に対して、消費

者契約の締結の媒介を委託した」という事実があれば、消費者は当該契約の取消し

を事業者に対して主張することができる。 

なお、民法の強迫については、同法第 96 条第２項が詐欺のみをあげていることか

ら事業者が強迫の事実を知らないときでも取消しを認める趣旨と考えられている。 

 

Ⅱ 第２項 

 

１ 趣旨 

 

第４条第１項から第４項まで（本条第１項において準用する場合を含む。）に規定

する消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示に関し、代理人及び復代理人の行

った意思表示については、本人がしたものとみなすこととした。 

すなわち、代理人及び復代理人が消費者契約の締結に関与する場合において、第

４条第１項から第４項まで（本条第１項において準用する場合を含む。）に規定する

消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示については、その意思表示の効力が影

響を受けるべき事実の有無を民法第 101 条第１項及び第２項の規定に倣い、代理人

について判断することとした。 
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本項を入れずに、解釈により民法第 101 条第１項及び第２項の規定を類推適用す

る方法も考えられたが、条文による担保なしに、民法第 101 条第１項に規定してい

る「詐欺、強迫」という文言で、「詐欺、強迫」とは要件が異なる本法の規定してい

る「誤認、困惑等」を解釈により類推適用することについては、解釈そのものに疑

義が生じるほか、訴訟等において解釈をめぐる争いが生じる可能性がある。したが

って、そのような問題が生じることを避けるために本項を規定したものである。 

 

２ 条文の解釈 

 

① 「消費者契約の締結に係る消費者の代理人（復代理人（２以上の段階にわた

り復代理人として選任された者を含む。）を含む。以下同じ。）、事業者の代理

人及び受託者等の代理人」 

「代理人」とは消費者又は事業者が契約当事者となる場合の締結の代理権を有す

る者をいうが、当該「代理人」には復代理人（２以上の段階にわたり復代理人とし

て選任された者を含む。）のほか、受託者がさらに第三者に媒介を委託する場合の準

委任契約の締結の代理権を有する者を含む。 

 

② 「前条第１項から第４項まで（前項において準用する場合を含む。次条から

第７条までにおいて同じ。）の規定の適用」 

第４条第１項から第４項までの規定を適用する場合及び本条第１項において第４

条第１項から第４項までの規定を準用する場合（なお、これについては、第６条か

ら第７条でも同様のことがいえる。）には上記の各代理人はそれぞれ消費者、事業者

及び受託者等とみなされる。 

なお、消費者の代理人を消費者とみなす場合において、消費者契約の取消しにつ

いて授権されていない無権代理人による契約の取消しまでを認めようという趣旨で

はない（無権代理人の取扱いについては民法の代理に関する規定に委ねられること

になる。）。 

 

● 消費者・事業者の代理人の事例 

 

〔事例５－２〕消費者の代理人の事例 

未成年者が単独で法律行為をすることができない財産の管理・処分に関し、親

権者たる親が未成年者の法定代理人として事業者と契約を締結する際に、事業者

の不実告知などの不適切な勧誘行為により誤認をした法定代理人である親が契

約を締結した場合、未成年者は、事業者との間の契約を取り消すことができる。 
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〔事例５－３〕事業者の代理人の事例 

ある取引において、事業者の代理人たる代理商が消費者に対して行った不実告

知などの不適切な勧誘行為により誤認をしたことによって、消費者が契約を締結

した場合、消費者は、事業者との間の契約を取り消すことができる。 

 

〔事例５－４〕消費者の代理人が弁護士等の事業者である場合 

消費者の代理人が弁護士等の事業者である場合には、消費者と事業者との間に

は情報・交渉力の格差があるとはいえないので、消費者契約法を適用するのは適

当ではないとの考え方もある。しかし、第５条第２項においては、消費者の代理

人は消費者とみなしている。 

すなわち、消費者の代理人である弁護士等は、消費者から消費者契約の締結に

ついて与えられた代理権の範囲内、いわば消費者のコントロール下において消費

者の代理をすることができるのであり、その意味で弁護士等が消費者の代理人で

ある場合も消費者として取り扱うことが適切であると考えられるため、消費者の

代理人が、第４条に該当する事業者の行為により影響を受け契約を締結した場合

には、消費者は取り消すことができるものとされた。 
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● 本法と不動産取引との関係 

 

〔事例５－５〕 

（１） 売買契約の当事者の一方との契約に基づいて媒介する場合 

① 売買契約の当事者が事業者と消費者である場合 

ア 事業者との契約に基づいて媒介するケース 

事業者から媒介をすることの委託を受けた不動産会社が、第４条に該当する行

為を消費者に対して行った場合には、消費者は、事業者との間の売買契約を取り

消し得る。 

一方、不動産会社と事業者との間の媒介契約は、本法の対象たる消費者契約で

はないため、本法に基づいて取り消されることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 消費者との契約に基づいて媒介するケース 

不動産会社と消費者との間の媒介契約に関して、不動産会社が第４条に該当す

る行為を消費者に対して行った場合には、消費者は、不動産会社との間の媒介契

約を取り消し得る。 

 

消

費
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事
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不
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② 売買契約の当事者が消費者と消費者である場合 

不動産会社が第４条に該当する行為を消費者Ａに対して行った場合には、消費

者Ａと消費者Ｂとの間の売買契約は、本法の対象たる消費者契約ではないため、

本法に基づいて取り消されることはない。 

一方、不動産会社が、媒介契約に関して第４条に該当する行為を消費者Ｂに対

して行った場合には、消費者Ｂは、不動産会社との間の媒介契約を取り消し得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 売買契約の双方との契約に基づいて媒介する場合 

① １つの不動産会社が媒介する場合 

事業者から媒介をすることの委託を受けた不動産会社が、第４条に該当する行

為を消費者に対して行った場合には、消費者は、事業者との間の売買契約を取り

消し得る。 

不動産会社が、消費者との媒介契約に関して第４条に該当する行為を消費者に

消

費
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社 （消費者契約） 
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対して行った場合は、消費者は、不動産会社との間の媒介契約を取り消し得る。 

不動産会社が、事業者との媒介契約に関して第４条に該当する行為を事業者に

対して行った場合は、事業者と不動産会社との間の媒介契約は本法の対象たる消

費者契約ではないため、本法に基づいて取り消されることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 別々の不動産会社が売買契約の当事者それぞれとの契約に基づいて媒介する

場合 

事業者から媒介をすることの委託を受けた不動産会社Ａが、第４条に該当する

行為を消費者に対して行った場合は、消費者は、事業者との間の売買契約を取り

消し得る。 

不動産会社Ｂが、消費者との媒介契約に関して第４条に該当する行為を消費者

に対して行った場合は、消費者は、不動産会社Ｂとの間の媒介契約を取り消し得

る。 

不動産会社Ａが、媒介契約に関して第４条に該当する行為を事業者に対して行

った場合は、事業者と不動産会社Ａとの間の媒介契約は本法の対象たる消費者契

約ではないため、本法に基づいて取り消されることはない。 
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第６条（解釈規定） 

（解釈規定） 

第６条 第４条第１項から第４項までの規定は、これらの項に規定する消費者契

約の申込み又はその承諾の意思表示に対する民法第96条の規定の適用を妨げる

ものと解してはならない。 

 

１ 趣旨 

 

第４条第１項から第４項まで（第５条第１項において準用する場合を含む。以下

同じ。）に規定する事業者の行為により消費者が消費者契約の申込み又はその承諾

の意思表示をした場合について、同時に民法の詐欺・強迫（同法第 96 条）が成立す

るときは、消費者は詐欺・強迫の規定に基づいてもこれを取り消すことができる。

本条はこのことを確認的に規定したものである。 

 

２ 条文の解釈 

 

「妨げるものと解してはならない」 

第４条第１項から第４項までの規定により消費者の消費者契約の申込み又はその

承諾の意思表示が取消しの対象となり、かつ、これについて民法の詐欺・強迫が成

立する場合には、消費者はこの両方を主張することができることを、確認的に規定

したものである。 
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第６条の２（取消権を行使した消費者の返還義務） 

（取消権を行使した消費者の返還義務） 

第６条の２ 民法第121条の２第１項の規定にかかわらず、消費者契約に基づく債

務の履行として給付を受けた消費者は、第４条第１項から第４項までの規定に

より当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示を取り消した場合におい

て、給付を受けた当時その意思表示が取り消すことができるものであることを

知らなかったときは、当該消費者契約によって現に利益を受けている限度にお

いて、返還の義務を負う。 

 

１ 趣旨 

 

消費者が本法の規定によって意思表示を取り消した場合には、その意思表示は初

めから無効であったものとみなされる（第 11 条第１項・民法第 121 条）。そのため、

取消権を行使した消費者が、当該消費者契約に基づいて事業者から既に給付を受け

ていた場合には、これを返還する義務を負うことになる。当該返還義務の範囲につ

いて、本法の制定当時には、民法第 703 条（不当利得の返還義務）が適用されると

考えられており、本法に特段の規定は設けられていなかった。この考え方によれば、

消費者が、意思表示を取り消すことができることを知らずに、事業者から給付を受

けていた場合には、これを「その利益の存する限度において」返還すれば足りる（い

わゆる現存利益を返還すれば足りる）こととなる。 

これに対し、改正民法の下では、無効な法律行為に基づく債務の履行として給付

を受けた者は、その者が行為の時に制限行為能力者であった場合などの一定の例外

を除いて、原則として原状回復義務を負うこととなると解される（民法第 121 条の

２）。この場合、本法の規定により意思表示を取り消した消費者の返還義務の範囲は、

現存利益の返還よりも広くなると考えられる。 

 

● 返還義務の範囲 

 

〔設例６－１〕 

サプリメント５箱を１箱１万円（合計５万円）で購入し、代金も支払ったが、

２箱（２万円分）を費消した後になって、勧誘の際に、当該サプリメントに含ま

れる成分（アレルギー成分）について不実告知があったことが判明したので、意

思表示を取り消した（当該サプリメントの費消により、他の出費が節約されたと

いう事情はなく、当該サプリメントには、客観的に１箱１万円の価値があるもの

とする。）。 

〔考え方〕 

本法制定当時の考え方によれば、民法第 703 条により、消費者は現存利益を返
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還すれば足り、消費者が事業者から物品を購入した場合には原則として手元にあ

る原物を返還すれば良いと考えられる（注）。これを前提とすると、設例では、手

元に残っているサプリメント３箱を返還すればよいことになる。 

これに対し、改正民法第 121 条の２の下では、消費者は原状回復義務を負い、

原物を返還することができる場合には原物を返還する義務を負う、原物を返還す

ることができない場合にはその客観的価値を金銭に換算して返還することになる

ものと解される。これを前提とすると、設例では、手元に残っているサプリメン

ト３箱に加え、費消したサプリメント２箱分の客観的価値（２万円）を返還する

義務を負うこととなる。この場合、事業者の有するサプリメント２箱の客観的価

値（２万円）の返還請求権が、消費者の有する代金（５万円）の返還請求権と相

殺され、消費者はサプリメント２箱分の代金（２万円）の返還を受けられないこ

とになる。 

（注）原物が手元にない場合、その客観的価値を金銭に換算して返還する必要はない。ただ

し、当該原物を転売したことや、当該原物の給付を受けたことにより他の出費を免れた

こと等により消費者に利得が残っている場合には、その利得（転売価格相当額や免れた

出費の額等）を返還することとなると考えられる。また、原物を返還することができる

場合であってもそうでない場合でも、当該原物を使用したことにより利益を得ている

場合は、その使用利益相当分の金銭（例えば、自動車を使用した場合の利益については、

レンタカー代等を参考にして金銭に換算することになる。）も返還することとなると考

えられる。 

 現存利益 原状回復 

事業者の返還義務 代金（５万円） 代金（５万円） 

消費者の返還義務 サプリ３箱（原物） 
サプリ３箱（原物） 

＋ 
サプリ２箱の価値（２万円） 

 

（参考）民法 

（原状回復の義務） 

第 121 条の２ 無効な行為に基づく債務の履行として給付を受けた者は、相手方を原状に復させ

る義務を負う。 

２ 前項の規定にかかわらず、無効な無償行為に基づく債務の履行として給付を受けた者は、給

付を受けた当時その行為が無効であること（給付を受けた後に前条の規定により初めから無効

であったものとみなされた行為にあっては、給付を受けた当時その行為が取り消すことができ

るものであること）を知らなかったときは、その行為によって現に利益を受けている限度にお

いて、返還の義務を負う。 

３ 第１項の規定にかかわらず、行為の時に意思能力を有しなかった者は、その行為によって現

に利益を受けている限度において、返還の義務を負う。行為の時に制限行為能力者であった者

についても、同様とする。 

 

しかしながら、これでは、消費者からみれば、事業者の不実告知を理由として意

思表示を取り消したにもかかわらず、費消したサプリメント２箱の対価（２万円）
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を支払ったのと変わらない結果となる。そうすると、事業者としては、物品を費消

させるなど原物返還が不可能な状況にさせさえすれば、不当勧誘行為によってした

意思表示を取り消されても、代金を受領することができることになり、「給付の押付

け」や「やり得」を許容することにもなりかねない。本法は、情報・交渉力の格差

を背景に、事業者の不当勧誘行為によって本来望まない給付を押し付けられやすい

消費者に取消権を認めるものであるが、取消権を行使した後の契約の清算の場面に

おいて「給付の押付け」や「やり得」が生じ得るとすれば、取消権を認めた趣旨が

没却されるおそれがある。 

そこで、従前どおり、消費者の返還義務の範囲を現存利益に限定するため、平成

28 年改正において、本条が設けられた。 

 

２ 条文の解釈 

 

① 「民法第 121 条の２第１項の規定にかかわらず」 

第４条第１項から第４項までの規定により取消権を行使した消費者の返還義務の

範囲については、民法第 121 条の２第１項ではなく、本条が適用されることを定め

たものである。 

② 「給付を受けた当時その意思表示が取り消すことができるものであることを

知らなかったとき」 

消費者が、事業者から給付を受けた時点で、自らのした意思表示が取り消すこと

ができるものであることについて知らなかった（善意であった）ことが要件となる。 

これは、民法第 703 条においても要件となると解されている。なお、同条に関し

て、給付受領時に善意であった消費者が後に悪意となり、その後に給付を受けた利

益が消滅したとしても、返還義務の範囲を減少させる理由とはならないと解すべき

とする最高裁判決がある（最判平成３年 11 月 19 日民集 45 巻 8 号 1209 頁）。 

③ 「当該消費者契約によって現に利益を受けている限度において、返還の義務

を負う」 

第４条第１項から第４項までの規定により取消権を行使した消費者の返還義務の

範囲が、いわゆる現存利益の返還に限定されることを定めるものである。現存利益

に何が含まれるかについては、民法の解釈に委ねられるものと考えられる。 

 

 

  



 

118 

第７条（取消権の行使期間等） 

（取消権の行使期間等） 

第７条 第４条第１項から第４項までの規定による取消権は、追認をすることが

できる時から１年間（同条第３項第８号に係る取消権については、３年間）行

わないときは、時効によって消滅する。当該消費者契約の締結の時から５年（同

号に係る取消権については、10年）を経過したときも、同様とする。 

２ 会社法（平成17年法律第86号）その他の法律により詐欺又は強迫を理由とし

て取消しをすることができないものとされている株式若しくは出資の引受け又

は基金の拠出が消費者契約としてされた場合には、当該株式若しくは出資の引

受け又は基金の拠出に係る意思表示については、第４条第１項から第４項まで

の規定によりその取消しをすることができない。 

 

Ⅰ 第１項 

 

１ 趣旨等 

 

（１）趣旨 

 

民法第 126 条では、取消権の行使期間を、「追認をすることができる時から５年

間」、「行為の時から 20 年」と定めているところ、本法では、消費者が誤認、困惑し

たことにより、又は過量な内容の消費者契約の締結について勧誘を受けたことによ

り、消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示を行った場合の取消権について、

その行使期間を、「追認をすることができる時から１年間」、「当該消費者契約の締結

の時から５年」としたものである。 

本法の対象である消費者契約においては、契約当事者の一方は必ず事業者である

ところ、事業者の行う取引は、反復継続的に行われるという性質を持つ。このため、

事業者の行う取引は、迅速な処理が求められ、かつ、取引の安全確保、法律関係の

早期の安定に対する要請が高い。 

また、本法は、民法の定める場合よりも取消しを広く認めるものであるので、私

人間におけるあらゆる行為を想定し、その取消権の行使期間を定める民法の場合と

比べ、取消権の行使期間を短く規定した。 

 

（２）平成 28 年改正 

 

平成 28 年改正前の本項は、短期の取消権の行使期間を「追認をすることができる

時から６箇月間」としていたが、不当な勧誘を受けて契約を締結し、この期間を経

過してしまう消費者が一定数存在していた。他方で、取引の安全の確保を図り、早

期に法律関係を確定させる必要があるという要請もある。そこで、このような要請

も考慮しつつ、消費者被害ができる限り救済されるよう、平成 28 年改正において、
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短期の取消権の行使期間を「追認をすることができる時から１年間」に伸長した。 

 

（３）令和４年臨時国会改正 

 

霊感等による知見を用いた告知に係る勧誘に対する取消権（第４条第３項第８号）

については、当該勧誘を受けた場合に霊感等による正常な判断を行うことができな

い状態から抜け出すためには相当程度の時間を要するという指摘などを踏まえ、令

和４年臨時国会改正において、上記の取消権の行使期間を、追認をすることができ

る時から３年間、消費者契約の締結の時から 10 年に伸長した。 

 

２ 条文の解釈 

 

① 「追認をすることができる時」 

短期の取消権の行使期間の起算点となる「追認をすることができる時」とは、取

消しの原因となっていた状況が消滅し、かつ、取消権を有することを知った時であ

る（民法第 124 条第１項参照）。本法においては以下のとおりである。 

ア 誤認類型の場合（第４条第１項、第２項） 

事業者の行った「重要事項について事実と異なることを告げる」（第４条第１項第

１号）行為、「将来における変動が不確実な事項につき断定的判断を提供する」（同

項第２号）行為、「ある重要事項又は当該重要事項に関連する事項について当該消費

者の利益となる旨を告げ、かつ、当該重要事項について当該消費者の不利益となる

事実を故意に告げな」い（同条第２項）行為により、消費者が誤認をしたことに気

付き、かつ、取消権を有することを知った時が「追認をすることができる時」とな

る。 

イ 困惑類型の場合（第４条第３項） 

消費者が、第４条第３項に規定する事業者の行為による困惑から脱した時が「追

認をすることができる時」となる。 

例えば、同項第１号及び第２号では、消費者が、事業者の行った「退去しない」

（同項第１号）行為、「退去させない」（同項第２号）行為による困惑を脱し、かつ、

取消権を有することを知った時が「追認をすることができる時」となる。 

通常は、事業者の上記各行為を免れた時に、困惑から脱することが考えられる。

具体的には以下の場合が考えられる。 

（ア）当該消費者が退去すべき旨の意思を示した住居又は業務を行っている場

所から、当該事業者が退去した時（同項第１号） 

（イ）当該消費者が退去する旨の意思を示した場所から、当該消費者が退去し

た時（同項第２号） 

ウ 過量な内容の消費者契約の場合（第４条第４項） 
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消費者が過量な内容の消費者契約を締結してしまうのは、当該消費者に当該消費

者契約を締結するか否かについて合理的な判断をすることができない事情がある場

合であると考えられるため、当該消費者契約を締結するか否かについて合理的な判

断をすることができない事情が消滅し、かつ、取消権を有することを知った時が「追

認をすることができる時」となる（注１）。 

なお、個別具体的な状況にもよるが、以下の場合などが考えられる。 

（ア）消費者が、過量な内容の消費者契約であることを認識していなかったた

めに、当該消費者契約を締結してしまった場合であれば、その後、当該消費

者契約が過量な内容のものであることを認識した時（注２） 

（イ）消費者が、事業者による過量な内容の消費者契約の勧誘に対して、断りた

くても断り難い心理状態にあったために、当該消費者契約を締結してしまっ

た場合であれば、そのような心理状態を脱した時（注３） 

（注１）「合理的な判断をすることができない事情」とは、過量な内容の消費者契約を締

結する原因となった事情であり、取消しが認められる事例には、必ず何らかの「合

理的な判断をすることができない事情」があると考えられる。 

（注２）例えば、次々販売において消費者が、既に同種の物品を購入していたことを失

念していたために過量な内容の契約を締結してしまった事例であれば、当該消費者

が、既に同種の物品を購入・所有していたという事実を知れば、過量な内容のもの

であることを認識することになると考えられる。 

（注３）例えば、事業者より無料で商品の譲渡やサービスの提供等を受けた後に契約締

結を勧められたことにより、当該消費者が断り難い心理状態となって契約を締結し

てしまった事例のように、その勧誘が終了してしまえば、他に過量な内容の契約を

締結する要因となる事情がない場合であれば、通常は、当該勧誘が終了すれば当該

心理状態を脱したものといえる。他方で、先輩・後輩又は使用者・被用者その他の

人間関係を背景として過量な内容の契約締結を勧められて締結してしまった事例

のように、当該勧誘が終了した後も、当該消費者契約の締結を断ることができなか

ったのと同じ心理状態が継続するのであれば、当該心理状態を脱するまでは、取消

しの原因となっていた状況が継続していると考えられる。 

②「１年間（同条第３項第８号に係る取消権については、３年間）行わないとき」 

（ア）取引社会の実情において、比較的短期間のうちに請求、弁済がなされてい

ることからも、早急に法律関係を確定させる必要がある 

（イ）他方、不当な勧誘を受けて契約を締結した消費者ができる限り救済される

ようにする必要もある 

ことなどを考慮し、短期の取消権の行使期間を１年と定めた。 

 また、霊感等による知見を用いた告知に係る勧誘に対する取消権については、霊

感等による正常な判断を行うことができない状態から抜け出すためには相当程度の

時間を要し、かつ、その間は他人からは通常の状態に見えるが、本人には葛藤が続
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いているとする指摘などを踏まえ、短期の取消権の行使期間を３年としている。 

③「時効によって消滅する」 

取消権は形成権であり、取消権者の一方的な権利行使により、直ちに完全な効果

を生ずる。取消権を有する消費者は、事業者に対して意思表示をすることによって

これを行使することができ（民法第 123 条）、取消しの意思表示が事業者に到達すれ

ば、取消しは有効となる（意思表示の方法の如何は問わないが、後で取消しの意思

表示の有無が争われないようにするために、裁判外で取消権を行使する場合には、

内容証明郵便・配達証明郵便を用いて行うことが多い。）。 

しかしながら、取消権は「追認をすることができる時から１年」、又は「当該消費

者契約の締結の時から５年」のいずれか一方の期間の経過によって消滅する。した

がって、当該期間の経過後に取消しの意思表示をしたとしても、その取消しは効力

を有しない。 

なお、取消権が消滅していることの立証責任は、事業者が負う。例えば、１年の

行使期間について、消費者がどの時点で誤認に気付いていたかが争いとなった場合

には、事業者は、間接事実（例えば、消費者から苦情が持ち込まれた日時等）の積

み重ねによって立証していくことになる。 

④「当該消費者契約の締結の時から」 

長期の取消権の行使期間の起算点について、民法で定める「行為の時」とは異な

り、本法では「当該消費者契約の締結の時」とした。 

その理由は、 

（ア）消費者と事業者の間で行われる契約が対話者間契約の場合は、通常「当該

消費者契約の締結の時」と「行為の時」（＝消費者が契約締結のための意思表示

をした時）の時期は等しくなる。 

（イ）起算点が若干異なることとなる隔地者間契約の場合について、「行為の時」

と規定すると、消費者が申込みを行う時には、到達主義に基づき、事業者に意

思表示が到達した時点が起算点ということになるが、消費者にとって、自らの

意思表示がいつ到達したのかが明確ではないという問題を生む。 

ということである。 

そこで、本法はできるだけ明確な民事ルールを規定するものであることから、よ

り客観的に明確な「当該消費者契約の締結の時」を起算点と規定することとした（隔

地者間契約の場合であっても、事業者の発する契約締結の諾否の通知等に記載され

た日付等によって、「消費者契約の締結の時」は、消費者にも明らかとなると考えら

れる。）。 

⑤「５年（同号に係る取消権については、10 年）を経過したとき」 

消費者の権利の保全及び取引の安全という両者の要請を踏まえ、本法では、長期

の取消権の行使期間を５年と定めた（注）。 

 また、霊感等による知見を用いた告知に係る勧誘に対する取消権については、①
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霊感等による正常な判断を行うことができない状態から抜け出すためには相当程度

の時間を要するという指摘があるところ、短期の取消権の行使期間を伸長しても長

期の取消権の行使期間を伸長しなければ結果的に取消権が時効消滅してしまうと想

定されること、及び②期間を伸長する場合には数字的にも明確であり、多くの者が

理解しやすい期間とすることが適切であるが、事業者の行う取引についての迅速処

理、法律関係の早期安定の要請を図る必要もあること、を踏まえ長期の取消権の行

使期間を 10 年としている。 

 

（注）本法の立案時においては、商事債権について５年間の消滅時効を定めた商法第 522 条の

規定も参考とされた。 

 

Ⅱ 第２項 

 

１ 趣旨 

 

株式の引受けという行為は、対公衆的意思表示としての性質を有し、その内容は

資本団体の創設という経済的意義を有することからも、この行為を信頼する公衆の

利益を保護すべき要求が強い。この性質は会社法第 51 条第２項、第 102 条第６項、

第 211 条第２項に規定する詐欺、強迫等の取消しの理由如何によらず妥当するもの

であるから、本法においても同様に株式引受けの取消しの制限をしたものである。 

また、このことは、会社法以外の法律の規定により株式若しくは出資の引受け又

は基金の拠出について詐欺又は強迫を理由として取り消すことができないものとさ

れている場合にも同様に当てはまることから、そのような場合においても本法第４

条第１項から第４項までの規定が適用されないことを規定することした。 

 

２ 条文の解釈 

 

「会社法（平成 17 年法律第 86 号）その他の法律により詐欺又は強迫を理由とし

て取消しをすることができないものとされている株式若しくは出資の引受け又は

基金の拠出」 

 

株式若しくは出資の引受け又は基金の拠出に関して、詐欺又は強迫を理由として

取消しをすることができない旨を規定する法律の規定の例としては、会社法第 51 条

第２項（同項を準用する資産の流動化に関する法律第 25 条第１項）、第 102 条第６

項（同項を準用する投資信託及び投資法人に関する法律第 75 条第５項）及び第 211

条第２項（同項を準用する資産の流動化に関する法律第 41 条第６項、協同組織金融

機関の優先出資に関する法律第 14 条第１項、投資信託及び投資法人に関する法律

第 84 条第１項）のほか、金融商品取引法第 101 条の 15 第２項、保険業法第 30 条の

５第３項及び第 96 条の３第２項、商品先物取引法第 131 条の５第２項等がある。 
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第２節 消費者契約の条項の無効（第８条－第 10 条） 

 

１ 趣旨 

 

（１）契約条項の無効（第８条～第 10 条）についての総説 

 

現代社会の消費者契約においては、契約当事者の一方である事業者が、大量取引

を迅速かつ画一的に処理しながら安定した契約を確保するために、一定の場合に、

自己の責任を免除若しくは軽減して相手方である消費者の権利を制限し、又は相手

方である消費者に一定の義務を課すなどにより、経済的利益の配分を図っている（な

お、電気・ガスの供給、輸送サービスの提供、電話の通信契約等のように、大量に

取引がなされ、画一的かつ迅速な処理が要求されるために附合契約と呼ばれる契約

形態をとることが合理的であるものがある。これらの契約については、消費者保護

の観点から国が契約内容の認可・届出等の手続を通じて監督しているものが多い。）。

しかし、場合によっては、取引が多様化・複雑化する中で情報・交渉力の面で消費

者と事業者との間に大きな格差が存在する状況において、事業者が適切なバランス

を失し、自己に一方的に有利な結果を来す可能性も否定できない。このように、消

費者にとって不当な契約条項により権利を制限される場合には、消費者の正当な利

益を保護するため当該条項の効力の全部又は一部を否定することが適当である。 

民法第 91 条は、当事者の意思によって任意規定と異なる特約をした場合には、任

意規定よりもその特約が優先すると規定しているが、以上を踏まえ、本法第２章第

２節の規定（第８条から第 10 条まで）は、民法第 91 条の特則として、民法、商法

等の任意規定と異なる契約条項のうち一定の要件に当てはまるものの全部又は一部

を無効としている。 

 

（２）民法第１条第２項（信義則）、第 90 条（公序良俗）との関係 

 

本法第２章第２節の規定は、消費者契約においては、契約全体を有効としつつ、

第８条から第 10 条の規定に掲げる契約条項に該当するものを無効とするものであ

る。一方、裁判実務上、民法の信義則、公序良俗を根拠として、契約全体を有効と

しつつ契約条項の効力を否定する例がみられるものの、本法第２章第２節の規定は

民法の信義則、公序良俗とはその目的を異にするものである。 

ア 民法の信義誠実の原則（第１条第２項）の目的 

権利の行使又は義務の履行に当たっては、社会共同生活の一員として、互いに相

手の信頼を裏切らないように、誠意を持って行動することを要請する。 

イ 民法の公序良俗（第 90 条）の目的 

国家・社会の秩序や一般的利益、社会の一般的道徳観念に反する法律行為を無効
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とする。 

ウ 本法第２章第２節の規定の目的 

情報・交渉力において劣位にある消費者の正当な利益が不当な内容の契約条項に

より侵害された場合に、このような不当条項の効力を否定することにより当該消費

者の利益を回復する。 
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第８条（事業者の損害賠償の責任を免除する条項等の無効） 

（事業者の損害賠償の責任を免除する条項等の無効） 

第８条 次に掲げる消費者契約の条項は、無効とする。 

一 事業者の債務不履行により消費者に生じた損害を賠償する責任の全部を免

除し、又は当該事業者にその責任の有無を決定する権限を付与する条項 

二 事業者の債務不履行（当該事業者、その代表者又はその使用する者の故意

又は重大な過失によるものに限る。）により消費者に生じた損害を賠償する責

任の一部を免除し、又は当該事業者にその責任の限度を決定する権限を付与

する条項 

三 消費者契約における事業者の債務の履行に際してされた当該事業者の不法

行為により消費者に生じた損害を賠償する責任の全部を免除し、又は当該事

業者にその責任の有無を決定する権限を付与する条項 

四 消費者契約における事業者の債務の履行に際してされた当該事業者の不法

行為（当該事業者、その代表者又はその使用する者の故意又は重大な過失に

よるものに限る。）により消費者に生じた損害を賠償する責任の一部を免除

し、又は当該事業者にその責任の限度を決定する権限を付与する条項 

２ 前項第１号又は第２号に掲げる条項のうち、消費者契約が有償契約である場

合において、引き渡された目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合し

ないとき（当該消費者契約が請負契約である場合には、請負人が種類又は品質

に関して契約の内容に適合しない仕事の目的物を注文者に引き渡したとき（そ

の引渡しを要しない場合には、仕事が終了した時に仕事の目的物が種類又は品

質に関して契約の内容に適合しないとき。）。以下この項において同じ。）に、こ

れにより消費者に生じた損害を賠償する事業者の責任を免除し、又は当該事業

者にその責任の有無若しくは限度を決定する権限を付与するものについては、

次に掲げる場合に該当するときは、前項の規定は、適用しない。 

一 当該消費者契約において、引き渡された目的物が種類又は品質に関して契

約の内容に適合しないときに、当該事業者が履行の追完をする責任又は不適

合の程度に応じた代金若しくは報酬の減額をする責任を負うこととされてい

る場合 

二 当該消費者と当該事業者の委託を受けた他の事業者との間の契約又は当該

事業者と他の事業者との間の当該消費者のためにする契約で、当該消費者契

約の締結に先立って又はこれと同時に締結されたものにおいて、引き渡され

た目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないときに、当該他の

事業者が、その目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないこと

により当該消費者に生じた損害を賠償する責任の全部若しくは一部を負い、

又は履行の追完をする責任を負うこととされている場合 

３ 事業者の債務不履行（当該事業者、その代表者又はその使用する者の故意又

は重大な過失によるものを除く。）又は消費者契約における事業者の債務の履行

に際してされた当該事業者の不法行為（当該事業者、その代表者又はその使用
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する者の故意又は重大な過失によるものを除く。）により消費者に生じた損害を

賠償する責任の一部を免除する消費者契約の条項であって、当該条項において

事業者、その代表者又はその使用する者の重大な過失を除く過失による行為に

のみ適用されることを明らかにしていないものは、無効とする。 

 
 

Ⅰ 第１項 

 

１ 趣旨等 

 

（１）趣旨 

 

契約条項に基づく事業者による消費者の権利の制限の例としては、現実には、消

費者が損害を受けた場合の損害賠償請求権を排除又は制限し、消費者に不当な負担

を強いる場合がある。そこで、本条においては、消費者が損害を受けた場合に正当

な額の損害賠償を請求できるように、事業者が消費者契約において、民法、商法等

の任意規定に基づき負うこととなる損害賠償責任を特約によって免除又は制限して

いる場合に、その特約の効力を否定することとした（注）。 

なお、事業者の損害賠償責任を制限する消費者契約の条項について、本条に該当

しないものであっても、第 10 条により無効となることがあり得る。 

（注）民法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 44 号）による改正後の民法で瑕疵担保責

任に関する規定が改正されたことを受けて、同改正法が施行された時点で、本項の規定も

次のように改正された。 

まず、改正前は、本項第５号は瑕疵担保責任に基づく損害賠償責任の免除に係る規定で

あったところ、民法の改正により、瑕疵担保責任の概念がなくなり、引き渡された目的物

に瑕疵があった場合の損害賠償請求は、債務不履行の規定に基づいて行われるものとされ

た（民法第 564 条参照）。そこで、本項第５号は削除することとした。 

また、改正前は、本条第２項で「瑕疵」との用語が用いられていたが、「目的物が種類又

は品質に関して契約の内容に適合しない」との用語に改められた（民法第 562 条第１項参

照）。 

さらに、本条第２項第１号について、民法では、引き渡された目的物が契約の内容に適

合しない場合には、買主が代金の減額を請求することができるものとされている（請負契

約においては、注文者は報酬の減額を請求することができる）ことを踏まえ（民法第 563

条参照）、消費者契約において事業者が代金又は報酬の減額をする責任を負うこととされ

ている場合についても、損害賠償責任を免除する契約条項を無効とはしないこととされた。 

 

（２）平成 28 年改正 

 

改正前の本項第３号及び第４号は、「当該事業者の不法行為により消費者に生じ
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た損害を賠償する『民法の規定による』責任」の全部又は一部を免除する契約条項

について、一定の要件を満たす場合には無効としていた。 

しかし、代表者の行為についての法人の不法行為責任に関しては、消費者契約法

の立法当時は、民法第 44 条第１項等において規定されていたものの、その後、民法

が改正され、同条が削除されたため、他の法律（一般社団法人及び一般財団法人に

関する法律等）において同条に相当する規定が設けられるなどした。また、事業者

の損害賠償責任を免除することの不当性は、その責任が民法の規定に基づくかどう

かという法形式で異なるものではない。これらの点を踏まえると、本項第３号及び

第４号の規律の対象を「民法の規定による」不法行為責任に限定すべきではないと

考えられたことから、「民法の規定による」という文言を削除することとされた。 

 

（３）平成 30 年改正 

 

改正前の本条は、消費者が損害を受けた場合に正当な額の賠償請求をすることが

できるようにするため、事業者が任意規定に基づいて負うこととなる損害賠償責任

について、当該事業者が消費者契約において全部又は一部を免除する契約条項を定

めている場合には、その契約条項の効力を否定する旨を規定していた。 

一方、当該事業者に当該責任の有無又は限度を決定する権限を付与する契約条項

（以下「損害賠償責任等の決定権限付与条項」という。）については、第 10 条の規

定により無効となる可能性があるものの、改正前の本項の規定が無効とする契約条

項には該当しないものと考えられた。しかし、損害賠償責任等の決定権限付与条項

は、当該事業者に決定権限を付与するという契約条項の性質上、事業者が決定権限

を適切に行使しないことにより消費者が正当な額の賠償を請求できないおそれを類

型的に伴っているものである。このため本条の趣旨に照らすと、損害賠償責任等の

決定権限付与条項は、事業者の損害賠償責任を免除する契約条項と実質的に同じ効

果を有するものと評価することができる。 

そこで、平成 30 年改正において、本条の規定により無効となる消費者契約の条項

に損害賠償責任等の決定権限付与条項を加えることとされた（注）。 

（注）民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律による改正後の

本条第２項は、契約不適合責任を免除する契約条項については、消費者に法定の救済手段

があることを条件に、本条第１項の規定により無効とはならない旨を規定していた。この

点に関し、契約不適合責任について事業者に決定権限を付与する契約条項についても、消

費者に法定の救済手段があるのであれば、本条第１項の規定により無効とはならないこと

とするのが適当であると考えられる。 

そこで、民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律による

改正後の本条第２項の規定において、本条第１項を適用しないこととなる契約条項に、「当

該事業者にその責任の有無若しくは限度を決定する権限を付与する」ものを追加すること

とされた。 
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２ 条文の解釈 

 

（１）第１号 

 

①  「事業者の債務不履行により消費者に生じた損害を賠償する責任」 

消費者契約において、事業者の民法第 415 条等に規定する債務不履行により消費

者に損害が生じたときには、同条の規定に従い、消費者は損害賠償請求権を取得す

る。同条の損害賠償請求権が発生する要件としては、通説では、債務不履行の事実

があり、債務者に帰責事由があり、債務不履行と因果関係のある損害が発生してい

ることであるとされている。帰責事由とは、債務者自身の故意・過失又は信義則上

これと同視しうべき事由をいう。信義則上、債務者自身の故意・過失と同視しうべ

き事由として考えられているのは履行補助者の過失である。履行補助者とは、債務

者の意思に基づいて債務の履行のために使用される者を指し、債務者自身に故意・

過失がなくても履行補助者に故意・過失がある場合には債務者自身の債務不履行と

して損害賠償責任を負うものとされている。なお、金銭債務については、不可抗力

による抗弁はできないとされているため、無過失の場合でも損害賠償責任を負うこ

ととなる（民法第 419 条第３項）。 

② 「全部を免除」 

「全部を免除」とは、事業者が損害賠償責任を一切負わないとすることであり、

このような内容を定めた特約をその限りにおいて無効とした。したがって、損害賠

償責任を一定の限度に制限し、一部のみの責任を負う旨を定める契約条項は本号に

は該当しない。また、立証責任を消費者に転換する契約条項も本号には該当しない。 

本号に該当する契約条項の例として、 

「いかなる理由があっても一切損害賠償責任を負わない」 

「事業者に責に帰すべき事由があっても一切責任を負わない」 

「事業者に故意又は重過失があっても一切責任を負わない」 

といった、事業者の債務不履行による損害賠償責任を全て免除する旨の契約条項が

考えられ、これらは本号に該当し無効となる。 

③ 「当該事業者にその責任の有無を決定する権限を付与する」 

「当該事業者にその責任の有無を決定する権限を付与する」とは、任意規定によ

れば事業者が損害賠償責任を負うにもかかわらず、当該事業者の決定により、当該

事業者が当該責任の全部を負わないことを可能とすることである。 

④ 効果 

本号は、消費者契約においては、事業者が民法第 415 条等に規定する債務不履行

による損害賠償責任の全部を免除する又はその責任の有無を決定する権限を付与す

る旨の契約条項をその限りにおいて無効としたものである。契約条項が無効となっ



 

129 

た結果、損害賠償責任については、何の特約もなかったこととなり、事業者は民法

等の原則どおり第 415 条、第 416 条等の規定に基づき損害賠償責任を負うこととな

る。すなわち、事業者に債務不履行の事実があり、事業者たる債務者に帰責事由が

あり、債務不履行と因果関係のある損害が発生している場合には、事業者は、当該

消費者に損害賠償責任を負う。 

当然のことながら、本号によって、「いかなる理由があっても一切損害賠償責任を

負わない」という特約が無効となっても、事業者は、「いかなる理由があっても一切

損害賠償責任を負う」ことになるわけではない。つまり、民法第 415 条等の規定に

照らし、そもそも損害賠償責任を負わないようなケースであれば、損害賠償責任を

負うことはない。 

 

● 債務不履行とは 

 

⑴ 債務不履行とは、債務者が債務の本旨に従った履行をしないことを指すが、

これは一般に契約の趣旨、取引慣行等に照らして適当な履行をしないことである

とされている。その態様としては、一般に、①履行が可能であるのに、履行期を

徒過した場合（履行遅滞）、②債務成立後に履行ができなくなった場合（履行不能）、

③債務の履行として給付はなされたが、それが不完全な場合（不完全履行）の３

類型があるとされている。民法第 415 条によると、損害賠償請求権が発生する要

件としては、債務不履行の事実があり、債務者に帰責事由があり、債務不履行と

因果関係のある損害が発生していることであるとされている。なお、商法第 560

条等の規定は、通説では債務不履行責任に関する規定と考えられている。 

⑵ 前述のように、債務不履行とは、債務者が債務の本旨に従った履行をしな

いことを指し、これは一般に契約の趣旨、取引慣行等に照らして適当な履行をし

ないことと考えられているが、当該契約により負うこととなる債務の範囲が技術

的に履行可能な範囲に限定されることが文言上明らかであるような契約内容であ

れば、契約上も技術的に履行不可能な行為を為す債務は負わないこととなる。債

務を負わない場合には債務不履行にはならず、債務不履行責任は生じない。また、

役務の性質上、技術的に履行が不可能な場合には、そもそも債務を負っていない

ために、債務不履行責任が発生しないと考えられる場合もあり得、その場合には、

技術的に履行が不可能な一定期間について責任を免責しても、それは「債務不履

行責任を免除する」契約条項に該当しない場合もある。例えば、契約書に以下の

ような契約条項があれば、当該事業者の提供すべきサービス（債務）の内容は、

技術的に不可能な事由による一時的中断があり得る性質のものであり、債務の内

容は技術的に可能な範囲に限られるので、事業者は技術的に可能な範囲でサービ

スを提供すれば債務を履行していることとなると考えられる。 

契約条項の例 

「当社の提供するサービスにおいては、以下のような事由が生じた場合は、一
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時的にサービスの提供を中断することがあります。 

イ 技術的に不可能な事由による場合･･････」 

民法の一般的な考え方からすると、債務者は、契約上負っていない債務を履行

する義務はない。債務の範囲が技術的に履行可能な範囲に限定される趣旨が、契

約の解釈において疑義が生じないように文言上明らかになっていれば、契約の解

釈により、その契約においては技術的に履行不可能な行為を為す義務は負わない

こととなる。これは本法においても同様である。 

例えば、運送約款上、特急・急行列車において、２時間未満の遅延の場合、乗

客は特急・急行料金の払戻しを請求することができない旨規定されている。この

ような場合、事業者の責に帰すべき理由がある場合も含めて、合理的な一定時間

内は、民法第 415 条等の解釈により、債務があるものとはみなされず、したがっ

て債務不履行を構成しないことから、本号が適用されるものではない。また、例

えば、電気通信サービスにおいても、天候の影響や通信環境の問題等様々な理由

により通信の瞬断等が往々にして生じ得ること、また、瞬断等が発生した場合に、

その原因の特定が困難といった事情・特徴があること等電気通信サービスの特性

に鑑みると、その約款により合理的な一定期間について責任を免責しても、同様

に本号は適用されないものと考えられる。 

 

● 民法第 416 条の規定（損害賠償の範囲） 

 

民法においては、債務不履行についての損害賠償の範囲は第 416 条（判例では、

不法行為にも類推適用される。）により規定された相当因果関係の法理によって定

められている。その趣旨は一般に、現実に生じた損害のうち、当該債務不履行に

より通常生ずべき損害である「通常損害」を原則とし、特別の事情を予見すべき

であった場合のみ、その特別の事情により生じた「特別損害」をも対象とすると

解されている。 

 

（２）第２号 

 

① 「当該事業者、その代表者又はその使用する者」 

事業者には、法人と個人が存在するが、「その代表者」とは、事業者が法人である

場合の法人の代表者（例：株式会社の代表取締役）を指す。代表者のような法人の

機関の行為に対する法人の責任は、法人の機関の職務行為に対する法人自身の責任

である。 

「その使用する者」とは、事業者の履行補助者を指す。履行補助者とは、債務者

の意思に基づいて債務の履行のために使用される者を指し、あくまで、その者の過

失が事業者自身の帰責事由となり、事業者自身が損害賠償責任を負うこととなる、
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そのような者という趣旨である。例としては、企業の従業員や個人商店の従業員等

がこれに当たる。 

② 「故意又は重大な過失」 

「故意」とは、自己の行為から一定の結果が生じることを知りながらあえてその

行為をすることを意味する。 

「過失」とは、一定の事実を認識できたにもかかわらず、その人の職業、社会的

地位等からみて、一般に要求される程度の注意を欠いたため、それを認識しないこ

とを意味する。「重大な過失」とはこの注意を著しく欠いている場合である。 

重大な過失とは、相当の注意をすれば容易に有害な結果を予見することができる

のに、漫然看過したというような、ほとんど故意に近い著しい注意欠如の状態をい

う（大判大正２年 12 月 20 日民録 19 輯 1036 頁参照）。 

③ 「一部を免除」 

「一部を免除」とは、事業者が損害賠償責任を一定の限度に制限し、一部のみの

責任を負うことであり、このような内容を定めた特約を無効とした。 

無効となる契約条項の例としては、 

「事業者の損害賠償責任は○○円を限度とする」 

といった契約条項がある。このような契約条項は、事業者の損害賠償責任を一定の

限度に制限し、一部のみの責任を負わせるものであるため、債務不履行が当該事業

者、その代表者又はその使用する者の故意又は重過失（以下、本条の解説において

事業者の故意又は重過失について述べる場合には、事業者、その代表者及びその使

用する者の故意又は重過失を指す。）によるものである場合は、無効となる。 

なお、事業者の故意又は重過失による損害賠償責任を制限する契約条項であって

も、全部を免除する契約条項は、本号には該当せず、第１号に該当するものとして

無効となる。 

④ 「当該事業者にその責任の限度を決定する権限を付与する」 

「当該事業者にその責任の限度を決定する権限を付与する」とは、損害賠償責任

が事業者の故意又は重過失によるものであるため、当該責任の一部を免除すること

は許容されない（したがって、事業者は任意規定による損害賠償責任の全部を負う

ことになる）にもかかわらず、当該事業者の決定により、一定の限度においてのみ

責任を負うことを可能とすることである。 

⑤ 効果 

本号は、消費者契約において、事業者が債務不履行による損害賠償責任を負う場

合で、事業者に故意又は重過失があっても、損害賠償責任を制限する又は当該事業

者にその責任の限度を決定する権限を付与する旨の契約条項をその限りにおいて無

効とするものである。これは、単なる軽過失による債務不履行の場合と比較し、事

業者に故意又は重大な過失がある場合には、その帰責性は重いものであり、そのよ

うな場合には、民法の原則どおりの責任を負わせるのが妥当であるためである。契
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約条項が無効となった結果、損害賠償額の限度については、何の特約もなかったこ

ととなり、事業者は損害賠償責任を制限することはできないこととなる。 

 

（３）第３号 

 

① 「事業者の不法行為により消費者に生じた損害を賠償する責任」 

「事業者の不法行為により消費者に生じた損害を賠償する責任」とは、民法第 709

条（不法行為による損害賠償）、第 715 条（使用者等の責任）、第 717 条（土地の工

作物等の占有者及び所有者の責任）及び第 718 条（動物の占有者等の責任）のほか、

代表者がその職務を行うについて第三者に加えた損害に関する法人の損害賠償責任

の規定（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 78 条等）、商法第 690 条（船

舶所有者の船長等に関する賠償責任）、製造物責任法第３条（製造物責任）等が考え

られる。 

② 「全部を免除」 

「全部を免除」とは、事業者が不法行為による損害賠償責任を一切負わないとす

ることであり、このような内容を定めた特約をその限りにおいて無効とした。した

がって、損害賠償責任を一定の限度に制限し、一部のみの責任を負う旨を定める契

約条項は本号には該当しない。また、立証責任を消費者に転換する契約条項も本号

には該当しない。無効となる契約条項の例については（１）②を参照。 

なお、土地の工作物等の占有者の責任を全部免除し、所有者が責任を負う旨の契

約条項については、占有者が事業者である場合には、当該条項は本号に該当し無効

となる。無効となった結果、占有者である事業者は民法第 717 条に規定する要件に

従い責任を負う。一方、所有者が事業者である場合に、事業者の責任を全部免除す

る契約条項については、本号に該当し無効となる。 

③ 「当該事業者にその責任の有無を決定する権限を付与する」 

（１）③の解説を参照のこと。 

④ 効果 

本号は、消費者契約においては、事業者の債務の履行に際してされた当該事業者

の不法行為により消費者に生じた損害を賠償するそれぞれの規定による責任の全部

を免除する又は当該事業者にその責任の有無を決定する権限を付与する旨の契約条

項をその限りにおいて無効としたものである。契約条項が無効となった結果、損害

賠償責任については、何の特約もなかったこととなり、事業者はそれぞれの不法行

為の規定に基づく損害賠償責任を負うこととなる。 

特約が無効になった結果、事業者はあくまで、それぞれの不法行為の規定に定め

るところの損害賠償責任を負うのであり、それ以上の責任を負うわけではない。例

えば、民法第 709 条の責任についていえば、事業者に故意又は過失があり、故意又

は過失と因果関係のある損害が発生している場合には、事業者は、当該消費者に損
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害賠償責任を負う。その立証責任は、消費者にある。当然のことながら、本号によ

って、「いかなる理由があっても一切損害賠償責任を負わない」という特約が無効と

なっても事業者は、「いかなる理由があっても一切損害賠償責任を負う」ことになる

わけではない。つまり、民法第 709 条等の規定に照らし、そもそも損害賠償責任を

負わないようなケースであれば、損害賠償責任を負うことはない。 

したがって、民法第 715 条の使用者の責任については、同条第１項ただし書につ

いて立証できれば、損害賠償を免れることができる。同様に民法第 717 条の土地の

工作物等の占有者についても同条第１項ただし書について立証できれば、損害賠償

を免れることができ、民法第 718 条の動物占有者についても同条第１項ただし書に

ついて立証できれば、損害賠償を免れることができる。 

 

● 「消費者契約における事業者の債務の履行に際してされた当該事業者の不法

行為」による損害賠償責任 

 

一般に、不法行為による損害賠償責任は、当事者（加害者・被害者）が契約関係

にあるか否かとは関係なく生じるものである。契約関係にない者との間であらかじ

め損害賠償責任を免除する約定をすることはできないので、そうした定めを事業者

が一方的にした場合は本号とは関係ない（本号にかかわらず無効）。 

他方で、契約当事者間において、債務の履行に際してなされた不法行為による損

害賠償責任が生じることはあり得、あらかじめ約定によってその責任を免除又は制

限することは可能である。したがって、このような場合における不法行為責任に関

しても本号のような規定を置き、不法行為による損害賠償責任を免責する契約条項

を制限する必要がある。そこで、本号の射程が消費者契約の事業者の債務の履行に

際してなされた不法行為に限定される旨を明確にしている。 

 

（４）第４号 

 

① 「当該事業者、その代表者又はその使用する者の故意又は重大な過失による」 

本号においては、「故意又は重大な過失」という損害を発生させた加害行為の行為

者の主観的態様の程度を要件としている。したがって、第３号に掲げたもののうち、

人の加害行為によらない不法行為の類型については本号の適用はない。 

民法第 717 条の土地の工作物等の占有者・所有者の責任及び民法第 718 条の動物

占有者の責任は、加害行為に基づく責任ではなく、物による加害についての責任で

ある。なかでも土地の工作物等の所有者の責任は無過失責任とされ、また、土地の

工作物等の占有者と動物占有者の責任は、損害を発生させた加害についての直接の

故意又は過失を要件とするのではなく、他の面についての注意義務違反を要件とし、

この証明責任を転換しているとみることができるため中間責任であると解されてい

る。そのため、これらの不法行為類型については本号の適用はない。 

また、製造物責任法第３条は、引き渡した製造物の欠陥により他人の生命、身体
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又は財産を侵害した場合の損害賠償責任を定めたものであり、人の加害行為によら

ない不法行為の類型であるため、本号の適用はないと考えられる。 

「当該事業者」の「故意又は重大な過失による」とは、事業者が民法第 709 条の

規定に基づき責任を負う場合であって、加害行為者である事業者自身に故意又は重

過失がある、ということである。 

「その使用する者」の「故意又は重大な過失による」とは、事業者が民法第 715

条第１項の規定に基づき使用者責任を負う場合であって、加害行為者である被用者

に故意又は重過失があるということである。本号の「その使用する者」とは、同項

の「被用者」を指す。 

「故意又は重大な過失」については、（２）②を参照。 

② 「事業者の不法行為により消費者に生じた損害を賠償する責任」 

（３）①の解説を参照のこと。 

③ 「一部を免除」 

「一部を免除」とは、事業者が損害賠償責任を一定の限度に制限し、一部のみの

責任を負うことであり、このような内容を定めた特約を無効とした。無効となる契

約条項の例は（２）③を参照。 

④ 「当該事業者にその責任の限度を決定する権限を付与する」 

（２）④の解説を参照のこと。 

⑤ 効果 

本号は、消費者契約において、事業者が不法行為による損害賠償責任を負う場合

で、加害行為の行為者に故意又は重過失があっても、損害賠償責任を制限する又は

当該事業者にその責任の限度を決定する権限を付与する旨の契約条項を無効とした

ものである。これは、単なる軽過失による加害の場合と比較し、加害行為者に故意

又は重過失がある場合には、その帰責性は重いものであるため、そのような場合に

限り、それぞれの不法行為の規定の原則どおりの責任を負わせるのが妥当であるた

めである。契約条項が無効となった結果、損害賠償額の限度については、何の特約

もなかったこととなり、事業者は損害賠償責任を制限することはできず、当該不法

行為と因果関係のある損害につき賠償する責任を負うこととなる。 

 

３ 本項により無効となる可能性がある契約条項の例 

 

〔事例８－１〕 

いかなる理由があっても一切損害賠償責任を負わない。 

〔事例８－２〕 

事業者に責めに帰すべき事由があっても一切損害賠償責任を負わない。 

〔事例８－３〕 
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事業者に故意又は過失があっても一切損害賠償責任を負わない。 

〔考え方〕 

事例８－１から８－３は、債務不履行や不法行為による損害賠償責任の「全部

を免除」する契約条項であるため、本項第１号や第３号に該当し無効となる。 

契約条項が無効となった結果、損害賠償責任については、何の特約もなかった

こととなり、事業者は民法等の原則どおり損害賠償責任を負うこととなる。当然

のことながら、「いかなる理由があっても一切損害賠償責任を負わない」という特

約が無効となっても事業者は、「いかなる理由があっても一切損害賠償責任を負

う」ことになるわけではない。民法第 415 条、第 709 条等の規定に照らし、そも

そも損害賠償責任を負わないようなケースであれば、損害賠償責任を負うことは

ない。 

 

〔事例８－４〕 

事業者は、天災等事業者の責に帰すべき事由によらない損害については賠償責

任を負わない。 

〔考え方〕 

事業者の責めに帰すべき事由がない場合には、事業者はそもそも債務不履行や

不法行為に基づく損害賠償責任を負うことはない。この事例は、本来負うことが

ない責任を負わないということを確認的に定めたものと考えられるが、このよう

な契約条項は無効とはならない（ただし、事業者が金銭債務を負っている場合に

は不可抗力による抗弁はできない。）。 

 

〔事例８－５〕 

いかなる理由があっても事業者の損害賠償責任は○○円を限度とする。 

〔事例８－６〕 

事業者は通常損害については責任を負うが、特別損害については責任を負わな

い。 

〔考え方〕 

これらの契約条項は、損害賠償責任が事業者の故意又は重過失によるものであ

っても、損害賠償責任の限度を制限（事例８－５）したり、上限を通常損害の額

とすることで（事例８－６）、「責任の一部を免除」する契約条項に該当し、本項

第２号及び第４号に該当し無効となる。 

また、損害賠償責任の一部を免除する契約条項としては、損害賠償責任の 90％

を免除するような契約条項も考えられるが、これも全部を免除する契約条項では

ないため、本項第１号や第３号には該当しない。しかし、事業者が損害賠償責任

の 90％を免除する旨の契約条項は、民法第 416 条の適用による場合よりも消費者

の権利を制限することによって、民法の信義則に反する程度に消費者の利益を一
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方的に害すると考えられるものについては、第 10 条に該当し無効となり得る。 

なお、契約条項が無効となった結果、損害賠償額の限度については最初から何

の特約もなかったこととなり、事業者は民法第 416 条の規定に従い責任を負うこ

ととなる。 

 

〔事例８－７〕 

事業者に故意又は重大な過失がある場合を除き、損害賠償責任は○○円を限度

とする。 

〔考え方〕 

この契約条項は、「一部を免除」する契約条項であるが、事業者に故意又は重大

な過失がある場合を除外しているため、本項第２号や第４号には該当せず、無効

とはならない。また、事業者に故意又は重大な過失がある場合を除いており、当

該事業者の重大な過失を除く過失による行為にのみ適用されることを明らかにし

ていることから、本条第３項にも該当せず、無効とはならない。 

 

〔事例８－８〕 

宿泊客がフロントにお預けになった物品又は現金並びに貴重品について滅失、

毀損等の損害が生じたときは、それが不可抗力である場合を除き、当ホテルは、

その損害を賠償します。ただし、現金及び貴重品について、当ホテルがその種類

及び価額の明告を求めた場合であって、宿泊客がそれを行わなかったときは、当

ホテルは○○円を限度としてその損害を賠償します。（ホテル宿泊契約の例） 

〔考え方〕 

この契約条項は、事業者の賠償の限度を定めているが、商法第 597 条では、「貨

幣、有価証券その他の高価品については、客がその種類及び価額を通知してこれ

を場屋営業者に寄託した場合を除き、場屋営業者は、その滅失又は損傷によって

生じた損害を賠償する責任を負わない。」とされており、事業者の損害賠償責任を

制限しているとはいえないため、本項第２号や第４号には該当せず、無効とはな

らない。 

 

〔事例８－９〕 

事業者は、人的損害については責任を負うが、物的な損害については一切損害

賠償責任を負わない。 

〔考え方〕 

人的損害については責任を負うが、物的損害については責任を負わないとする

契約条項は、物的損害のみが生じた場合には、一切損害賠償しないこととなるた

め、「全部を免除」する契約条項に当たる。したがって、本項第１号や第３号に該

当し無効となる。 
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〔事例８－10〕 

消費者が事業者に故意又は過失があることを証明した場合には損害賠償責任を

負う。 

〔考え方〕 

証明責任を転換する契約条項は、本項には該当しない。ただし、証明責任を法

定の場合よりも消費者に不利に定める契約条項（例えば民法 415 条の債務不履行

責任に関し、事業者の責に帰することができる事由を消費者に証明させる契約条

項）は、第 10 条に該当し無効となり得る。 

 

〔事例８－11〕 

会社は一切損害賠償の責を負いません。ただし、会社の調査により会社に過失

があると認めた場合には、会社は一定の補償をするものとします。 

〔考え方〕 

当該契約条項は、事業者に対し、損害賠償責任の発生要件である過失の有無に

係る決定権限を付与する契約条項であり、「当該事業者にその責任の有無を決定す

る権限を付与する条項」に該当し、本項第１号及び第３号に該当し無効となる。 

 

〔事例８－12〕 

当社が損害賠償責任を負う場合、その額の上限は 10 万円とします。ただし、当

社に故意又は重過失があると当社が認めたときは、全額を賠償します。 

〔考え方〕 

当該契約条項は、損害賠償責任が事業者の故意又は重過失によるものであって

も、当該事業者が故意又は重過失によるものではないという決定をすることで、

上限 10 万円の限度においてのみ責任を負うことを可能とするものである。した

がって、当該契約条項は、「当該事業者にその責任の限度を決定する権限を付与す

る条項」に該当し、本項第２号及び第４号に該当し無効となる。 

 

〔事例８－13〕 

弊社が賠償責任を負う条件は以下のとおりです。①当該商品お渡し日より 60 日

以内に事故が判明し、お申し出頂いた場合、若しくは②弊社が事故扱いと認めた

場合 

〔考え方〕 

当該契約条項は、商品お渡し日から 60 日を超える日に事故が判明した場合に

は、損害賠償責任が事業者の故意又は重過失によるものであっても、当該事業者

が「事故扱い」とは認めない決定をすることで、60 日以内に申し出た限度におい

てのみ責任を負うことを可能とするものである。したがって、当該契約条項は、
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「当該事業者にその責任の限度を決定する権限を付与する条項」に該当し、本項

第２号及び第４号に該当し無効となる。 

 

〔事例８－14〕 

事業者は、商品の品質等に不適合があっても、一切損害賠償、交換、修理をい

たしません。 

〔考え方〕 

本項第１号に該当し無効となる。無効となった結果、損害賠償責任については

最初から何の特約もなかったこととなり、事業者は民法第 564 条に基づく損害賠

償責任を負うこととなる。 

 

〔事例８－15〕 

商品の品質等の不適合による損害賠償責任については、消費者が不適合を知っ

てから１か月以内に事業者に申し出た場合に限り負うものとする。 

〔考え方〕 

権利の行使期間を制限する契約条項は、本項第１号には該当しない。ただし、

行使期間を不当に短く設定している契約条項は、民法第 566 条（行使期間は１年

以内）に比べ、消費者の義務を加重するものとして、第 10 条に該当し無効となり

得る。 
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Ⅱ 第２項 

 

１ 本項の趣旨 

 

本項は、第１項第１号又は第２号に該当する契約条項であっても、本項第１号又

は第２号に定める場合に当たるときには、当該契約条項を無効とはしない旨を定め

たものである。 

実際の契約においては、事業者が、契約不適合による損害賠償責任の全部を免除

する契約条項はあるが、一方で、当該事業者が契約不適合のない物と取り換える責

任又は目的物を修補する責任を負う旨定めている場合がある。このような場合には、

消費者には救済の手段が残されており、消費者の正当な利益が侵害されているとは

いえないため、損害賠償責任の全部を免除する契約条項を無効とはしないこととし

た。 

また、消費者契約において事業者が契約不適合による損害賠償責任の全部を免除

する旨定めているが、当該消費者契約の締結と同時に又はこれに先立って他の事業

者との間で締結された契約又は事業者と他の事業者の間で締結された消費者を第三

者とする民法第 537 条に定める第三者のためにする契約においては、当該他の事業

者が損害賠償責任の全部又は一部の責任、契約不適合のない物と取り換える責任又

は目的物を修補する責任を負う旨定めている場合がある。このような場合にも、消

費者には救済の手段が残されており、消費者の正当な利益が侵害されているとはい

えないため、損害賠償責任の全部を免除する契約条項を無効とはしないこととした。

契約不適合責任についてのみこのような除外規定を置く理由は、現代社会において

は、一般的に商品の製造者と販売者が異なっている場合が多く、商品が複雑になれ

ばなるほど販売者がその製品についての知識を持つことが困難になり、商品に契約

不適合がある場合に、むしろ販売者以外の製造者等が契約不適合責任を負う方が、

消費者の救済に資する場合があり得るためである。具体的には、ファイナンスリー

ス契約においては、商品の契約不適合責任は、ユーザーと賃貸借契約の関係にある

リース会社ではなく、実際に商品をユーザーに引き渡すサプライヤーが負うことと

されている（下図参照）。 

ただし、他の契約の当事者が資力のない者である場合のように、実質的に消費者

の損害賠償請求権等を排除する契約が行われるおそれがあるため、その契約の当事

者は事業者たることを要することとしたものである。 
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ファイナンスリース契約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）本項各号共通 

 

 「履行の追完」 

民法第 562 条第１項では、売買契約においては、引き渡された目的物が種類、品

質又は数量に関して契約の内容に適合しないものであるときは、買主は、売主に対

し、目的物の修補等による履行の追完を請求することができると定められているが、

本項各号の「履行の追完」とは、民法第 562 条第１項の規定と同趣旨である。 

 

（２）本項第１号 

 

 「代金若しくは報酬の減額」 

民法第 563 条第１項では、売買契約においては、引き渡された目的物が種類、品

質又は数量に関して契約の内容に適合しないものであるときは、買主が相当の期間

を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、買主はそ

の不適合の程度に応じて代金の減額を請求できるされているが、本号の「代金」「の

減額」とは、民法第 563 条第１項の規定と同趣旨である。「報酬」は、消費者契約が

請負契約である場合について定めたものである。 

 

（３）本項第２号 

 

① 「当該事業者の委託を受けた他の事業者」 

リース会社 

（事業者） 

ユーザー 

（消費者） 

目的物の修補請求権 

サプライヤー 

（他の事業者） 

（リース会社のサプライヤーに

対する目的物の修補請求権が

ユーザーに譲渡される等） 

売買契約 

（事業者間契約） 

リース契約 

（消費者契約） 
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本号の「他の事業者」とは、当該消費者契約の当事者以外の事業者を指す。「当該

事業者の委託を受けた」者に限る趣旨は以下のとおりである。 

この責任は、本来は契約当事者である当該事業者が負うべきものであり、本号の

規定は、自らが責任を負う代わりに、特にその責任を他の事業者に転嫁する場合で

ある。したがって、他の事業者が消費者と直接契約を締結する場合には、この「他

の事業者」は、当該事業者が委託をし、それを承諾した事業者であることを要する

こととした。 

また、消費者自身が自己の負担により他の事業者に責任を請求できるような場合

にまで、当該事業者の責任を免除する契約条項を有効とする必要はないと考えられ

ることからも、他の事業者については当該事業者の委託を受けた事業者とするのが

妥当である。 

② 「当該事業者と他の事業者との間の当該消費者のためにする契約」 

本号の当該事業者と他の事業者との間で、損害賠償責任等を消費者が直接他の事

業者に請求する権利を有することとなる契約を締結すれば、民法第 537 条の第三者

のためにする契約の規定により消費者が請求権を有することとなるため、その場合

にも、消費者の権利が不当に害されていることとはならないため、事業者の責任を

全部免除する契約条項は無効とならないこととした。 

なお、当該消費者契約の締結と同時かそれ以前にこのような契約が成立していれ

ば足り、その旨を消費者に通知することまでは要件とはしないが、これは、消費者

が権利を有していることに変わりはなく、実態的にも、当該事業者は自らに対して

損害賠償等の請求が来ないように積極的に消費者に通知をすることとなるものと考

えられるためである。 

③ 「当該消費者契約の締結に先立って又はこれと同時に」 

これは、前記①で述べた他の事業者が契約不適合責任を負うことを内容とする消

費者と当該他の事業者との間の契約又は同じ内容の事業者と他の事業者の間で締結

された消費者を第三者とする民法第 537 条に定める第三者のためにする契約が、当

該消費者契約の締結より前か又は締結と同時に締結されるという趣旨である。当該

消費者契約において、消費者に他に救済される手段があるからこそ、損害賠償責任

の全部を免除する契約条項を無効とはしないのであるから、他の事業者が責任を負

う旨の契約は当該消費者契約と同時又はそれより前になされている必要がある。ま

た、反復・継続して契約がなされている場合には、通常は、契約条項は定型化され

ているため、当該消費者契約と同時又はそれより前としても事業者、他の事業者に

過度な負担を強いることとはならない。 

④ 「賠償する責任の全部若しくは一部」 

本条第１項第１号の規定では、当該消費者契約の当事者たる事業者の損害賠償責

任については、その全部を免除する契約条項が無効となり、その責任を制限し、そ

の一部のみの責任を負うこととする契約条項は無効とはならない。したがって、「他



 

142 

の事業者」については、当該消費者契約の当事者たる事業者と同程度の責任を課す

こととし、その責任の一部のみを負っている場合でもよいこととする。 

 

２ 本項により無効となる可能性がある契約条項の例 

 

〔事例８－16〕 

１か月以内に死亡した場合は、代犬をお渡ししますが、返金には応じません（ペ

ットの販売の例）。 

〔考え方〕 

契約不適合のない物を提供することとしているので、本項第１号に該当し、無

効とはならない。 

 

〔事例８－17〕リース標準契約書の例 

第 15 条 (略） 

２ 物件の規格、仕様、品質、性能その他に不適合があった場合並びに物件の選

択又は決定に際して乙（賃借人）に錯誤があった場合においても、甲（賃貸人：

リース業者）は、一切の責任を負いません。 

３ 前２項の場合、乙は売主に対し直接請求を行い、売主との間で解決するもの

とします。また、乙が甲に対し書面で請求し、甲が譲渡可能であると認めてこ

れを承諾するときは、甲の売主に対する請求権を乙に譲渡する手続をとるなど

により、甲は乙の売主への直接請求に協力するものとします。 

（リース業者、サプライヤー間の標準注文請書） 

第５条 物件に関する担保、期間内保証、保守サービスその他売主の便宜供与又

は義務の履行については、売主が借主に対して直接その責任を負います。また、

売主が自ら責任を負うべき事由による物件の引渡遅延又は引渡不能によって、

借主に損害を与えたときも同様とします。 

〔考え方〕 

リース事業者は、消費者との契約においては契約不適合責任を免責しているが、

サプライヤーとの間の売買契約において、サプライヤーが直接契約不適合責任を

負うこととされており、本項第２号に該当するため無効とはならない。 

 

〔事例８－18〕 

ソフトウェアの不適合については交換・修補・代金返還のいずれかにより対応

する（ソフトウェアの使用許諾契約の例）。 

〔考え方〕 

ソフトウェアの使用許諾契約が有償契約である場合には、ソフトウェアの契約

不適合について損害賠償責任の全部を免除する旨の契約条項は、本条第１項第１
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号に該当し無効となる場合があると考えられる。 

ただし、一般的には、この事例のように、使用許諾契約上、ソフトウェア事業

者は交換・修補等により対応する旨定めている場合が多く、その場合には本項第

１号に該当し、当該契約条項は無効とはならない。 
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Ⅲ 第３項 

 

１ 本項の趣旨 

 

本項は、サルベージ条項のうち、事業者の損害賠償責任の一部を免除する契約条

項を無効とする規定である。 

サルベージ条項とは、ある契約条項が本来は強行法規に反し全部無効となる場合

に、その契約条項の効力を強行法規によって無効とされない範囲に限定する趣旨の

契約条項をいう。例えば、本来であれば無効となるべき契約条項に「関連法令に反

しない限り」、「法律で許される範囲において」といった留保文言を付するものがこ

れに当たる。 

本条第１項第２号及び第４号により、事業者の損害賠償責任の一部を免除する契

約条項は、事業者に故意又は重大な過失がある場合に無効となるが、これらの規定

では事業者に軽過失が認められる限度で契約条項を有効にするために特段の要件は

設けられていない。そのため、「関連法令に反しない限り」等の留保文言によっても

事業者に軽過失が認められる限度で契約条項を有効とすることが可能であった。 

消費者は法的知識が十分にあるとは限られないから、このような留保文言では、

事業者が損害賠償責任を負うか否かや、責任の範囲が不明確であり、消費者が本来

請求可能な事業者に故意又は重大な過失がある場合の損害賠償請求が抑制されると

いう不当性がある。 

平成 30 年改正により、事業者は、消費者にとって「消費者契約の内容が、その解

釈について疑義が生じない明確なもので、かつ、消費者にとって平易な」契約条項

を作成するよう配慮する努力義務を負うとされたこと（第３条第１項第１号）から、

事業者はサルベージ条項を使用せずに具体的に契約条項を作成するよう努めるべき

であるとされた（第３条第１項の解説を参照。）。しかし、同年の改正後も、例えば、

「法律上許される限り賠償限度額を〇万円とする。」とする契約条項のように、主と

して事業者の損害賠償責任の免除に係るサルベージ条項の使用例が見られる。 

そこで、留保文言の使用を抑制するとともに、損害賠償責任の一部を免除する契

約条項は事業者が軽過失の場合に限り有効であることを事業者に明確に記載させる

ため、令和４年通常国会改正において、本項に損害賠償責任の一部を免除する契約

条項の有効要件に係る規定を設けることとした。 

 

２ 条文の解釈 

 

① 「事業者の債務不履行（当該事業者、その代表者又はその使用する者の故意

又は重大な過失によるものを除く。）又は消費者契約における事業者の債務の

履行に際してされた当該事業者の不法行為（当該事業者、その代表者又はその

使用する者の故意又は重大な過失によるものを除く。）により消費者に生じた

損害を賠償する責任の一部を免除する消費者契約の条項」 
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本項は、本来請求可能である事業者に故意又は重大な過失がある場合の損害賠償

請求すら抑制されてしまうという不当性を踏まえたものであり、事業者の損害賠償

責任の一部を免除する消費者契約の条項を対象とする。 

 そのため、契約条項の一部が無効となる場合に、その他の部分は無効とならない

旨を定める、いわゆる分離可能性条項は、損害賠償責任の一部を免除する契約条項

ではないことから本項の対象とならない。 

「重大な過失」については、（２）②を参照。 

 ② 「当該条項において事業者、その代表者又はその使用する者の重大な過失を

除く過失による行為にのみ適用されることを明らかにしていないもの」 

本項により、損害賠償責任の一部を免除する契約条項は、「関連法令に反しない限

り」等の留保文言を使用し、いわゆる軽過失の場合にのみ適用されることが明らか

にされていないのであれば効力を有さないこととなる。 

どのような場合に本項の要件を満たすのかについては、免責条項がいわゆる軽過

失の場合のみ適用されることが一般的・平均的な消費者にとって明らかになってい

るか否かという基準によって判断される。 

例えば、「弊社がユーザーに負う責任は、ユーザーから実際に支払いがあった検定

受験料の額を超えるものではないとします。」のように事業者の損害賠償責任の一

部を免除する契約条項では、「関連法令に反しない限り」や「法律上許される限り」

といった記載ではなく、「弊社に軽過失がある場合に限り」や「弊社に故意又は重大

な過失がある場合を除き」等の記載をする場合（注）は、一般的・平均的な消費者に

とって、当該契約条項が当該事業者の重大な過失を除く過失による行為にのみ適用

されることが明らかにされていることから、本項によって契約条項は無効とはなら

ない。 

（注） 例えば、以下のような契約条項である。 

「弊社に軽過失がある場合に限り、弊社がユーザーに負う責任は、ユーザーから実際に

支払いがあった検定受験料の額を超えるものではないとします。」 

「弊社に故意又は重大な過失がある場合を除き、弊社がユーザーに負う責任は、ユーザ

ーから実際に支払いがあった検定受験料の額を超えるものではないとします。」 

 

● 重大な過失と重大な過失を除く過失（いわゆる軽過失） 

 

 ある事業者の行為が、重大な過失に該当するのか、重大な過失を除く過失（い

わゆる軽過失）に該当するのかは、最終的には個別具体の事情を踏まえた裁判所

での判断に委ねられるものである。 

 裁判例には、陸上運送を委託された運送会社の従業員のトラック運転手が、運

転中に吸っていたタバコを運転席下に落としたことに気を取られて前方不注視の

過失により交通事故を起こし、運送品を焼失した事案について、運転手の過失は
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いまだ重過失の範ちゅうに属するとはいえないとしたものがある（神戸地判平成

６年７月 19 日交民集 27 巻４号 992 頁）。また、貨物自動車による荷物の運送を委

託された軽貨物自動車の運転手が、荷物が荷物室からはみ出し、後部扉を完全に

閉めることができない状態で運送をして荷物を紛失した事案について、運送人に

重過失を認めたものがある（東京地判平成２年３月 28 日判タ 733 号 221 頁）。 

 

３ 本項により無効となる可能性がある契約条項の例 

 

〔事例８－19〕 

法律上許される限り、賠償限度額を〇万円とする。 

〔考え方〕 

 一般的・平均的な消費者にとって明らかになっているか否かという基準によっ

て判断すると、「法律上許される限り」という留保文言では、契約条項を使用す

る事業者の重大な過失を除く過失による行為にのみ適用されることが明らかであ

るとは言えないと考えられる。「関連法令により許される限り」といった留保文

言でも同様である。 

 したがって、本項に該当し無効となる。 
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第８条の２（消費者の解除権を放棄させる条項等の無効） 

（消費者の解除権を放棄させる条項等の無効） 

第８条の２ 事業者の債務不履行により生じた消費者の解除権を放棄させ、又は

当該事業者にその解除権の有無を決定する権限を付与する消費者契約の条項

は、無効とする。 

 

 

１ 趣旨等 

 

（１）趣旨 

 

本条は、平成 28 年改正において、本法の立法当時から定められていた不当条項の

類型（事業者の損害賠償の責任を免除する契約条項（第８条）及び消費者が支払う

損害賠償の額を予定する契約条項等（第９条第１項））に加え、新たな不当条項の類

型を規定したものである。 

消費者の権利を制限する契約条項の例として、消費者の解除権を放棄させる契約

条項がある。特に、事業者が契約で定められた債務を履行せず、又は、事業者から

引き渡された目的物に契約不適合がある場合にも、消費者が解除をすることができ

ないとすると、消費者は契約に不当に拘束され続け、既に支払った代金の返還を受

けられず、又は、未払代金の支払義務を免れることができないことになる。そこで、

本条においては、消費者が債務不履行責任の規定に基づく解除権を正当に行使する

ことできるように、消費者のこれらの解除権をあらかじめ放棄させる契約条項の効

力を否定することとした（注）。 

（注）なお、民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律による改

正前の民法では、引き渡された目的物に隠れた瑕疵があった場合に契約を解除することが

できるとする規定があり（改正前民法第 570 条、第 566 条）、改正前の本条では、消費者契

約が有償契約である場合において、当該消費者契約の目的物に隠れた瑕疵があること（当

該消費者契約が請負契約である場合には、当該消費者契約の仕事の目的物に瑕疵があるこ

と）により生じた消費者の解除権を放棄させ、又は当該事業者にその解除権の有無を決定

する権限を付与する契約条項を無効としていた。改正後の民法では、引き渡された目的物

に瑕疵があった（種類又は品質に関して契約の内容に適合しない）場合の解除は、債務不

履行の規定に基づいて行われるものと整理されたことから、本条の規定も、債務不履行か

瑕疵担保責任かを区別することなく、事業者の債務不履行に基づく消費者の解除権を放棄

させる契約条項を無効とするというものに改正された。 

 

（２）平成 30 年改正 

 

消費者の解除権に係る決定権限付与条項についても、類型的に不当性が高いもの

と評価することができるものであり、平成 30 年改正において、本条の規定により無
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効となる消費者契約の条項に決定権限付与条項を加えることとしたものである。 

 

２ 条文の解釈 

 

（１）債務不履行に基づく解除権を放棄させる条項 

 

① 「事業者の債務不履行により生じた消費者の解除権」 

事業者に債務不履行があった場合に、任意規定によって消費者に認められる解除

権をいう。ここでいう任意規定の例としては、民法第 541 条から第 543 条までの規

定が挙げられる。 

② 「放棄させ」 

消費者の解除権を「放棄させ」るとは、事業者に債務不履行があり、民法第 541

条等の規定による解除の要件を満たす場合であっても、消費者に一切解除を認めな

いこととすることである。したがって、消費者の解除権を制限する契約条項（例え

ば、解除権の行使期間を限定する契約条項、解除が認められるための要件を加重す

る契約条項、解除をする際の方法を限定する契約条項等）は、本号には該当しない。 

本条に該当する契約条項の例として、進学塾の受講契約等において「いかなる場

合でも契約後のキャンセルは一切受け付けられません」とする契約条項が挙げられ

る。ただし、このような契約条項であっても、当該契約において、事業者に債務不

履行があったときは消費者が契約を解除することができる旨が別途明記されていた

場合など、当該契約条項が債務不履行に基づく解除権を放棄させるものとは認めら

れない場合には、本号には該当しない。 

その他の例として、携帯電話端末の購入契約等において「契約後のキャンセル・

返品、返金、交換は一切できません」とする契約条項が挙げられる。ただし、この

ような契約条項であっても、当該契約において、商品に契約不適合があったときは

消費者が契約を解除することができる旨が別途明記されていた場合など、当該契約

条項が債務不履行に基づく解除権を放棄させるものとは認められない場合には、本

条には該当しない。 

③ 「当該事業者にその解除権の有無を決定する権限を付与する」 

「当該事業者にその解除権の有無を決定する権限を付与する」とは、任意規定に

よれば消費者に債務不履行に基づく解除権が生じるにもかかわらず、当該事業者の

決定により、当該消費者の解除権を放棄させることを可能とすることである。 

本条に該当する契約条項の例として、「お客様は、本サービス上にて行った注文に

関して、注文番号が発行された後は、弊社に過失があると弊社が認める場合を除き

注文のキャンセルはできないものとします。」という旨の契約条項が挙げられる。 

 

④ 効果 
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本条は、事業者の債務不履行によって生じた消費者の解除権を放棄させる又は当

該事業者にその解除権の有無を決定する権限を付与する契約条項をその限りにおい

て無効としたものである。契約条項が無効となった結果、債務不履行に基づく解除

については、契約には何の定めもなかったこととなり、事業者に債務不履行があっ

た場合には、消費者は、民法第 541 条等の規定に従い、契約の解除をすることがで

きることになる。 

当然のことながら、「いかなる場合でもキャンセルは一切受け付けない」という契

約条項が無効となっても、消費者が「いかなる場合でもキャンセルをすることがで

きる」ことになるわけではない。すなわち、そもそも、民法第 541 条等の規定によ

って解除をすることができない場合であれば、消費者に解除権は認められない。 

 

（２）本条に定めのない消費者の解除権を放棄させる条項 

 

本条が定める債務不履行に基づくもの以外にも、任意規定によって消費者に解除

権が生ずる場面はある。例えば、委任契約については、各当事者がいつでもその解

除をすることができることとされている（民法第 651 条第１項）。このように、債務

不履行に基づくもの以外の消費者の解除権を放棄させる契約条項は、本条の適用に

よっては無効とならない。 

もっとも、そのような契約条項が、第 10 条の要件を満たす場合には、同条が適用

されることにより無効となる。 
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第８条の３（事業者に対し後見開始の審判等による解除権を付与する条項の無効） 

（事業者に対し後見開始の審判等による解除権を付与する条項の無効） 

第８条の３ 事業者に対し、消費者が後見開始、保佐開始又は補助開始の審判を

受けたことのみを理由とする解除権を付与する消費者契約（消費者が事業者に

対し物品、権利、役務その他の消費者契約の目的となるものを提供することと

されているものを除く。）の条項は、無効とする。 

 

１ 趣旨 

 

事業者に対し消費者契約の解除権を付与する契約条項は、事業者が一方的に契約

を打ち切ることにより、消費者が特段の理由なく契約関係からの離脱を強いられる

おそれを有するものであり、任意規定の適用による場合に比して消費者の権利を制

限し又は義務を加重するものである。そして、事業者に解除権を付与する契約条項

の中でも、消費者が後見開始、保佐開始又は補助開始の審判を受けたことのみを理

由とするもの（以下「後見開始の審判等による解除権付与条項」という。）は、以下

に述べるとおり、成年後見制度の趣旨に抵触する面があり、消費者が事業者に対し

消費者契約の目的となるものを提供することとされている消費者契約を除き、類型

的に不当性が高く、消費者の利益を一方的に害するものであるといえる。 

平成 25 年には、裁判例において、建物賃貸借契約において使用された後見開始の

審判等による解除権付与条項を無効とする判断が示された（大阪高判平成 25 年 10

月 17 日消費者法ニュース 98 号 283 頁）。また、平成 28 年に制定された成年後見制

度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）では、基本理念に係る規定

（同法第３条第１項）において、「成年被後見人等が、成年被後見人等でない者と等

しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわ

しい生活を保障されるべきこと」が定められている。こうした事情を踏まえ、平成

30 年改正において、後見開始の審判等による解除権付与条項を新たな不当条項の類

型として規定することとしたものである。 

 

２ 条文の解釈 

 

（１）「事業者に対し、消費者が後見開始、保佐開始又は補助開始の審判を受けた

ことのみを理由とする解除権を付与する消費者契約・・・の条項」 

ア 成年後見制度の概要 

後見開始、保佐開始又は補助開始の審判（以下「後見開始の審判等」という。）に

係る制度（以下「成年後見制度」という。）とは、精神上の障害により判断能力が不

十分であるため契約等の法律行為における意思決定が困難である者について、成年

後見人等の機関がその判断能力を補うことで、その生命、身体、自由、財産等の権

利を擁護する制度である。それぞれの概要は、以下のとおりである。 
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（ア） 後見 

精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者については、家庭裁

判所は、本人等の請求により、後見開始の審判をすることができる（民法第７条）。

後見開始の審判を受けた者は、成年被後見人とし、これに成年後見人を付する（民

法第８条）。後見開始の審判により、成年後見人に対し、本人の財産に関する法律行

為についての包括的な代理権（民法第 859 条）と日常生活に関する行為以外の法律

行為についての取消権（民法第９条）が付与される。なお、成年後見人は、その同

意の有無にかかわらず、成年被後見人が行った法律行為について取消権を行使する

ことができる。 

 

（イ） 保佐 

精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分である者については、家

庭裁判所は、本人等の請求により、保佐開始の審判をすることができる（民法第 11

条）。保佐開始の審判を受けた者は、被保佐人とし、これに保佐人を付する（民法第

12 条）。保佐開始の審判により、保佐人に対し、重要な財産に関する権利の得喪を

目的とする行為等の所定の行為についての同意権及び同意を得ずに被保佐人が行っ

た行為の取消権（民法第 13 条）が付与される。また、保佐開始の審判とは別個の代

理権付与の審判により、特定の行為についての代理権（民法第 876 条の４）を保佐

人に付与することも可能である。 

 

（ウ） 補助 

精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分である者については、家庭裁判

所は、本人等の請求により、補助開始の審判をすることができる（民法第 15 条）。

補助開始の審判を受けた者は、被補助人とし、これに補助人を付する（民法第 16 条）。

補助開始の審判は、同意権付与の審判又は代理権付与の審判とともにしなければな

らない（民法第 15 条第３項）。補助開始の審判及び同意権付与の審判により、補助

人に対し、特定の行為についての同意権及び同意を得ずに被補助人が行った行為の

取消権（民法第 17 条）が付与される。また、補助開始の審判及び代理権付与の審判

により、補助人に対し、特定の行為についての代理権（民法第 876 条の９）が付与

される。 

 

イ 本要件の意義 

消費者契約において後見開始の審判等による解除権付与条項が使用されると、後

見開始の審判等を受けた消費者は、当該審判を受けたことによって事業者から契約

を解除され、その契約によって得ていた便益を受けることができなくなるおそれが

ある。このように、後見開始の審判等による解除権付与条項は、後見開始の審判等

を受けることが、かえって消費者に不利益を生じさせるおそれをもたらす点におい

て、当該審判を受けた者の権利の擁護を目的とする成年後見制度の趣旨と抵触する
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面があり、類型的に不当性が高いものであると考えられる。 

もっとも、本条は、後見開始の審判等を受けたことのみを理由として直ちに解除

権を基礎付けている点に不当性を捉えるものであるから、後見開始の審判等があっ

たことを契機に、個別に当該消費者の状況の確認等を行い、その結果、合理的な事

情があるときに、最終的に解除に至ることを定めた契約条項までを一律に無効とす

るものではない。例えば、顧客が後見開始の審判等を受けたことを認識した事業者

が、当該審判が行われたことを踏まえて、顧客にとってリスクの高い取引に係る適

合性の有無の確認等を行い、その結果、取引の継続が困難であるなどの一定の場合

には、当該事業者が契約を解除できる旨を定めた契約条項は、本条によっては無効

とはならないものと考えられる。この点を条文の文言上も明確にするため、後見開

始の審判等を受けたこと「のみを理由とする」解除権を付与する契約条項を無効と

する旨を規定している。 

 

（２）「（消費者が事業者に対し物品、権利、役務その他の消費者契約の目的とな

るものを提供することとされているものを除く。）」 

 

本条の括弧書は、消費者が事業者に対し物品、権利、役務その他の消費者契約の

目的となるものを提供することとされている消費者契約については、後見開始の審

判等による解除権付与条項が本条によっては無効とならないことを規定するもので

ある。この要件は以下の理由により定めるものである。 

民法においては、準委任契約の受任者が後見開始の審判を受けたことが契約の終

了事由とされている（民法第 656 条・第 653 条第３号）。このため、消費者が準委任

契約の受任者となる消費者契約については、消費者が後見開始の審判を受けたとき

に当然に当該契約が終了することになり、事業者が解除権を行使する余地はないと

いえる。そのため、消費者が事業者に対し物品、権利、役務その他の消費者契約の

目的となるものを提供することとされている消費者契約については、後見開始の審

判を受けたことを理由とする解除権付与条項は、任意規定の適用による場合に比し

て、消費者の権利を制限し又は義務を加重するものではないと考えられる。 

また、前述のように、民法において準委任契約の受任者が後見開始の審判を受け

たことが契約の終了事由とされていることからすると、同法は後見開始の審判を受

けていない受任者が事務を処理することを想定しているものと考えられる。この点

を踏まえると、消費者が事業者に対し物品、権利、役務その他の消費者契約の目的

となるものを提供する場合においては、事業者が後見開始の審判等による解除権付

与条項を定めることで、事業者が消費者に対して後見開始の審判等を受けていない

状態で役務の提供等を行うよう求めても、類型的に不当性が高いとまでは言い難い

場合もあり得るものと考えられる。 

そこで、本条により無効となる契約条項の範囲から、消費者が事業者に対し消費

者契約の目的となるものを提供することとされている消費者契約の条項を除くこと

としたものである。もっとも、こうした契約条項についても第 10 条の規定により無

効とされる場合はあり得るものであると考えられる（注）。 
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（注）なお、「提供」という文言の法制的な用法に照らすと、「消費者が事業者に対し…消費者

契約の目的となるものを提供する」といえるためには、消費者が、消費者契約の目的とな

るものを事業者が利用し得る状態に置くことが必要であると考えられる。例えば、インタ

ーネットのプロバイダー契約においては、事業者が消費者にサービスを提供するに当たっ

て当該消費者の個人情報を取得することがあり得るが、こうした場合は、単に消費者が自

らの個人情報の事業者による利活用を許諾しているに過ぎず、「消費者が事業者に対し…消

費者契約の目的となるものを提供する」とはいえないものと考えられる。 

 

３ 本条により無効とされる可能性がある契約条項の例 

 

〔事例８－19〕建物賃貸借契約（注） 

乙（賃借人）に、次の各号のいずれかの事由が該当するときは、甲（賃貸人）

は、直ちに本契約を解除できる。（中略） 

(6)（略）成年被後見人、被保佐人の宣告や申立てを受けたとき。 

 （注）前述の大阪高判平成 25 年 10 月 17 日において法第 10 条の規定により無効とされた

契約条項である。 

〔考え方〕 

事業者に対し、消費者が後見開始又は保佐開始の審判を受けたことのみを理由

とする解除権を付与するものであり、本条の規定により無効となる。 

 

〔事例８－20〕モニター契約 

事業者が自社のサービスの利用者 500 人との間で１年間のモニター契約を締結

した。この契約は、事業者が期間内に実施するアンケート調査にモニターが回答

し、モニターは謝礼を受け取るというものであった。この契約において、モニタ

ーが後見等開始の審判を受けたときは、事業者はモニター契約を解除することが

できる旨の契約条項があった。 

〔考え方〕 

モニターは事業として又は事業のために当該契約を締結するものではないか

ら、モニターは「消費者」（第２条第１項）であり、当該契約は消費者契約に該当

するものと考えられる。しかし、当該契約は消費者が事業者に対し役務を提供す

るものであるから、当該契約条項は本条の規定によっては無効とはならないもの

と考えられる。 

もっとも、簡単なアンケートでありモニターが後見等開始の審判を受けていな

い状態であることを求める必要はないなどの個別の事情によっては、当該契約条

項が第 10 条の規定により無効となることもあり得る。 
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第９条（消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等の無効等） 

（消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等の無効等） 

第９条 次の各号に掲げる消費者契約の条項は、当該各号に定める部分について、

無効とする。 

一 当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める

条項であって、これらを合算した額が、当該条項において設定された解除の

事由、時期等の区分に応じ、当該消費者契約と同種の消費者契約の解除に伴

い当該事業者に生ずべき平均的な損害の額を超えるもの 当該超える部分 

二 当該消費者契約に基づき支払うべき金銭の全部又は一部を消費者が支払期

日（支払回数が２以上である場合には、それぞれの支払期日。以下この号に

おいて同じ。）までに支払わない場合における損害賠償の額を予定し、又は違

約金を定める条項であって、これらを合算した額が、支払期日の翌日からそ

の支払をする日までの期間について、その日数に応じ、当該支払期日に支払

うべき額から当該支払期日に支払うべき額のうち既に支払われた額を控除し

た額に年14.6パーセントの割合を乗じて計算した額を超えるもの 当該超え

る部分 

２ 事業者は、消費者に対し、消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、

又は違約金を定める条項に基づき損害賠償又は違約金の支払を請求する場合

において、当該消費者から説明を求められたときは、損害賠償の額の予定又は

違約金の算定の根拠（第12条の４において「算定根拠」という。）の概要を説明

するよう努めなければならない。 

 

Ⅰ 第１項 

 

１ 趣旨 

  

契約条項に基づく事業者による消費者の義務の加重としては、消費者契約の解除

等に伴い高額な損害賠償等を請求することを予定し、消費者に不当な金銭的負担を

強いる場合がある。そこで、本項においては、消費者が不当な出捐を強いられるこ

とのないよう、事業者が消費者契約において、契約の解除の際又は契約に基づく金

銭の支払義務を消費者が遅延した際の損害賠償額の予定又は違約金（以下「違約金

等」という。）を定めた場合、その額が一定の限度を超えるときに、その限度を超え

る部分の契約条項は無効とされている。 

 

２ 条文の解釈 

 

（１）第１号 

 

民法第 420 条によると、当事者の合意により債務不履行による違約金等を定める
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ことができる。本号は、契約の解除に伴う違約金等の定めがある場合において契約

が解除されたときに、民法第 420 条の適用の如何にかかわらず、当該事業者に生ず

べき平均的な損害の額を超える額の支払を消費者に請求することができず、その超

える部分を無効とするものである。なお、約定解除の場合の損害賠償の額に関して

は、民法上の規定は存在しない。 

① 「契約の解除に伴う」 

「契約の解除に伴う」とは、約定解除権を行使するケース又は法定解除権を行使

するケースを指す。本号は、たとえ消費者の責に帰すべき事由により事業者が解除

権を行使する場合であっても、事業者は一定の金額を超える違約金等を請求するこ

とができないということが規定されている。 

② 「損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、これらを合算

した額が」 

消費者契約において、契約の解除に伴う損害賠償額の予定と併せて、損害賠償と

は趣旨が異なる違約罰的なものとして高額な違約金を定める場合があり得る。例え

ば、事業者が損害賠償の予定として３万円、違約金として２万円を定めており、当

該事業者に生ずべき平均的な損害の額が４万円という事例では、損害賠償の予定と

違約金は、それぞれ単独では平均的な損害の額である４万円を下回ることになるが、

損害賠償の予定３万円と違約金２万円を合算した金額は５万円となり平均的な損害

の額を超えることとなる。損害賠償額の予定と併せて違約金を定めた場合には、消

費者に過大な義務を課されるおそれがあるため、両者を合算した額が事業者に生じ

る平均的な損害の額を超えてはならないこととする。 

③ 「当該条項において設定された解除の事由、時期等の区分に応じ、当該消費

者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害の

額」 

この「平均的な損害の額」とは、同一事業者が締結する多数の同種契約事案につ

いて類型的に考察した場合に算定される平均的な損害の額という趣旨である。具体

的には、解除の事由、時期等により同一の区分に分類される複数の同種の契約の解

除に伴い、当該事業者に生ずべき損害の額の平均値を意味するものである。したが

って、この額はあらかじめ消費者契約において算定することが可能なものである。

これは、事業者には多数の事案について実際に生ずべき平均的な損害の賠償を受け

させれば足り、それ以上の賠償の請求を認める必要はないためである。また、この

「平均的な損害の額」は、当該消費者契約の当事者たる個々の事業者に生ずべき損

害の額について、契約の類型ごとに合理的な算出根拠に基づき算定された平均値で

あり、当該業種における業界の水準を指すものではない。 

「解除の事由」とは具体的な解除原因を指す。解除に伴う違約金等については、

事例９－１のように、具体的な解除原因によって解約手数料の額を区分している場

合や、事例９－２のように解除の時期により区分している場合がある。また、売買
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契約の場合には、解除により商品が返品されたか否かで区分している場合があり得

る。「当該条項において設定された」とは、解除に伴う違約金等の区分の仕方は、業

種や契約の特性により異なるものであるところ、「平均的な損害の額」であるかどう

かの判断は当該契約条項で定められた区分ごとに判断するとの意味である。ただし、

「平均的な損害の額」の算定については、消費者側の「解除の事由」という要素に

より事業者に生ずべき損害の額が異なることは、一般的には考え難い。 

 

● 解除の事由・時期の具体例 

 

〔事例９－１〕語学学校等の例 

契約後、中途解約を希望される場合、下記の条件及び解約理由に設定された解

約手数料をいただいた上で納入された受講料の残額をお返しいたします。 

解 除 理 由 解約手数料 

本人の転居（転居先に当校がない場合、またあっても遠

距離で通学が困難と当社が判断した場合）、本人の疾病・

事故等（ただし２か月以上の入院）の場合 

残余受講料の 20％ 

（最高限度額２万円） 

上記以外の事由の場合で本人からの申出があった場合 
残余受講料の 20％ 

（最高限度額５万円） 
 

 

〔事例９－２〕標準旅行業約款（募集型企画旅行契約の部）（注） 

（旅行者の解除権） 

第 16 条 旅行者は、いつでも別表第一に定める取消料を当社に支払って募集型

企画旅行契約を解除することができます。（以下略） 

（別表第一）取消料（第 16 条第１項関係) 

一 国内旅行に係る取消料 

区     分 取消料 

㈠ 次項以外の募集型企画旅行契約  

イ 旅行開始日の前日から起算してさかのぼって

20 日目（日帰り旅行にあっては 10 日目）に当た

る日以降に解除する場合（ロからホまでに掲げる

場合を除く。） 

旅行代金の 20％以内 

ロ 旅行開始日の前日から起算してさかのぼって

７日目に当たる日以降に解除する場合（ハからホ

までに掲げる場合を除く。） 

旅行代金の 30％以内 

ハ 旅行開始日の前日に解除する場合 旅行代金の 40％以内 



 

157 

ニ 旅行開始当日に解除する場合（ホに掲げる場合

を除く。） 
旅行代金の 50％以内 

ホ 旅行開始後の解除又は無連絡不参加の場合 旅行代金の 100％以内 

㈡ 貸切船舶を利用する募集型企画旅行契約 
当該船舶に係る取消料の

規定によります。 

備考㈠ 取消料の金額は、契約書面に明示します。 

（注）旅行業法第 12 条の２の規定によると、旅行業者は旅行業約款を定め観光庁長官の認可

を受けなければならないが、同法第 12 条の３の規定により観光庁長官及び消費者庁長

官が定め公示した標準旅行業約款と同一の約款を定める場合には、認可を受けたものと

みなされる。 

 

 

（２）第２号 

 

民法第 420 条によると、当事者の合意により債務不履行による違約金等を定めこ

とができる。本号は、遅延損害金の利率の上限を年 14.6％とし、これよりも高い遅

延損害金の利率が定められている場合に、民法第 420 条にかかわらず、年 14.6％を

超える部分の契約条項が無効となり、年 14.6％を超える損害賠償又は違約金を消費

者に請求することができないとするものである。 

① 「当該消費者契約に基づき支払うべき金銭」 

売買契約の目的物である商品の代金、役務提供契約における役務の対価、立替払

契約における支払金等がこれに含まれる。 

② 「消費者が支払期日までに支払わない場合における」 

本号は、消費者が支払うべき金銭債務の支払遅延の場合の違約金等を対象とする

ものである。不正乗車の割増運賃のような支払期日以外の契約条項に違反したこと

による違約金等は、本号の対象とはならない。 

③ 「損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、これらを合算

した額が」 

本条第１項第１号の解説を参照のこと。 

④ 「当該支払期日に支払うべき額」 

金銭債務の支払期限に支払うこととされる金額を指す。複数回に分割して支払う

場合は、それぞれの支払ごとの支払期限及び金額を指す。 

⑤ 「年 14.6 パーセント」 

上限は、消費者の損害賠償責任を、消費者が契約に基づく金銭債務の支払を遅延
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することによって事業者に生ずべき平均的な損害の額にとどめる、という趣旨であ

るが、無効とすべき限度は、業種横断的に適用されるものとして、一定の妥当な水

準に制限するという目的、市場取引の実情、民事上の債権に係る遅延損害金の上限

を定める他の立法例を踏まえて設定されるべきものである。 

具体的には、後記の立法例として、例えば、賃金の支払の確保等に関する法律第

６条第１項において、退職した労働者に対する未払賃金を支払う事業主の債務の遅

延損害金の上限が年 14.6％となっていること等に加え、立法当時の取引の実情をみ

ても、実際に世間で使用されている契約書では、かなりのものにおいて年 14.6％（日

歩４銭）又は年 14.5％とされており、民事上の契約においては、遅延損害金の限度

としてこの基準が一種の慣習として定着し、一般的に許容される限度として受け入

れられている。その意味でこの水準は、実際の取引を混乱させるおそれがないもの

であって、遅延損害金の限度として妥当性のある利率であるものと考えられた。 

⑥ 計算方法 

年 14.6％は単利であり、当該条項が日・月等の単位で違約金等を定めているとき

は、これを年利に換算する。 

（３）効果 

第１項第１号に該当する契約条項があった場合には、平均的な損害の額を超える

部分の契約条項が無効となり、事業者は平均的な損害の額の範囲内でしか消費者に

違約金等を請求することができない。 

第１項第２号に該当する契約条項があった場合には、年 14.6％を超える部分の契

約条項が無効となり、事業者は年 14.6％の範囲内でしか消費者に違約金等を請求す

ることができない。 

 

３ 第９条第１項関連の事例 

 

（１）第１号関連の事例 

 

〔事例９－３〕 

契約後にキャンセルする場合には、以下の金額を解約料として申し受けます。

（結婚式場等の契約の例） 

（Ａ社の場合） 

実際に使用される日から１年以上前の場合 ············· 契約金額の 80％ 

（Ｂ社の場合） 

実際に使用される日の前日の場合 ····················· 契約金額の 80％ 

〔考え方〕 

例えば、Ａ社のように、結婚式場を実際に使用するのが１年後であるにもかか

わらず、契約金額の 80％を解約料として請求する場合には、通常は事業者に生ず

べき平均的な損害の額を超えると考えられるので、本号に該当し、平均的な損害
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の額を超える部分の契約条項が無効となる。すなわち、１年前のキャンセルの場

合の当該事業者に生ずべき平均的な損害の額が、仮に契約金額の５％だとすると、

80％との定めのうち 75％の部分の契約条項が無効となり、事業者は５％分しか請

求できないこととなる。 

しかし、Ｂ社の例のように、式の前日にキャンセルする場合には解約料として

契約金額の 80％を請求しても、通常は平均的な損害の額を超えるとはいえず、こ

の契約条項は無効とはならないと考えられる。 

 

（２）第２号関連の事例 

 

〔事例９－４〕 

毎月の家賃（70,000 円）は、当月 20 日までに支払うものとする。前記期限を

過ぎた場合には１か月の料金に対し年 30％の遅延損害金を支払うものとする。 

〔考え方〕 

本号に該当し年 14.6％を超える部分の契約条項が無効となる。 

例えば、代金１か月分（70,000 円）を 180 日遅延した場合には、この契約条項

どおりだと遅延損害金は、10,356 円（70,000×30％×180/365）となるが、本号の

適用によると、5,040 円（70,000×14.6％×180/365）が上限となり、5,316 円に

ついて請求できないこととなる。 

 

〔事例９－５〕電気供給約款の例 

39 違約金 

⑴ お客さまが 36（供給の停止）⑶ロからヘ（注）までに該当し、そのために料

金の全部又は一部の支払を免れた場合には、当社は、その免れた金額の３倍に

相当する金額を、違約金として申し受けます。 

（注） 電気工作物の改変等によって不正に電気を使用された場合等。 

〔考え方〕 

この違約金は、金銭債務の支払遅延に対するものではなく、電気工作物の改変

等によって不正に電気を使用された場合等に課されるものであるため、本号には

該当しない。 

 

● 第９条第１項第１号に関連する最高裁判決 

 

【１】最二判平成 18 年 11 月 27 日（裁判集民 222 号 275 頁） 

事件番号： 平成 17 年(オ)第 886 号 

事案概要： 学校教育法所定の大学を設置するＹ（上告人）らが実施した入学試験
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に合格してＹらとの間で在学契約を締結し、入学時納入金を支払っ

たものの、その後、他大学に入学するために同契約を解除したと主張

するＸ（被上告人）らが、Ｙらに対し、入学時納入金を返還しない旨

の合意は無効であるとして、不当利得に基づき各納入金相当額及び

これに対する請求（本件訴状の送達）の日の翌日から支払済みまで民

法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた事案。 

判示内容： 消費者契約法２条３項に規定する消費者契約を対象として損害賠償

の予定等を定める条項の効力を制限する同法９条１号は、憲法 29 条

に違反するものではない。 

 

【２】最二判平成 18 年 11 月 27 日（民集 60 巻９号 3437 頁） 

事件番号： 平成 17 年(受)第 1158 号・平成 17 年(受)第 1159 号 

事案概要： Ｘら（第 1158 号事件被上告人・第 1159 号事件上告人）が、それぞ

れ、Ｙ大学（第 1158 号事件上告人・第 1159 号事件被上告人）への

入学を辞退してＹ大学との間の在学契約を解除したなどとして、Ｙ

大学に対し、不当利得返還請求権に基づき、本件学生納付金相当額及

びこれらに対する遅延損害金の支払を求めた事案であり、Ｙ大学は、

Ｘらとの間に本件不返還特約が有効に存在することなどを主張し

て、Ｘらの各請求を争った。 

判示内容： ① 原告らは、本件入学金の納付により、大学に入学し得る地位又は

学生たる地位を取得するなどしてその対価を享受したものである

から、その後に入学を辞退してもその返還を求めることはできな

い。 

② 平均的な損害及びこれを超える部分については、事実上の推定が

働く余地があるとしても、基本的には、違約金等条項である不返

還特約の全部又は一部が平均的な損害を超えて無効であると主張

する学生において主張立証責任を負うものと解すべき。 
③ 一人の学生が特定の大学と在学契約を締結した後に当該在学契約

を解除した場合、その解除が当該大学が合格者を決定するに当た

って織り込み済みのものであれば、原則として、その解除によっ

て当該大学に損害が生じたということはできない。 

④ 一般に、４月１日には、学生が特定の大学に入学することが客観

的にも高い蓋然性をもって予測されるものというべきである。そ

うすると、在学契約の解除の意思表示がその前日である３月 31 日

までにされた場合には、原則として、大学に生ずべき平均的な損

害は存しないものであって、不返還特約はすべて無効となり、在

学契約の解除の意思表示が同日よりも後にされた場合には、原則
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として、学生が納付した授業料等及び諸会費等は、それが初年度

に納付すべき範囲内のものにとどまる限り、大学に生ずべき平均

的な損害を超えず、不返還特約はすべて有効となるというべき。 

 

【３】最二判平成 18 年 11 月 27 日（民集 60 巻９号 3597 頁） 

事件番号： 平成 17 年(受)第 1437 号・平成 17 年(受)第 1438 号 

事案概要： Ｘら（第 1437 号事件被上告人・第 1438 号事件上告人）が、それぞ

れ、Ｙ大学（第 1437 号事件上告人・第 1438 号事件被上告人）への

入学を辞退してＹ大学との間の在学契約を解除したなどとして、Ｙ

大学に対し、不当利得返還請求権に基づき、本件学生納付金相当額及

びこれらに対する遅延損害金の支払を求めた事案であり、Ｙ大学は、

Ｘらとの間に本件不返還特約が有効に存在することなどを主張し

て、Ｘらの各請求を争った。 

判示内容： ① 上記判例【２】の判示内容と同旨 

② 要項等に、「入学式を無断欠席した場合には入学を辞退したもの

とみなす」、「入学式を無断欠席した場合には入学を取り消す」な

どと記載されている場合には、当該大学は、学生の入学の意思の

有無を入学式の出欠により最終的に確認し、入学式を無断で欠席

した学生については入学しなかったものとして取り扱うこととし

ており、学生もこのような前提の下に行動しているものというこ

とができるから、入学式の日までに在学契約が解除されることや、

入学式を無断で欠席することにより学生によって在学契約が黙示

に解除されることがあることは、当該大学の予測の範囲内であり、

入学式の日の翌日に、学生が当該大学に入学することが客観的に

も高い蓋然性をもって予測されることになるものというべきであ

るから、入学式の日までに学生が明示又は黙示に在学契約を解除

しても、原則として、当該大学に生ずべき平均的な損害は存しな

いものというべき。 

 

【４】最二判平成 18 年 11 月 27 日（裁判集民 222 号 511 頁） 

事件番号： 平成 18 年(受)第 1130 号 

事案概要： Ｘ（上告人）が、Ｙ（被上告人）大学への入学を辞退して本件在学契

約を解除したなどとして、Ｙ大学に対し、不当利得返還請求権に基づ

き、本件学生納付金相当額から返還済みの本件後援会費相当額を控

除した残額及びこれに対する遅延損害金の支払を求めた事案であ

り、Ｙ大学は、Ｘとの間に本件不返還特約が有効に存在することなど
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を主張して、Ｘの請求を争った。 

※Ｘの母が平成 16 年３月 26 日にＹ大学に電話をかけた際、電話に応対したＹ大

学の職員が、Ｘの母に対し、授業料の返還を受けるための入学辞退届は同月 25

日必着で提出しなければならない旨及び入学式に出席しなければ入学辞退とし

て取り扱う旨述べた。 

判示内容： ① 上記判例【２】の判示内容と同旨 

② 被上告人大学の職員の上告人の母に対する上記発言により、上告

人は、既に入学辞退を決めていたのに、その手続を３月 31 日まで

執らずに４月２日の入学式に欠席することにより済まそうとした

ものと推認され、結果的に上告人において同年３月 31 日までに本

件在学契約を解除する機会を失わせたものというべきであるか

ら、被上告人大学において、本件在学契約が同年４月１日以降に

解除されたことを理由に、本件不返還特約が有効である旨主張し

て本件授業料の返還を拒むことは許されないものというべき。 

 

【５】最二判平成 18 年 12 月 22 日（裁判集民 222 号 721 頁） 

事件番号： 平成 17(受)第 1762 号 

事案概要： Ｘ（上告人）が、Ｙ（被上告人）学校（いわゆる鍼灸学校）への入学

を辞退してＹ学校との間の在学契約を解除したなどとして、Ｙ学校

に対し、不当利得返還請求権に基づき、本件学生納付金等相当額及び

これに対する遅延損害金の支払を求める事案であり、Ｙ学校は、Ｘと

の間に本件不返還特約が有効に存在することなどを主張して、Ｘの

請求を争った。 

判示内容： ① 被上告人学校の入学試験の合格者と被上告人学校との間で締結さ

れる在学契約の性質、上記合格者が入学手続の際に被上告人学校

に対して納付する学生納付金（入学金及び授業料等）の性質及び

その不返還特約の性質及び効力等については、いずれも大学にお

ける場合と基本的に異なるところはなく、大学についての当裁判

所の判例（最高裁平成 17 年（受）第 1158 号、第 1159 号同 18 年

11 月 27 日第二小法廷判決・裁判所時報 1424 号 11 頁※等）の説

示が基本的に妥当するものというべき。 

② 大学の場合と同じく、入学すべき年の３月 31 日までは、被上告人

学校と在学契約を締結した学生が被上告人学校に入学することが

客観的にも高い蓋然性をもって予測されるような状況にはなく、

同日までの在学契約の解除について被上告人学校に生ずべき平均

的な損害は存しない。 

※前記【４】 
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【６】最三判平成 22 年３月 30 日（裁判集民 233 号 353 頁） 

事件番号： 平成 21 年(受)第 1232 号 

事案概要： Ｙ（上告人）の設置する大学の推薦入学試験に合格したＸ（被上告

人）が、入学を辞退して在学契約を解除したなどと主張して、Ｙに対

し、不当利得返還請求権に基づき、納付済みの授業料等相当額の返還

を求めた事案。 

※学生募集要項に、一般入学試験等の補欠者につき、４月７日までに通知がない

場合に不合格となる旨の記載がある。推薦入学試験の合格者については、いわ

ゆる専願等を資格要件とするものではなく、学生納付金の納付期限から他大学

医学部の一般入学試験日まで相当の期間がある。 

判示内容： ① 上記判例【２】の判示内容③及び④と同旨 

② 学生募集要項の上記の記載は、一般入学試験等の補欠者とされた

者について４月７日までにその合否が決定することを述べたにす

ぎず、推薦入学試験の合格者として在学契約を締結し学生として

の身分を取得した者について、その最終的な入学意思の確認を４

月７日まで留保する趣旨のものとは解されない。 

③ 専願等を資格要件としない推薦入学試験の合格者について特に、

一般入学試験等の合格者と異なり４月１日以降に在学契約が解除

されることを当該大学において織り込み済みであると解すべき理

由はない。 

 

● 第９条第１項第２号関連の立法例 

 

金銭債務の支払を遅延した場合における遅延損害金の利率を年 14.6％としてい

る規定の例としては以下のようなものがある。 

 

中小企業倒産防止共済法（昭和 52 年法律第 84 号） 

（共済金の貸付けの条件等） 

第 10 条 

３ 機構は、共済金の貸付けを受けた者が共済金をその償還期日までに償還しなかつたときは、

その者に対し、その延滞した額につき年 14.6 パーセントの割合で償還期日の翌日から償還の

日の前日までの日数によつて計算した額の範囲内において、違約金を納付させることができる。 

（一時貸付金の貸付け） 

第 10 条の２ 

５ 機構は、一時貸付金の貸付けを受けた者が一時貸付金をその償還期日までに償還しなかつた

ときは、その者に対し、その延滞した額につき年 14.6 パーセントの割合で償還期日の翌日から

償還の日の前日までの日数によつて計算した額の範囲内において、違約金を納付させることが

できる。 

（割増金） 
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第 16 条 機構は、共済契約者が掛金をその納付期限までに納付しなかつたときは、その者に対

し、その延滞した額につき年 14.6 パーセントの割合で納付期限の翌日から納付の日の前日ま

での日数によつて計算した額の範囲内において、割増金を納付させることができる。 

 

賃金の支払の確保等に関する法律（昭和 51 年法律第 34 号） 

（退職労働者の賃金に係る遅延利息） 

第６条 事業主は、その事業を退職した労働者に係る賃金（退職手当を除く。以下この条におい

て同じ。）の全部又は一部をその退職の日（退職の日後に支払期日が到来する賃金にあっては、

当該支払期日。以下この条において同じ。）までに支払わなかつた場合には、当該労働者に対し、

当該退職の日の翌日からその支払をする日までの期間について、その日数に応じ、当該退職の

日の経過後まだ支払われていない賃金の額に年 14.6 パーセントを超えない範囲内で政令で定

める率を乗じて得た金額を遅延利息として支払わなければならない。 

（注）年 14.6％（政令第１条） 

 

建設業法（昭和 24 年法律第 100 号） 

（特定建設業者の下請代金の支払期日等） 

第 24 条の６ 

４ 特定建設業者は、当該特定建設業者が注文者となつた下請契約に係る下請代金を第１項の規

定により定められた支払期日又は第２項の支払期日までに支払わなければならない。当該特定

建設業者がその支払をしなかつたときは、当該特定建設業者は、下請負人に対して、第 24 条の

４第２項の申出の日から起算して 50 日を経過した日から当該下請代金の支払をする日までの

期間について、その日数に応じ、当該未払金額に国土交通省令で定める率を乗じて得た金額を

遅延利息として支払わなければならない。 

（注）年 14.6％（省令第 14 条） 

 

Ⅱ 第２項 

 

１ 趣旨 

 

 消費者契約の解除等に伴う違約金等については、契約解除時に消費者の関心事

項となるものである。しかし、令和４年通常国会改正前は、監督規制等がない場合

等契約解除時の情報提供については事業者に明文の規定が設けられておらず、事

業者から消費者に対して、十分な情報提供がなされていないことがあった。その結

果、違約金が発生することが契約条項に明記されていたとしても、違約金額が妥当

なものであることについて事業者から十分な説明がないため、消費者が判断でき

ずに紛争が発展することがあった。また、令和４年通常国会改正前は、監督規制等

がない場合等において、違約金等を定めた契約条項に基づき損害賠償又は違約金

を請求する際に違約金等について何ら説明をする必要がないため、高額な違約金

等を設定して不当に利益を収受している事業者も存在していたと考えられる。 

そこで令和４年通常国会改正により、消費者と事業者との間に生じている情報

の量及び質並びに交渉力の格差を解消するため、消費者からの求めに応じて、事業

者に対して違約金等の算定の根拠の概要について説明する努力義務を規定したも

のである。本項は、契約締結後であっても、事業者が努力義務を負う場合があるこ
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とを定めるものである（第３条第１項第４号の解説も参照のこと）。 

 

２ 条文の解釈 

 

本項は、事業者が違約金等を定めた契約条項に基づき違約金等を請求する場合に

おいて消費者からの求めに応じて、事業者に違約金等の算定の根拠の概要について

説明する努力義務を課すものである。 

 

① 「消費者契約の解除に伴う」 

 

 本条第１項第１号の解説を参照のこと。 

 

② 「損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項」 

 

 本条第１項第１号の解説を参照のこと。 

 

 ③ 「損害賠償又は違約金の支払を請求する場合において、当該消費者から説明

を求められたときは」 

 

 違約金等について説明が必要となる場面については、①違約金等がトラブルとな

りやすいのは実際に事業者が消費者に対して違約金等を定めた契約条項に基づき違

約金等を請求する場面であること、②消費者が違約金等について事業者に対して説

明を求めていない場合にまで事業者に義務を課す必要がないことを踏まえて、「損

害賠償又は違約金の支払を請求する場合において、当該消費者から説明を求められ

たとき」に説明する努力義務を規定したものである。なお、事業者が違約金等を定

める契約条項に基づき消費者から受領した契約の対価の返還を拒み、違約金等とし

て当該対価の全部又は一部を収受するような事例についても、事業者が消費者に対

して違約金等を請求して違約金等を受領した状態といえるため、「損害賠償又は違

約金の支払を請求する場合」に含まれる。 

 

 ④ 「損害賠償の額の予定又は違約金の算定の根拠の概要」 

 

 「損害賠償の額の予定又は違約金の算定の根拠」とは、違約金等を事業者が設定

するに当たって考慮した事項、当該事項を考慮した理由、使用した算定式、金額が

適正と考えた根拠など違約金等を設定した合理的な理由を意味している。違約金等

を設定するに当たって考慮した事項としては、例えば、消費者契約における商品、

権利、役務等の対価、解除の時期、消費者契約の代替可能性、費用の回復可能性な

ど違約金等に影響を与える事項をいう。また、事業者に求められる説明は算定の根

拠の概要であるため、費用などの具体的な数字についてまでは説明する必要はなく、

違約金等の設定に当たり考慮された費用項目などを説明することで足りる。 



 

166 

なお、消費者からすれば、請求されている「損害賠償又は違約金」の具体的な金

額と「平均的な損害の額」との関係性が説明されなければ、請求されている金額が

妥当なのか判断できない。したがって、事業者は、請求する損害賠償又は違約金が

平均的な損害の額を超えているか否かについて、消費者が理解し得るように説明す

るよう努めなければならない。 

 

 

 ⑤ 「説明するよう努めなければならない」 

 本項は努力義務であるので、本項に規定する義務違反を理由として意思表示の取

消しや損害賠償責任といった私法的効力が直ちに生ずるものではない。 

 

● 算定の根拠の概要の説明の具体例 

 

〔事例９－６〕結婚式場利用契約の例 

挙式１か月前に契約を解除された場合は、見積額×35％のキャンセル料を頂戴

いたします。 

〔考え方〕 

 「当社の結婚式では会場の装飾品の仕入れや司会者等の人員の手配を挙式本番

の１か月前で通常は完了させており、挙式が中止になっても当該費用が発生しま

す。そのため、当該人件費等を含めてキャンセル料を設定しています。」等と回答

すれば、算定の根拠の概要を説明していることとなり努力義務を履行したことと

なる。 

 

〔事例９－７〕コンサートチケットの例 

（コンサート鑑賞をキャンセルして）チケットの払戻しを受ける場合には、解

約手数料として 100 円かかります。 

〔考え方〕 

 「チケットは転売防止のために購入者の氏名を入力して印刷しており、当該チ

ケットの印刷費やシステムにキャンセルを入力する人件費等が損害として発生し

ており、当該費用は 100 円を超えることは明らかである。そのため、解約手数料

として 100 円を設定している。」等と回答すれば努力義務を履行したこととなる。 

 

●「平均的な損害の額」の立証 

 

「平均的な損害の額」について、最高裁（上述の本条第１項第１号に関連する
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最高裁判決【２】）は、事実上の推定が働く余地があるとしても、基本的には、消

費者が立証責任を負うものと判断した。しかし、「当該事業者に生ずべき平均的な

損害の額」はその事業者に固有の事情であり、立証のために必要な資料は主とし

て事業者が保有していることから、裁判や消費生活相談において、消費者による

「平均的な損害の額」の立証が困難な場合もあると考えられる。 

そこで、本条第２項において消費者に対して違約金等の算定の根拠の概要を、

また第 12 条の４第２項において適格消費者団体に対して違約金等の算定根拠を

事業者が説明する努力義務を規定し、違約金等を定める際に考慮した事項や算定

式などの情報を提供することとしている。事業者から提供された違約金等を定め

る際に考慮した事項や算定式などの情報を用いることにより、消費者や適格消費

者団体は当該情報を用いて平均的な損害の額を算定しやすくなり立証責任の負担

軽減につながると考えられる。 

また、第３条第１項第２号は、事業者と消費者との間に情報・交渉力の格差が

あることを踏まえ、消費者の理解を深めるため、事業者の努力義務として、消費

者契約の締結について勧誘をするに際して、消費者の権利義務その他の消費者契

約の内容についての必要な情報を消費者に提供することを定めている。その趣旨

に照らすと、消費者契約の締結について勧誘する際も違約金等に関する内容が消

費者にとって当該契約を締結するのに必要な情報に該当する場合は、事業者は消

費者に対して違約金等の算定の根拠の概要や「平均的な損害の額」についての情

報を提供するよう努めなければならないと解される（注１）。 

なお、本条第１項第１号における「当該事業者に生ずべき平均的な損害の額」

に関しては、事業者が、違約金等を定める契約条項を定める際に、あらかじめ「平

均的な損害の額」を十分算定していれば、紛争が生じた場合でも、算定根拠を示

した説明も容易となり、違約金等を巡るトラブルも回避できるものと考えられる

（注２）。また、本条第２項により違約金等の算定の根拠の概要について説明する

努力義務が規定されている趣旨に照らせば、事業者においては、違約金等を定め

るに際しては、合理的な根拠を持って「平均的な損害の額」を算定しておくこと

が期待されている。 

（注１）民事訴訟法において、営業秘密等、文書の所持者がその提出を拒絶することができ

る事由があるとされるような場合（同法第 220 条第４号ハ）まで、その対象に含まれる

という趣旨ではない。 

（注２）内閣府消費者委員会消費者契約法専門委員会報告書（平成 29 年８月）９頁。 
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第 10 条（消費者の利益を一方的に害する条項の無効） 

（消費者の利益を一方的に害する条項の無効） 

第10条 消費者の不作為をもって当該消費者が新たな消費者契約の申込み又はそ

の承諾の意思表示をしたものとみなす条項その他の法令中の公の秩序に関しな

い規定の適用による場合に比して消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加

重する消費者契約の条項であって、民法第１条第２項に規定する基本原則に反

して消費者の利益を一方的に害するものは、無効とする。 

 

１ 趣旨等 

 

（１）趣旨 

 

消費者契約の実態をみると、第８条及び第９条に規定する契約条項以外にも、消

費者の利益を一方的に害する契約条項が存在する。そこで、本条においては、消費

者契約の条項が無効となる場合についての包括的なルールを定めている。すなわち、

本条では、任意規定の適用による場合に比べ、消費者の権利を制限し又は消費者の

義務を加重する契約条項で（第一要件）、民法第１条第２項の基本原則に反して消費

者の利益を一方的に害するもの（第二要件）の効力を否定することとしている。 

なお、第一要件にいう任意規定には、法律の明文の規定のみならず一般的な法理

等も含まれると解されている（最判平成 23 年７月 15 日民集 65 巻５号 2269 頁。後

掲最高裁判決【３】）。そこで、その趣旨を踏まえ、予測可能性を高め、紛争を予防

する等の観点から、平成 28 年改正において、第一要件に該当する契約条項の例とし

て、「消費者の不作為をもって当該消費者が新たな消費者契約の申込み又はその承

諾の意思表示をしたものとみなす条項」を挙げることとした。 

 

（２）本条の必要性 

 

第８条及び第９条においては、 

① 対象となる契約条項がどのような事項に関するものか（→例えば第９条第１

項第２号は遅延損害金に関するもの） 

② 当該事項に関する契約条項がどのような場合に無効となるか（→例えば第９

条第１項第２号では遅延損害金が年 14.6％を超える場合） 

を定めることとしているが、消費者契約においては、それ以外にも無効となるべき

契約条項が想定される。 

そこで、本条においては、消費者契約の条項が、 

① 任意規定によれば消費者が本来有しているはずの権利を制限し、又は任意規

定によれば消費者が本来負うこととなる義務を加重している場合（すなわち、

任意規定から消費者に不利な方向に乖離している場合）であって、かつ、 

② 当該契約条項の援用によって、民法第１条第２項で規定されている信義則に
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反する程度に一方的に消費者の利益を侵害する場合（すなわち、当該乖離が消

費者契約において具体化される民法の信義則上許容される限度を超えている場

合） 

には、当該契約条項を無効としたものである。 

 

２ 条文の解釈 

 

（１）第一要件 

 

第一要件は、「法令中の公の秩序に関しない規定の適用による場合に比して消費

者の権利を制限し又は消費者の義務を加重する消費者契約の条項」に該当すること

である。また、第一要件に該当する契約条項の例として、「消費者の不作為をもって

当該消費者が新たな消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたものとみな

す条項」を挙げている。 

① 「法令中の公の秩序に関しない規定」 

「法令中の公の秩序に関しない規定」とは、いわゆる任意規定のことを指す。法

令中の規定には、当事者の意思の如何を問わず無条件に適用され、その規定に反す

る当事者間の特約を無効とするという効力を有する規定（いわゆる強行規定）もあ

るが、それとは反対に、その規定よりも当事者間の特約が優先し、当事者がその規

定と異なる意思を表示しない場合に限り適用される規定もある。後者のような規定

を任意規定という。ある規定が任意規定であるか否かは、個々の規定の解釈による。 

なお、前述のとおり、ここでいう任意規定の意義については、「明文の規定のみな

らず、一般的な法理等も含まれると解するのが相当である。」と解されている（後掲

最高裁判決【３】（注））。「一般的な法理等」としては、賃貸借契約において特約がな

ければ賃借人は更新料を支払う義務は負わないということや、所有権者の意思によ

らずに所有権の放棄は認められないということ等が考えられる（以下、「任意規定」

という場合には、一般的な法理等も含めた「任意規定」を指すものとする。）。 

（注）居住用建物の賃貸借契約の賃借人が、更新料の支払を約する契約条項（更新料条項）が

本条により無効であると主張して、賃貸人に対し、不当利得返還請求権に基づき、支払済

みの更新料の返還を求めた事案。最高裁は、本条の第一要件にいう任意規定について上記

のとおり判示した上で、「賃貸借契約は、賃貸人が物件を賃借人に使用させることを約し、

賃借人がこれに対して賃料を支払うことを約することによって効力を生ずる（民法 601 条）

のであるから、更新料条項は、一般的には賃貸借契約の要素を構成しない債務を特約によ

り賃借人に負わせるという意味において、任意規定の適用による場合に比し、消費者であ

る賃借人の義務を加重するものに当たるというべきである。」とした。 

② 「消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加重する」 

消費者と事業者との間の特約がなければ、本来任意規定によって消費者が行使す

ることができる権利を、特約によって制限すること、又は、消費者と事業者との間

の特約がなければ、本来任意規定によって消費者に課される義務を、特約によって
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加重することを指す。 

 

③ 消費者の不作為をもって当該消費者が新たな消費者契約の申込み又はその承

諾の意思表示をしたものとみなす条項 

本条では、第一要件に該当する契約条項の例として、「消費者の不作為をもって当

該消費者が新たな消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたものとみなす

条項」を挙げている。これは、消費者と事業者との間で締結された消費者契約の条

項において、消費者が一定の行為をしない場合に、当該消費者が明示又は黙示の意

思表示をしていなくても、新たな消費者契約を締結したものとみなすこととされて

いる場合である。 

前述のとおり、最高裁は、本条の第一要件における任意規定に明文の規定のみな

らず一般的な法理等も含まれる旨を判示した。そこで、現行法に明文で定められて

いない一般的な法理等と比較して、消費者の権利を制限し、又は消費者の義務を加

重する契約条項を例示することにより、第一要件における任意規定には一般的な法

理等も含まれるということを示すこととしたものである。なお、この例示との関係

での一般的な法理等は、当事者の意思表示がなければ契約は成立しないということ

である。 

もっとも、この例示は、あくまでも第一要件に該当する契約条項の例示にすぎな

い。したがって、この例示に該当する契約条項が全て無効となるというわけではな

く、それが第二要件にも該当して初めて無効となる。例えば、建物の賃貸借契約や

商品の定期購読契約等においては、往々にして、契約期間終了前の一定期間に当事

者双方から特段の申入れがなければ自動的に同一の条件で契約が更新される旨の契

約条項が設けられている。このような自動更新条項も、形式的にはこの例示に該当

する契約条項ということになるが、その契約の内容等にもよるものの、そのような

契約条項の中には、煩瑣な手続を回避することができるという点で消費者にとって

便利であり、更新により消費者が受ける不利益も小さいと評価できるものも多く、

第二要件を満たさない（無効とされない）場合も多く存在すると考えられる。 

 

● ③に該当する契約条項の例 

 

〔事例 10－１〕 

通信販売で掃除機１台を購入したところ、当該掃除機が届けられた際に健康食

品のサンプルが同封されていた。当該掃除機の購入契約には、継続購入が不要で

ある旨の電話を消費者がしない限り、今後、当該健康食品を１か月に１回の頻度

で継続的に購入する契約を締結したものとみなす旨の契約条項が含まれていた。 

 

（２）第二要件 
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第二要件は、「民法第１条第２項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一

方的に害するもの」に該当することである。 

 

① 「民法第１条第２項に規定する基本原則に反して」 

民法第１条第２項には「権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わな

ければならない」とされている。信義誠実とは、「社会共同生活の一員として、互に

相手方の信頼を裏切らないように、誠意をもって行動することである」（我妻榮『新

訂民法総則（民法講義Ⅰ）』（岩波書店、1965）34 頁）とされている。すなわち、民

法第１条第２項では、権利の行使及び義務の履行に当たっては、相手方の信頼を裏

切らないように誠意を持って行動することが要請されているということである。こ

の信義誠実の原則（信義則）は、「権利の行使及び義務の履行」全般に関する民法の

指導原理となっている。 

民法第１条第２項によって個別の契約条項に基づく権利主張を制限し得ることは、

裁判実務上も定着しているが、こうした裁判例は、当該契約条項自体を無効にして

いるわけではなく、当該契約条項を用いた権利主張が、当該具体的事情の下におい

ては制限されるということを企図するものと考えられる。こうした裁判例を整理す

ると、当該事案における一切の個別事情を考慮した上で、契約条項の内容が一方当

事者に不当に不利である場合には、当該契約条項に基づく権利主張が制限されてい

る。 

例えば、東京地判平成２年 10 月 26 日（判例時報 1394 号 94 頁）は、土地建物の

売買契約において、越境建物を所有する隣地地主から越境建物の取り壊しについて

の承諾書を取得するとの特約に売主が反したことを理由として、買主が契約解除に

伴う違約金条項に基づき２億 2700 万円（売買代金の２割相当額）の損害賠償を請求

した事案について、売買契約締結の目的、経緯、その後の履行状況、債務不履行の

程度、本件売買をめぐる当事者の利害関係等に照らすと、違約金として約定の全額

を請求することができるとすることは衡平を著しく損ない、不当であって、信義誠

実の原則に反するといわざるを得ないとし、約定違約金の３割に相当する額の支払

を求めることができるとしている。 

これに対し、本条においては、信義則に違反する権利の行使や義務の履行を設定

する契約条項については、それに基づく事業者の権利の行使を認めないこととする

にとどまらず、当該契約条項を無効とし、当該契約条項において意図された法的効

果を初めからなかったことにしようとするものである。 

法文上、「民法第１条第２項に規定する基本原則に反し」と明記していることから、

本条に該当し無効となる条項は、民法第１条第２項の基本原則に反するものとして

当該契約条項に基づく権利の主張が認められないものである。 

なお、当該契約条項が信義則に反するものか否かについては、「消費者契約法の趣

旨、目的（同法１条参照）に照らし、当該条項の性質、契約が成立するに至った経

緯、消費者と事業者との間に存する情報の質及び量並びに交渉力の格差その他諸般
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の事情を総合考量して判断されるべきである」と解されている（後掲最高裁判決

【３】）。具体的には、例えば、本条の第一要件に例示されている契約条項との関係

では、当該契約条項によって消費者が受ける不利益がどの程度のものか、契約締結

時に当該条項の内容を十分に説明していたか等の事情も考慮し、消費者契約法の趣

旨、目的に照らして判断されるものと考えられる。 

② 「消費者の利益を一方的に害する」 

消費者と事業者との間にある情報・交渉力の格差を背景として、当該契約条項に

より、任意規定によって消費者が本来有しているはずの利益を、信義則に反する程

度に両当事者の衡平を損なう形で侵害することを指す。 

 

（３）効果 

 

本条は、信義則に反する程度に任意規定から乖離する契約条項を、その限りにお

いて無効とするものである。契約条項が無効となれば、当該契約条項は最初からな

かったこととなり、任意規定に則った取扱いがなされることとなる。 

 

３ 本条により無効となる可能性がある契約条項の例 

 

当該契約の目的となるもの、対価その他の取引条件、契約類型等にもよるが、消

費者契約において、本条により、無効となる可能性のある契約条項としては、例え

ば、次のようなものが考えられる。 

 

〔事例 10－２〕 

事業者からの解除・解約の要件を緩和する契約条項 

〔考え方〕 

例えば、民法第 541 条により、相当の期間を定めた履行の催告をした上で解除

をすることとされている場面について、特に正当な理由もなく、消費者の債務不

履行の場合に事業者が相当の期間を定めた催告なしに解除することができるとす

る契約条項については、無効とすべきものと考えられる（なお、保険料の払込み

がされない場合に履行の催告なしに生命保険契約が失効する旨を定める約款の契

約条項に関する最高裁平成 24 年３月 16 日判決（民集 66 巻 5 号 2216 頁。後掲最

高裁判決【４】）参照）。 

 

〔事例 10－３〕 

事業者の証明責任を軽減し、又は消費者の証明責任を過重する契約条項 

〔考え方〕 

証明責任を法定の場合よりも消費者に不利に定める契約条項（例えば、債務不
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履行に基づく損害賠償責任（民法第 415 条）に関し、事業者の責めに帰すること

ができる事由を消費者に証明させる契約条項）は、無効となり得る。 

 

〔事例 10－４〕 

消費者の権利の行使期間を制限する契約条項 

〔考え方〕 

契約不適合責任の権利の行使期間については、当該契約内容の特性等により任

意規定と異なる定めをすることは許容されるべきであるが、正当な理由なく行使

期間を法定の場合よりも不当に短く設定する契約条項は、民法第 566 条（権利の

行使期間は事実を知ったときから１年以内）に比べ、消費者の義務を加重するも

のとして、無効となり得る。 

 

〔事例 10－５〕 

消費者が有する解除権の行使を制限する契約条項 

〔考え方〕 

 例えば、電気通信回線の利用契約において、消費者による解除権の行使の方法

を電話や店舗の手続に限定する契約条項や、予備校の利用規約等において、消費

者の解除事由を限定するとともに、中途解約権の行使の際には解除事由が存在す

ることを明らかにする診断書等の書類の提出を要求する契約条項の使用例が見ら

れる。 

 民法第 540 条第１項は、解除の意思表示について法律上一定の方式によらねば

らないとするものではないため、このような契約条項は本条の第一要件に該当す

る。 

 このような契約条項が使用され、消費者が解除権を容易に行使できない状態が

生じる場合には、消費者に解除権が認められた趣旨が没却されかねない。他方で、

事業者は、消費者が消費者契約を解除する際、本人確認や契約関係の確認を行う

ため、解除を書面や対面によるものに限る必要性が生じる場面も考えられる。ま

た、解除権の行使方法をあらかじめ定めておくことで、消費者からの解除の意思

表示を見逃さずに対応できることや、大量の契約について統一的な手法・手続に

よることで迅速な事務作業が可能になり、それによって多くの消費者に一定の品

質でサービスを提供できるといった、消費者にとってのメリットもあり得ると考

えられる。 

 これらの事情を総合考量した結果、本条の第二要件にも該当すると判断された

場合には、消費者の解除権の行使を制限する契約条項は無効となり得る。 

 

〔事例 10－６〕 

消費者の生命又は身体の侵害による事業者の損害賠償責任を免除する契約条項 
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〔考え方〕 

事業者の損害賠償責任の全部を免除する契約条項や、事業者の損害賠償責任の

一部を免除する契約条項のうち当該事業者の故意又は重過失によるものは、第８

条第１項の規定により無効となる。これに対して、事業者の損害賠償責任の一部

を免除する契約条項のうち、当該事業者の軽過失によるものについては、第８条

第１項の規定により無効となるものではないが、生命又は身体が重要な法益であ

ることに照らすと、消費者の生命又は身体の侵害による損害賠償責任を免除する

契約条項は、本条によって無効となり得ると考えられる。 

参考になる裁判例として、事業者が損害賠償責任を負う範囲を、事業者の故意

又は重過失に起因する損害以外は治療費等の直接損害に限定する契約条項につい

て、本条の規定により無効である疑いがある旨を判示したものがある（札幌高判

平成 28 年５月 20 日判例時報 2314 号 40 頁）。 

なお、旅客運送契約については、旅客の生命又は身体の侵害による運送人の損

害賠償の責任を免除し又は軽減する特約は無効とする旨の規定が設けられている

（商法第 591 条第１項）。 

 

〔事例 10－７〕 

消費者の所有権等を放棄するものとみなす契約条項 

〔考え方〕 

例えば、建物等の一時的な利用契約において、消費者が賃借物件内に動産を残

置するなどの一定の行為をしたことをもって、当該消費者が有する所有権等の権

利を放棄したものとみなす契約条項や、ウェブサイト利用規約において、消費者

が情報等を事業者に送付したことをもって、当該情報等に関する一切の権利を放

棄したものとみなす契約条項のように、消費者の一定の行為をもって消費者が自

らの権利を放棄する意思表示をしたものとみなす契約条項の使用例が見られる。 

 このような契約条項は、権利放棄の意思を擬制するための前提事実となる一定

の行為から推認される意思と、擬制される権利放棄の意思との間の乖離の程度が

大きい場合には、権利の放棄は権利者の意思によるという私法の明文の規定によ

らない一般的な法理と抵触するため、本条の第一要件に該当する。 

 他方で、賃貸借契約終了後に賃借人が廃棄物を残置した場合のように一定の社

会的な必要性がある場合や、賃借人等の明示的な作為をもって意思表示が推定さ

れるような場合、然るべき手続や段階・期間等を経ている場合や、消費者の保護

の必要性がある場合等、消費者が権利を放棄する意思表示をしたものとみなす契

約条項を一律に不当と評価することが適切でない場合もある。 

 これらの事情を総合考量した結果、本条の第二要件にも該当すると判断された

場合には、消費者の所有権等を放棄するものとみなす契約条項は無効となり得る。 

 なお、所有権等を放棄するものとみなす契約条項には、法律上事業者に動産類

の処分が認められている場合（遺失物法第 20 条等）について同様の規定を行う例
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が考えられるが、このような場合は法律に基づき動産類の処分が有効に行われる

のであり、契約条項の効力が問題とされなければならない場面ではないと考えら

れる。 

 

● 決定権限付与条項・解釈権限付与条項 

 

第８条及び８条の２の規定に該当しない決定権限付与条項及び解釈権限付与条

項であっても、本条の規定が適用されることにより無効となるものがある。 

 例えば、消費者の権利又は義務を定める任意規定の要件に該当するか否かを決

定する権限を事業者に付与する契約条項には、個別の事案によるものの、本条の

規定の要件を満たし、無効となり得るものがある。 

 

● 本条に関連する最高裁判決 

 

【１】最一判平成 23 年３月 24 日（民集 65 巻２号 903 頁） 

事件番号： 平成 21 年(受)第 1679 号 

事案概要： 居住用建物をＹ（被上告人）から賃借し、賃貸借契約終了後これを明

け渡したＸ（上告人）が、Ｙに対し、同契約の締結時に差し入れた保

証金のうち返還を受けていない 21万円及びこれに対する遅延損害金

の支払を求めた事案。Ｙは、同契約には保証金のうち一定額を控除

し、これをＹが取得する旨の特約が付されていると主張したのに対

し、Ｘは、同特約は本条により無効であるとして、これを争った。 

※契約締結から明渡しまでの経過年数に応じて 18 万円ないし 34 万

円を保証金から控除。賃料は月額９万 6000 円。 

判示内容： ① 消費者契約である居住用建物の賃貸借契約に付された敷引特約

は、当該建物に生ずる通常損耗等の補修費用として通常想定され

る額、賃料の額、礼金等他の一時金の授受の有無及びその額等に

照らし、敷引金の額が高額に過ぎると評価すべきものである場合

には、当該賃料が近傍同種の建物の賃料相場に比して大幅に低額

であるなど特段の事情のない限り、信義則に反して消費者である

賃借人の利益を一方的に害するものであって、消費者契約法 10 条

により無効となると解するのが相当。 

② 本件敷引金の額は、上記経過年数に応じて上記金額の２倍弱ない

し３．５倍強にとどまっていることに加えて、上告人は、本件契約

が更新される場合に１か月分の賃料相当額の更新料の支払義務を
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負うほかには、礼金等他の一時金を支払う義務を負っていない。

そうすると、本件敷引金の額が高額に過ぎると評価することはで

きず、本件特約が消費者契約法 10 条により無効であるということ

はできない。 

 

【２】最三判平成 23 年７月 12 日（裁判集民 237 号 215 頁） 

事件番号： 平成 22 年(受)第 676 号 

事案概要： 居住用建物をＹ（上告人）から賃借し、賃貸借契約終了後これを明け

渡したＸ（被上告人）が、Ｙに対し、同契約の締結時に差し入れた保

証金のうち返還を受けていない 80 万 8074 円及びこれに対する遅延

損害金の支払を求めた事案。Ｙは、同契約には保証金のうち一定額を

控除し、これをＸが取得する旨の特約が付されているなどと主張す

るのに対し、Ｘは、同特約は本条により無効であるなどとして、これ

を争った。 

※保証金は 100 万円、敷引金は 60 万円。賃料は、契約当初は月額 17

万 5000 円、更新後は 17 万円。 

判示内容： ① 上記判例【１】と同旨 

② 本件敷引金の額はその３．５倍程度にとどまっており、高額に過

ぎるとはいい難く、本件敷引金の額が、近傍同種の建物に係る賃

貸借契約に付された敷引特約における敷引金の相場に比して、大

幅に高額であることもうかがわれない。以上の事情を総合考慮す

ると、本件特約は、信義則に反して被上告人の利益を一方的に害

するものということはできず、消費者契約法 10 条により無効であ

るということはできない。 

 

【３】最二判平成 23 年７月 15 日（民集 65 巻５号 2269 頁） 

事件番号： 平成 22 年(オ)第 863 号・平成 22 年(受)第 1066 号 

事案概要： 居住用建物をＹ（上告人）から賃借したＸ（被上告人）が、更新料の

支払を約する条項、定額補修分担金に関する特約は、本条によりいず

れも無効であると主張して、Ｙに対し、不当利得返還請求権に基づき

支払済みの更新料の返還を求めた事案。 

※賃貸借期間は１年。更新料は賃料の２か月分。 

判示内容： ① 消費者契約法 10条が憲法 29条１項に違反するものでないことは、

明らかである。 

② 消費者契約法 10 条は、消費者契約の条項を無効とする要件とし

て、当該条項が、民法等の法律の公の秩序に関しない規定、すなわ
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ち任意規定の適用による場合に比し、消費者の権利を制限し、又

は消費者の義務を加重するものであることを定めるところ、ここ

にいう任意規定には、明文の規定のみならず、一般的な法理等も

含まれると解するのが相当。 

③ 消費者契約法 10 条は、消費者契約の条項を無効とする要件とし

て、当該条項が、民法１条２項に規定する基本原則、すなわち信義

則に反して消費者の利益を一方的に害するものであることをも定

めるところ、当該条項が信義則に反して消費者の利益を一方的に

害するものであるか否かは、消費者契約法の趣旨、目的（同法１条

参照）に照らし、当該条項の性質、契約が成立するに至った経緯、

消費者と事業者との間に存する情報の質及び量並びに交渉力の格

差その他諸般の事情を総合考量して判断されるべきである。 

④ 賃貸借契約書に一義的かつ具体的に記載された更新料条項は、更

新料の額が賃料の額、賃貸借契約が更新される期間等に照らし高

額に過ぎるなどの特段の事情がない限り、消費者契約法 10 条にい

う「民法第１条第２項に規定する基本原則に反して消費者の利益

を一方的に害するもの」には当たらないと解するのが相当。 

⑤ 本件条項は本件契約書に一義的かつ明確に記載されているとこ

ろ、その内容は、更新料の額を賃料の２か月分とし、本件賃貸借契

約が更新される期間を１年間とするものであって、上記特段の事

情が存するとはいえず、これを消費者契約法 10 条により無効とす

ることはできない。 

 

【４】最二判平成 24 年３月 16 日（民集 66 巻５号 2216 頁） 

事件番号： 平成 22 年(受)第 332 号 

事案概要： 保険会社であるＹ（上告人）との間で生命保険等の保険契約を締結し

たＸ（被上告人）が、Ｙに対し、上記保険契約が存在することの確認

を求めた事案。Ｙは、約定の期間内に保険料の払込みがないときは当

然に保険契約が失効する旨の約款の条項により上記保険契約は失効

したと主張したのに対し、Ｘは、上記条項は本条により無効であるな

どとして、これを争った。 

（※１）本件各保険契約においては、保険料は払込期月内に払い込む

べきものとされ、それが遅滞しても直ちに保険契約が失効する

ものではなく、この債務不履行の状態が一定期間内に解消され

ない場合に初めて失効する旨が明確に定められており、上記一

定期間は、１か月とされている。また、払い込むべき保険料等の

額が解約返戻金の額を超えないときは、自動的に上告人が保険

契約者に保険料相当額を貸し付けて保険契約を有効に存続させ
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る旨の本件自動貸付条項が定められていて、長期間にわたり保

険料が払い込まれてきた保険契約が１回の保険料の不払により

簡単に失効しないようにされている。 
（※２）上告人は、本件失効条項は、保険料支払債務の不履行があっ

た場合には契約失効前に保険契約者に対して保険料払込みの督

促を行う実務上の運用を前提とするものである旨を主張した。 

判示内容： 本件約款において、保険契約者が保険料の不払をした場合にも、その

権利保護を図るために一定の配慮をした上記イのような定め（事案

概要の※１参照）が置かれていることに加え、上告人において上記の

ような運用（事案概要の※２参照）を確実にした上で本件約款を適用

していることが認められるのであれば、本件失効条項は信義則に反

して消費者の利益を一方的に害するものに当たらないものと解され

る。 

 

【５】最一判令和４年 12 月 12 日（民集 76 巻７号 1696 頁） 

事件番号： 令和３年(受)第 987 号 

事案概要： 適格消費者団体である上告人が、賃貸住宅の賃借人の委託を受けて

賃借人の賃料等の支払に係る債務を保証する事業を営む会社である

被上告人に対し、本件契約書 13 条１項前段、18 条２項２号等の各条

項（※）が第 10 条に規定する契約条項に当たるなどと主張して、第

12 条３項本文に基づき、上記各条項を含む消費者契約の申込み又は

その承諾の意思表示の各差止め、上記各条項が記載された契約書ひ

な形が印刷された契約書用紙の各廃棄等を求めた事案。 

（※）契約条項は以下のとおり。「乙」は賃借人、「丁」は被上告人、

「原契約」は賃貸人と乙との賃貸借契約を指す。 

（13 条１項前段） 

１ 丁は、乙が支払を怠った賃料等及び変動費の合計額が賃料３か

月分以上に達したときは、無催告にて原契約を解除することが

できるものとする。 

（18 条２項２号） 

３ 丁は、乙が賃料等の支払を２か月以上怠り、丁が合理的な手段  

を尽くしても乙本人と連絡がとれない状況の下、電気・ガス・水

道の利用状況や郵便物の状況等から本件建物を相当期間利用し

ていないものと認められ、かつ本件建物を再び占有使用しない

乙の意思が客観的に看取できる事情が存するときは、乙が明示

的に異議を述べない限り、これをもって本件建物の明渡しがあ

ったものとみなすことができる 

判示内容： ①差止請求の訴訟において、信義則、条理等を考慮して規範的な観点
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から契約の条項の文言を補う限定解釈をした場合には、解釈につ

いて疑義の生ずる不明確な条項が有効なものとして引き続き使用

され、かえって消費者の利益を損なうおそれがあることに鑑みる

と、本件訴訟において、無催告で原契約を解除できる場合につき

上記アにおいてみたとおり何ら限定を加えていない本件契約書 13

条１項前段について上記の限定解釈をすることは相当でない。 

②本件契約書 13 条１項前段は、賃借人が支払を怠った賃料等の合計

額が賃料３か月分以上に達した場合、賃料債務等の連帯保証人で

ある被上告人が何らの限定なく原契約につき無催告で解除権を行

使することができるものとしている点において、任意規定の適用

による場合に比し、消費者である賃借人の権利を制限する。 

④本件契約書 13 条１項前段は、所定の賃料等の支払の遅滞が生じた

場合、原契約の当事者でもない被上告人がその一存で何らの限定

なく原契約につき無催告で解除権を行使することができるとする

ものであるから、賃借人が重大な不利益を被るおそれがある。 

⑤よって、本件契約書 13 条１項前段は、法 10 条に規定する消費者

契約の条項に当たるというべきである。 

⑥被上告人が、原契約が終了していない場合において、本件契約書

18 条２項２号に基づいて本件建物の明渡しがあったものとみなし

たときは、賃借人は、本件建物に対する使用収益権が消滅してい

ないのに、原契約の当事者でもない被上告人の一存で、その使用

収益権が制限されることとなる。そのため、本件契約書 18 条２項

２号は、この点において、任意規定の適用による場合に比し、消費

者である賃借人の権利を制限するものというべきである。 

⑦賃借人は、本件建物に対する使用収益権が一方的に制限されるこ

とになる上、本件建物の明渡義務を負っていないにもかかわらず、

賃貸人が賃借人に対して本件建物の明渡請求権を有し、これが法

律に定める手続によることなく実現されたのと同様の状態に置か

れるのであって、著しく不当というべきである。 

⑧よって、本件契約書 18 条２項２号は、法 10 条に規定する消費者

契約の条項に当たるというべきである。 
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第３節 補則（第 11 条） 

第 11 条（他の法律の適用） 

（他の法律の適用） 

第11条 消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し及び消費者契約の

条項の効力については、この法律の規定によるほか、民法及び商法（明治32年

法律第48号）の規定による。 

２ 消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し及び消費者契約の条項

の効力について民法及び商法以外の他の法律に別段の定めがあるときは、その

定めるところによる。 

 

Ⅰ 第１項 

 

１ 趣旨 

 

本項は、本法が民法及び商法に加えて、消費者契約の特性に鑑み消費者契約の取

消しを認めたり、消費者契約の条項の効力を否定したりする新たな制度を導入する

ものであり、本法の規定と民法及び商法の規定が競合する場合には、本法が優先的

に適用されること等を明らかにしている。 

 

２ 条文の解釈 

 

①「消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し」 

 

第４条は、消費者が事業者の一定の行為により誤認又は困惑したことによって消

費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をした場合に、当該意思表示を取り消す

ことができることを定めている。 

 

②「消費者契約の条項の効力」 

 

本法は、消費者契約においては、第８条から第 10 条までの規定に該当する契約条

項については無効となることを定めている。 

 

③「この法律の規定によるほか、民法及び商法の規定による。」 

 

契約の取消し及び契約条項の効力につき、本法に特段の定めがない事項について

は、民法及び商法の規定が適用されることを明らかにしているが、これには二つの

内容が含まれている。 
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①一つ目は、本法の規定と民法及び商法の規定が競合する場合には、前者が優先

的に適用されるという点である。 

例えば、民法第 126 条と本法第 7 条は、取消権の行使期間について異なる定めを

しているところ、本法の規定が優先的に適用される。 

なお、商法は民法の特別法として、商人及び商行為に関して特則を置いているが、

商法は商人間取引だけでなく、商人と商人でない者の間の取引についても適用され

るため、事業者と消費者との間で適用される契約についても、商法が適用される場

合がある。しかし、商法は営利主義、取引の円滑確実化、企業の維持強化をその特

色としており、当事者の一方が消費者である場合でも消費者利益の確保という観点

からの規定は設けられていない。そこで、両者が抵触する場合には、本法の立法趣

旨に照らし、本法の定めを優先させることとしている。 

 

②二つ目は、本法に特段の定めがない事項について、補充的に民法及び商法の規

定が適用されることを確認的に規定しているという点である。 

第４条の規定に関するものとして、民法第 120 条（取消権者）、第 121 条（取消し

の効果）、第 122 条（取り消すことができる行為の追認)、第 123 条（取消し及び追

認の方法）、第 124 条（追認の要件）及び第 125 条（法定追認）の規定がある。 

すなわち、取り消すことができる行為は、瑕疵ある意思表示をした者（消費者）、

その代理人又は承継人に限り、取り消すことができる（民法第 120 条）。取り消すこ

とができる行為の相手方が確定している場合には、その取消し又は追認は相手方に

対する意思表示によってする（民法第 123 条）。 

また、取り消すことができる行為は、取消権者が追認した時は、初めから有効な

ものとみなされ、取消しができなくなる。追認は、取消しの原因となっていた状況

が消滅した後にしなければ、その効力を生じない（民法第 124 条第１項）。 

取消しの原因となっていた状況が消滅した後（この意義については、第７条第１

項の解説を参照）に、取り消すことのできる行為につき、次の事実があったときは、

追認をなしたものとみなされ（法定追認）、取消しができなくなる。ただし、消費者

が異議をとどめたときは、この限りでない（民法第 125 条）。 

ア 全部又は一部の履行 

イ 履行の請求 

ウ 更改 

エ 担保の供与 

オ 取り消すことができる行為によって取得した権利の全部又は一部の譲渡 

カ 強制執行 

これらが、具体的に何を意味するかについては、民法の解釈や判例による。例え

ば、上記アについて、判例では、取消権者が債務者として自ら履行する場合だけで

なく、債権者として相手方の履行を受領する場合をも含むとされている（大判昭和

８年４月 28 日民集 12 巻 1040 頁）。 

また、第８条から第 10 条までの規定に関するものとして、商法第 739 条（航海に

堪える能力に関する注意義務）の規定がある。 
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Ⅱ 第２項 

 

１ 趣旨 

 

民法及び商法以外の個別法の私法規定の中には、本法の規定に抵触するものが存

在する。個別法は、当該業種の取引の特性や実情、契約当事者の利益等を踏まえた

上で取引の適正化を図ることを目的として規定されたものであるため、本項は、消

費者契約を幅広く対象とする本法の規定と個別法の私法規定とが抵触する場合には、

原則として後者が優先的に適用されることを明らかにした。 

 

２ 条文の解釈 

 

① 「消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し」 

 

第１項の解説を参照のこと。 

 

② 「消費者契約の条項の効力」 

 

第１項の解説を参照のこと。 

 

③ 「民法及び商法以外の他の法律に別段の定めがあるとき」 

 

民法及び商法以外に、様々な分野について当該業種の取引の特性や実情、契約当

事者の利益等を踏まえた個別法が制定されている。その個別法の私法規定の中には、

消費者保護の観点から、契約の成立を否定したり、契約の条項の効力を否定したり

する規定、あるいは、事業の特性に鑑み事業者の責任を軽減するような規定が存在

する。「別段の定め」とは、このように、本法の規定と要件が重なっていることによ

り、抵触する個別法の私法規定を指す。これらの規定については、どちらの規定を

適用するかで結論が異なる場合があるため、いずれの規定が優先的に適用されるの

かを定める必要がある。一方、要件が全く重ならない個別法の規定については本法

の規定と競合的に適用される。 

 

３ 本法の規定と抵触する規定の例 

 

（１）法第４条の規定と個別法の私法規定との関係 

 

個別法の私法規定の中で第４条の規定と要件が重なっていることにより抵触する

と考えられるものは、存在しない。したがって、第４条の規定と個別法の私法規定

とは、競合的に適用される。例えば、第４条の規定における消費者の取消権につい
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ては、種々の個別法（例：特定商取引法、割賦販売法）におけるクーリング・オフ

権や特定継続的役務提供についての中途解約権と競合的に行使すること（注）がで

きるとしても、これら個別法の立法趣旨を害するものではない。したがって、前記

２③にいう別段の定めには当たらない。 

（注）例えば、ある事案において、個別法により、当該契約について契約締結後８日以内にク

ーリング・オフできるとの規定があれば、消費者はその個別法の規定によりクーリング・

オフできる。一方、同一事案において、本法第４条の要件にも該当する場合には、消費者

は本法第４条に基づき取消しを主張することができる。つまり、契約締結後８日以内であ

れば、消費者は、クーリング・オフを選択することも、本法第４条の規定による契約の申

込みの取消しを選択することも可能である。「競合的」とは、以上のような趣旨である。 

また、消費者が本法第４条の規定を適用し当該契約を取り消した後には、クーリング・

オフの規定を適用することはできなくなる。逆にクーリング・オフの規定により契約を解

除した後にも、本法第４条の規定を適用することはできなくなる。 

 

（２）第８条から第 10 条の規定と個別法の私法規定との関係 

 

個別法の私法規定のなかには、本法の規定と抵触する規定が存在する。 

個別法は、当該業種の取引の特性や実情、契約当事者の利益等を踏まえた上で対

応を行うことを目的として規定されたものであり、消費者契約を幅広く対象とする

本法の規定と個別法の私法規定が抵触する場合があるが、個別法が優先されるもの

とする。 

なお、個別法の規定は適用範囲を限定しているため、その適用範囲に含まれない

部分については、消費者契約である限り、本法の規定が適用される。また、個別法

の規定に抵触しない本法の規定については、個別法の適用範囲であっても、消費者

契約である限り、適用される。 

例えば特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関

する法律には、特定電気通信役務提供者（以下「プロバイダー等」という。）の損害

賠償責任に関する規定が置かれているが、消費者とプロバイダー等との契約におい

て、プロバイダー等の債務不履行による損害賠償責任及び不法行為による損害賠償

責任を免除する条項が定められていても、当該条項が同法第３条及び第６条第４項

によって有効になるわけではなく、同法の規定は本法第８条には抵触しない。 

 

４ 本法の規定と抵触する規定の例 

 

（１）具体例 

 

ア 国際海上物品運送法（昭和 32 年法律第 172 号） 

 

（運送品に関する注意義務） 

第３条 運送人は、自己又はその使用する者が運送品の受取、船積、積付、運送、保管、荷揚及
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び引渡につき注意を怠ったことにより生じた運送品の滅失、損傷又は延着について、損害賠償

の責を負う。 

第４条 運送人は、前条の注意が尽されたことを証明しなければ、同条の責を免かれることがで

きない。 

（損害賠償の額及び責任の限度の特例） 

第 10 条 運送人は、運送品に関する損害が、自己の故意により、又は損害の発生のおそれがある

ことを認識しながらした自己の無謀な行為により生じたものであるときは、第８条及び前条第

１項から第４項までの規定にかかわらず、一切の損害を賠償する責任を負う。 

（特約禁止） 

第 11 条 第３条から第５条まで、若しくは第７条から前条まで又は商法第 585 条、第 759 条若し

くは第 760 条の規定に反する特約で、荷送人、荷受人又は船荷証券所持人に不利益なものは、

無効とする。運送品の保険契約によって生ずる権利を運送人に譲渡する契約その他これに類似

する契約も、同様とする。 

 

これらの規定は、運送人は自己又はその使用する者に過失がないことを証明しな

ければ責任を免除することができないこと、運送人に故意等があるときには損害賠

償責任を制限することができないことを定め、これらに反する特約で荷送人等に不

利益なものを無効とするものであり、本法第８条第１項第１号及び第２号の規定と

ほぼ同様の責任を課すものであるが、本法第８条の規定と要件が抵触する。 

国際海上物品運送法のこれらの規定は国際海上物品運送の特性を踏まえて設けら

れたものであり、この場合においては、これらの規定が優先して適用され、本法の

規定は適用されないこととなる。 

 

イ 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号） 

 

（住宅の新築工事の請負人の 瑕疵
か し

担保責任） 

第 94 条 住宅を新築する建設工事の請負契約（以下「住宅新築請負契約」という。）においては、

請負人は、注文者に引き渡した時から 10 年間、住宅のうち構造耐力上主要な部分又は雨水の浸

入を防止する部分として政令で定めるもの（次条において「住宅の構造耐力上主要な部分等」

という。）の 瑕疵
か し

（構造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。次条において同じ。）に

ついて、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 415 条、第 541 条及び第 542 条並びに同法第 559 条

において準用する同法第 562 条及び第 563 条に規定する担保の責任を負う。 

２ 前項の規定に反する特約で注文者に不利なものは、無効とする。 

３ 第１項の場合における民法第 637 条の規定の適用については、同条第１項中「前条本文に規

定する」とあるのは「請負人が住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号）

第 94 条第１項に規定する瑕疵がある目的物を注文者に引き渡した」と、同項及び同条第２項中

「不適合」とあるのは「瑕疵」とする。 

 

この規定は、住宅新築請負契約については、請負人は住宅の構造耐力上主要な部

分等については、10 年間担保責任を負うこととし、これに反する特約を無効とする

ものであり、本法第８条第１項第１号及び２号の規定より厳しい責任を事業者に課

す規定である。 
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住宅の品質確保の促進等に関する法律第 94 条の規定は住宅新築請負契約の特性

を踏まえて設けられたものであり、この場合においては、この規定が優先して適用

され、本法の規定は適用されないこととなる。しかし、住宅の構造耐力上主要な部

分等以外についての瑕疵については、本法の規定が適用され得る。 

 

ウ 宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176 号） 

 

（損害賠償額の予定等の制限） 

第 38 条 宅地建物取引業者がみずから売主となる宅地又は建物の売買契約において、当事者の

債務の不履行を理由とする契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定めるとき

は、これらを合算した額が代金の額の 10 分の２をこえることとなる定めをしてはならない。 

２ 前項の規定に反する特約は、代金の額の 10 分の２をこえる部分について、無効とする。 

 

この規定は、宅地建物取引業者が自ら売主となる宅地又は建物の売買契約につい

ては、宅地建物取引業者は当事者の債務の不履行を理由とする契約の解除に伴う損

害賠償額の予定等については代金の 20％を上限とし、20％を超える部分については

無効とするものであり、本法第９条第１項第１号の規定と要件が抵触する。 

宅地建物取引業法第 38 条の規定は宅地建物取引の特性を踏まえて設けられたも

のであり、この場合においては、この規定が優先して適用され、本法の規定は適用

されないこととなる。 

 

エ 割賦販売法（昭和 36 年法律第 159 号） 

 

（契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 30 条の３ 

２ 包括信用購入あつせん業者は、前項の契約について第 30 条の２の３第１項第２号の支払分

の支払の義務が履行されない場合（契約が解除された場合を除く。）には、損害賠償額の予定又

は違約金の定めがあるときにおいても、当該契約に係る支払総額に相当する額から既に支払わ

れた同号の支払分の額を控除した額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した

金額を超える額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける者に対して請求することができ

ない。 

 

この規定は、包括信用購入あっせん業者は、包括信用購入あっせんに係る契約に

おいては、購入者の支払義務が履行されない場合に一定の金額以上の損害賠償を請

求することができないという趣旨であるが、本法第９条第１項第２号の規定と要件

が抵触している。 

割賦販売法第 30 条の３第２項の規定は包括信用購入あっせんに係る契約の特性

を踏まえて設けられたものであり、この場合においては、この規定が優先して適用

され、本法の規定は適用されないこととなる。しかし、包括信用購入あっせんに該

当しない場合、例えば、二月払購入あっせん（典型的にはマンスリークリア）の場

合やこの規定が適用されないリボルビング方式の場合については、法第９条第１項
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第２号の規定が適用され得る。 

 

（契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 35 条の３の 18 

２ 個別信用購入あつせん業者は、前項の契約について第 35 条の３の８第３号の支払分の支払

の義務が履行されない場合（契約が解除された場合を除く。）には、損害賠償額の予定又は違約

金の定めがあるときにおいても、当該契約に係る支払総額に相当する額から既に支払われた同

号の支払分の額を控除した額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を

超える額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける者に対して請求することができない。 

 

この規定は、個別信用購入あっせん業者は、個別信用購入あっせんに係る契約に

おいては、購入者の支払義務が履行されない場合に一定の金額以上の損害賠償を請

求することができないという趣旨であるが、本法第９条第１項第２号の規定と要件

が抵触している。割賦販売法第 35 条の３の 18 第２項の規定は個別信用購入あっせ

んに係る契約の特性を踏まえて設けられたものであり、この場合においては、この

規定が優先して適用され、本法の規定は適用されないこととなる。 

しかし、個別信用購入あっせんに該当しない場合、例えば、個別クレジット契約

時から２か月以内に最終の支払期限が設定されている場合等については、本法第９

条第１項第２号の規定が適用され得る。 

 

オ 利息制限法（昭和 29 年法律第 100 号） 

 

（賠償額の予定の制限） 

第４条 金銭を目的とする消費貸借上の債務の不履行による賠償額の予定は、その賠償額の元本

に対する割合が第１条に規定する率の 1.46 倍（注１）を超えるときは、その超過部分につい

て、無効とする。 

２ 前項の規定の適用については、違約金は、賠償額の予定とみなす。 

（注１）元本 10 万円未満の場合は年 29.2％、元本 10 万円以上 100 万円未満の場合は年 26.28％、

元本 100 万円以上の場合は年 21.9％となる。 

（賠償額の予定の特則） 

第７条 第４条第１項の規定にかかわらず、営業的金銭消費貸借上の債務の不履行による賠償額

の予定は、その賠償額の元本に対する割合が年２割を超えるときは、その超過部分について、

無効とする。 

２ 第４条第２項の規定は、前項の賠償額の予定について準用する。 

 

利息制限法第４条及び第７条の規定は、金銭を目的とする消費貸借上の債務の不

履行による賠償額の予定又は違約金については、元本の額に応じ一定の額を超える

部分を無効とするものであり、本法第９条第１項第２号の規定と要件が抵触してい

る。 

上記両規定は金銭を目的とする消費貸借契約の特性を踏まえてそれぞれ設けられ

たものであり、この場合においては、上記両規定が優先して適用され、本法の規定

は適用されないことになる。 
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（２）その他の例（第８条関係） 

 

郵便法（昭和 22 年法律第 165 号） 

第 50 条（損害賠償の範囲） 会社は、この法律若しくはこの法律に基づく総務省令の規定又は郵

便約款に従つて差し出された郵便物が次の各号のいずれかに該当する場合には、その損害を賠

償する。 

一 書留とした郵便物の全部又は一部を亡失し、又はき損したとき。 

二 引換金を取り立てないで代金引換とした郵便物を交付したとき。 

２ 前項の場合における賠償金額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 書留（第 45 条第４項の規定によるものを除く。次号において同じ。）とした郵便物の全部

を亡失したとき 申出のあつた額（同条第３項の場合は、同項の郵便約款の定める額を限度

とする実損額） 

二 書留とした郵便物の全部若しくは一部をき損し、又はその一部を亡失したとき 申出のあ

つた額を限度とする実損額 

三 第 45 条第４項の規定による書留とした郵便物の全部又は一部を亡失し、又はき損したと

き 同項の郵便約款の定める額を限度とする実損額 

四 引換金を取り立てないで代金引換とした郵便物を交付したとき 引換金額 

第 51 条（免責） 前条第１項に規定する損害が差出人若しくは受取人の過失又は当該郵便物の性

質若しくは欠陥により発生したものであるときは、会社は、同項の規定にかかわらず、その損

害を賠償しない。 

第 52 条（郵便物の無損害の推定） 郵便物を交付する際外部に破損の跡がなく、かつ、重量に変

わりがないときは、その郵便物に損害が生じていないものと推定する。 

第 54 条（郵便物受取による損害賠償請求権の消滅） 郵便物の受取人又は差出人は、その郵便物

を受け取つた後、又は前条第１項の規定により受取を拒んだ場合において、同条第２項に規定

する期間内に正当の事由なく同条第１項の求めに応じなかつたときは、その郵便物に生じた損

害につき、損害賠償の請求をすることができない。 

 

国際海上物品運送法（昭和 32 年法律第 172 号） 

（航海に堪える能力に関する注意義務） 

第５条 運送人は、発航の当時次に掲げる事項を欠いたことにより生じた運送品の滅失、損傷又

は延着について、損害賠償の責任を負う。ただし、運送人が自己及びその使用する者がその当

時当該事項について注意を怠らなかったことを証明したときは、この限りでない。 

一 船舶を航海に堪える状態に置くこと。 

二 船員の乗組み、船舶の艤装及び需品の補給を適切に行うこと。 

三 船倉、冷蔵室その他運送品を積み込む場所を運送品の受入れ、運送及び保存に適する状態

に置くこと。 

（責任の限度） 

第９条 運送品に関する運送人の責任は、次に掲げる金額のうちいずれか多い金額を限度とする。 

一 滅失、損傷又は延着に係る運送品の包又は単位の数に１計算単位の 666.67 倍を乗じて得

た金額 

二 前号の運送品の総重量について１キログラムにつき１計算単位の２倍を乗じて得た金額 

２ 前項各号の１計算単位は、運送人が運送品に関する損害を賠償する日において公表されてい

る最終のものとする。 

３ 運送品がコンテナー、パレットその他これらに類する輸送用器具（以下この項において「コ

ンテナー等」という。）を用いて運送される場合における第１項の規定の適用については、その

運送品の包若しくは個品の数又は容積若しくは重量が船荷証券又は海上運送状に記載されてい
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るときを除き、コンテナー等の数を包又は単位の数とみなす。 

４ 運送品に関する運送人の被用者の責任が、第 16 条第３項の規定により、同条第１項において

準用する前３項の規定により運送人の責任が軽減される限度で軽減される場合において、運送

人の被用者が損害を賠償したときは、前３項の規定による運送品に関する運送人の責任は、運

送人の被用者が賠償した金額の限度において、更に軽減される。 

５ 前各項の規定は、運送品の種類及び価額が、運送の委託の際荷送人により通告され、かつ、

船荷証券が交付されるときは、船荷証券に記載されている場合には、適用しない。 

６ 前項の場合において、荷送人が実価を著しく超える価額を故意に通告したときは、運送人は、

運送品に関する損害については、賠償の責任を負わない。 

７ 第５項の場合において、荷送人が実価より著しく低い価額を故意に通告したときは、その価

額は、運送品に関する損害については、運送品の価額とみなす。 

８ 前２項の規定は、運送人に悪意があつた場合には、適用しない。 

 

船舶の所有者等の責任の制限に関する法律（昭和 50 年法律第 94 号） 

（船舶の所有者等の責任の制限） 

第３条 船舶所有者等又はその被用者等は、次に掲げる債権について、この法律で定めるところ

により、その責任を制限することができる。 

一 船舶上で又は船舶の運航に直接関連して生ずる人の生命若しくは身体が害されることに

よる損害又は当該船舶以外の物の滅失若しくは損傷による損害に基づく債権 

二 運送品、旅客又は手荷物の運送の遅延による損害に基づく債権 

三 前２号に掲げる債権のほか、船舶の運航に直接関連して生ずる権利侵害による損害に基づ

く債権（当該船舶の滅失又は損傷による損害に基づく債権及び契約による債務の不履行によ

る損害に基づく債権を除く。） 

四 前条第２項第３号に掲げる措置により生ずる損害に基づく債権（当該船舶所有者等及びそ

の被用者等が有する債権を除く。） 

五 前条第２項第３号に掲げる措置に関する債権（当該船舶所有者等及びその被用者等が有す

る債権並びにこれらの者との契約に基づく報酬及び費用に関する債権を除く。） 

２ 救助者又はその被用者等は、次に掲げる債権について、この法律で定めるところにより、そ

の責任を制限することができる。 

一 救助活動に直接関連して生ずる人の生命若しくは身体が害されることによる損害又は当

該救助者に係る救助船舶以外の物の滅失若しくは損傷による損害に基づく債権 

二 前号に掲げる債権のほか、救助活動に直接関連して生ずる権利侵害による損害に基づく債

権（当該救助者に係る救助船舶の滅失又は損傷による損害に基づく債権及び契約による債務

の不履行による損害に基づく債権を除く。） 

三 前条第２項第３号に掲げる措置により生ずる損害に基づく債権（当該救助者及びその被用

者等が有する債権を除く。） 

四 前条第２項第３号に掲げる措置に関する債権（当該救助者及びその被用者等が有する債権

並びにこれらの者との契約に基づく報酬及び費用に関する債権を除く。） 

３ 船舶所有者等若しくは救助者又は被用者等は、前２項の債権が、自己の故意により、又は損

害の発生のおそれがあることを認識しながらした自己の無謀な行為によつて生じた損害に関す

るものであるときは、前２項の規定にかかわらず、その責任を制限することができない。 

４ 船舶所有者等又はその被用者等は、旅客の損害に関する債権については、第１項の規定にか

かわらず、その責任を制限することができない。 

第４条 次に掲げる債権については、船舶所有者等及び救助者は、その責任を制限することがで

きない。 

一 海難の救助又は共同海損の分担に基づく債権 

二 船舶所有者等の被用者でその職務が船舶の業務に関するもの又は救助者の被用者でその

職務が救助活動に関するものの使用者に対して有する債権及びこれらの者の生命又は身体
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が害されることによつて生じた第三者の有する債権 

 

質屋営業法（昭和 25 年法律第 158 号） 

（質物が滅失した場合等の措置） 

第 19 条 

３ 質屋は、その責めに帰すべき事由により、質物が滅失し、若しくは毀損し、又は盗難にかか

つた場合における質置主の損害賠償請求権をあらかじめ放棄させる契約をすることはできな

い。 

 

駐車場法（昭和 32 年法律第 106 号） 

第 16 条 路外駐車場管理者は、その路外駐車場に駐車する自動車の保管に関し、善良な管理者の

注意を怠らなかつたことを証明する場合を除いては、その自動車の滅失又は損傷について損害

賠償の責任を免かれることができない。 

 

鉄道営業法（明治 33 年法律第 65 号） 

第 11 条ノ２ 要償額ノ表示アル託送手荷物又ハ運送品ノ滅失又ハ毀損ニ因ル損害ニ付賠償ノ責

ニ任スル場合ニ於テハ鉄道ハ表示額ヲ限度トシテ一切ノ損害ヲ賠償スル責ニ任ス此ノ場合ニ於

テ鉄道ハ損害額カ左ノ額ニ達セサルコトヲ証明スルニ非サレハ左ノ額ノ支払ヲ免ルルコトヲ得

ス 

一 全部滅失ノ場合ニ於テハ表示額 

二 一部滅失又ハ毀損ノ場合ニ於テハ引渡アリタル日（延著シタルトキハ引渡期間末日）ニ於

ケル到達地ノ価格ニ依リ計算シタル価格ノ減少割合ヲ表示額ニ乗シタル額 

２ 託送手荷物、高価品又ハ動物ニ付テハ託送ノ際旅客又ハ荷送人カ要償額ノ表示ヲ為ササル場

合ニ於テハ鉄道ハ鉄道運輸規程ノ定ムル最高金額ヲ超エ其ノ滅失又ハ毀損ニ因ル損害ヲ賠償ス

ル責ニ任セス 

３ 前２項ノ賠償額ノ制限ハ託送手荷物又ハ運送品カ鉄道ノ悪意又ハ重大ナル過失ニ因リテ滅失

又ハ毀損シタル場合ニハ之ヲ適用セス 

第 12 条 引渡期間満了後託送手荷物又ハ運送品ノ引渡ヲ為シタル場合ニ於テハ延著トス 

２ 引渡期間ハ鉄道運輸規程ノ定ムル所ニ依ル 

３ 延著ニ因ル損害ニ付賠償ノ責ニ任スル場合ニ於テハ鉄道ハ左ノ額ヲ限度トシテ鉄道運輸規程

ノ定ムル所ニ依リ一切ノ損害ヲ賠償スル責ニ任ス 

一 要償額ノ表示アルトキハ其ノ表示額 

二 要償額ノ表示ナキトキハ其ノ運賃額 

４ 前項ノ賠償額ノ制限ハ託送手荷物又ハ運送品カ鉄道ノ悪意又ハ重大ナル過失ニ因リテ延著シ

タル場合ニハ之ヲ適用セス 

 

宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176 号） 

（担保責任についての特約の制限） 

第 40 条 宅地建物取引業者は、自ら売主となる宅地又は建物の売買契約において、その目的物が

種類又は品質に関して契約の内容に適合しない場合におけるその不適合を担保すべき責任に関

し、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 566 条に規定する期間についてその目的物の引渡しの日

から２年以上となる特約をする場合を除き、同条に規定するものより買主に不利となる特約を

してはならない。 

２ 前項の規定に反する特約は、無効とする。 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号） 

（新築住宅の売主の瑕疵担保責任） 
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第 95 条 新築住宅の売買契約においては、売主は、買主に引き渡した時（当該新築住宅が住宅新

築請負契約に基づき請負人から当該売主に引き渡されたものである場合にあっては、その引渡

しの時）から 10 年間、住宅の構造耐力上主要な部分等の瑕疵について、民法第 415 条、第 541

条、542 条、562 条及び 563 条に規定する担保の責任を負う。 

２ 前項の規定に反する特約で買主に不利なものは、無効とする。 

３ 第１項の場合における民法第 566 条の規定の適用については、同条中「種類又は品質に関し

て契約の内容に適合しない」とあるのは「住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法

律第 81 号）第 95 条第１項に規定する瑕疵がある」と、「不適合」とあるのは「瑕疵」とする。 

 

（３）その他の例（第９条関係） 

 

ア 第１項第１号に関係するもの 

 

割賦販売法（昭和 36 年法律第 159 号） 

（個別信用購入あつせん関係受領契約の申込みの撤回等） 

第 35 条の３の 10 次の各号に掲げる場合において、当該各号に定める者（以下この条において

「申込者等」という。）は、書面により、申込みの撤回等（次の各号の個別信用購入あつせん関

係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購入あつせん関係

受領契約の申込みの撤回又は次の各号の個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用

購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購入あつせん関係受領契約の解除をいう。以下

この条において同じ。）を行うことができる。ただし、前条第３項の書面を受領した日（その日

前に同条第１項の書面を受領した場合にあつては、当該書面を受領した日）から起算して８日

を経過したとき（申込者等が、個別信用購入あつせん関係販売業者若しくは個別信用購入あつ

せん関係役務提供事業者若しくは個別信用購入あつせん業者が個別信用購入あつせん関係販売

契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購入あつせん関係受領契

約の締結について勧誘をするに際し、若しくは申込みの撤回等を妨げるため、申込みの撤回等

に関する事項につき不実のことを告げる行為をしたことにより当該告げられた内容が事実であ

るとの誤認をし、又は個別信用購入あつせん関係販売業者若しくは個別信用購入あつせん関係

役務提供事業者若しくは個別信用購入あつせん業者が個別信用購入あつせん関係販売契約若し

くは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購入あつせん関係受領契約を締結

させ、若しくは申込みの撤回等を妨げるため、威迫したことにより困惑し、これらによつて当

該期間を経過するまでに申込みの撤回等を行わなかつた場合には、当該申込者等が、当該個別

信用購入あつせん関係販売業者若しくは当該個別信用購入あつせん関係役務提供事業者又は当

該個別信用購入あつせん業者が経済産業省令・内閣府令で定めるところにより申込みの撤回等

を行うことができる旨を記載して交付した書面を受領した日から起算して８日を経過したと

き）は、この限りでない。 

一 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が営

業所等以外の場所において個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせん

関係役務提供契約の申込みを受けた場合 当該申込みをした者 

二 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が営

業所等において個別信用購入あつせん関係特定顧客から個別信用購入あつせん関係販売契

約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みを受けた場合 当該申込みをした

者 

三 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が個

別信用購入あつせん関係電話勧誘顧客から当該個別信用購入あつせん関係販売契約又は当

該個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みを郵便等により受けた場合 当該申込
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みをした者 

四 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が営

業所等以外の場所において個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせん

関係役務提供契約を締結した場合（個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あ

つせん関係役務提供事業者の営業所等において当該契約の申込みを受けた場合を除く。） 当

該契約の相手方 

五 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が営

業所等において個別信用購入あつせん関係特定顧客と個別信用購入あつせん関係販売契約

又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約を締結した場合 当該契約の相手方 

六 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が個

別信用購入あつせん関係電話勧誘顧客と当該個別信用購入あつせん関係販売契約又は当該

個別信用購入あつせん関係役務提供契約を郵便等により締結した場合 当該契約の相手方 

３ 申込みの撤回等があつた場合においては、個別信用購入あつせん業者は、当該申込みの撤回

等に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができない。 

６ 前項本文の規定により個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関

係役務提供契約の申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信

用購入あつせん関係役務提供契約が解除されたものとみなされた場合においては、個別信用購

入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者は、当該契約の申込み

の撤回又は当該契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができない。 

15 第１項から第３項まで、第５項から第７項まで及び第９項から前項までの規定に反する特約

であつて申込者等に不利なものは、無効とする。 

 

特定商取引法（昭和 51 年法律第 57 号） 

（訪問販売における契約の申込みの撤回等） 

第９条 

３ 申込みの撤回等があつた場合においては、販売業者又は役務提供事業者は、その申込みの撤

回等に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができない。 

８ 前各項の規定に反する特約で申込者等に不利なものは、無効とする。 

（電話勧誘販売における契約の申込みの撤回等） 

第 24 条 

３ 申込みの撤回等があつた場合においては、販売業者又は役務提供事業者は、その申込みの撤

回等に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができない。 

８ 前各項の規定に反する特約で申込者等に不利なものは、無効とする。 

（連鎖販売契約の解除等） 

第 40 条 連鎖販売業を行う者がその連鎖販売業に係る連鎖販売契約を締結した場合におけるそ

の連鎖販売契約の相手方（その連鎖販売業に係る商品の販売若しくはそのあつせん又は役務の

提供若しくはそのあつせんを店舗等によらないで行う個人に限る。以下この章において「連鎖

販売加入者」という。）は、第 37 条第２項の書面を受領した日（その連鎖販売契約に係る特定

負担が再販売をする商品（施設を利用し及び役務の提供を受ける権利を除く。以下この項にお

いて同じ。）の購入についてのものである場合において、その連鎖販売契約に基づき購入したそ

の商品につき最初の引渡しを受けた日がその受領した日後であるときは、その引渡しを受けた

日。次条第１項において同じ。）から起算して 20 日を経過したとき（連鎖販売加入者が、統括

者若しくは勧誘者が第 34 条第１項の規定に違反し若しくは一般連鎖販売業者が同条第２項の

規定に違反してこの項の規定による連鎖販売契約の解除に関する事項につき不実のことを告げ

る行為をしたことにより当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は統括者、勧誘者

若しくは一般連鎖販売業者が同条第３項の規定に違反して威迫したことにより困惑し、これら

によつて当該期間を経過するまでにこの項の規定による連鎖販売契約の解除を行わなかつた場

合には、当該連鎖販売加入者が、その連鎖販売業に係る統括者、勧誘者又は一般連鎖販売業者
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が主務省令で定めるところによりこの項の規定による当該連鎖販売契約の解除を行うことがで

きる旨を記載して交付した書面を受領した日から起算して 20 日を経過したとき）を除き、書面

又は電磁的記録によりその連鎖販売契約の解除を行うことができる。この場合において、その

連鎖販売業を行う者は、その連鎖販売契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求する

ことができない。 

４ 前３項の規定に反する特約でその連鎖販売加入者に不利なものは、無効とする。 

 （特定継続的役務提供等契約の解除等） 

第 48 条 

４ 第１項の規定による特定継続的役務提供等契約の解除又は第２項の規定による関連商品販売

契約の解除があつた場合においては、役務提供事業者若しくは販売業者又は関連商品の販売を

行つた者は、当該解除に伴う損害賠償若しくは違約金の支払を請求することができない。 

８ 前各項の規定に反する特約で特定継続的役務提供受領者等に不利なものは、無効とする。 

（業務提供誘引販売契約の解除） 

第 58 条 業務提供誘引販売業を行う者がその業務提供誘引販売業に係る業務提供誘引販売契約

を締結した場合におけるその業務提供誘引販売契約の相手方（その業務提供誘引販売業に関し

て提供され、又はあつせんされる業務を事業所等によらないで行う個人に限る。以下この条か

ら第 58 条の３までにおいて「相手方」という。）は、第 55 条第２項の書面を受領した日から起

算して 20 日を経過したとき（相手方が、業務提供誘引販売業を行う者が第 52 条第１項の規定

に違反してこの項の規定による業務提供誘引販売契約の解除に関する事項につき不実のことを

告げる行為をしたことにより当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は業務提供誘

引販売業を行う者が同条第２項の規定に違反して威迫したことにより困惑し、これらによつて

当該期間を経過するまでにこの項の規定による業務提供誘引販売契約の解除を行わなかつた場

合には、相手方が、当該業務提供誘引販売業を行う者が主務省令で定めるところによりこの項

の規定による当該業務提供誘引販売契約の解除を行うことができる旨を記載して交付した書面

を受領した日から起算して 20 日を経過したとき）を除き、書面又は電磁的記録によりその業務

提供誘引販売契約の解除を行うことができる。この場合において、その業務提供誘引販売業を

行う者は、その業務提供誘引販売契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求すること

ができない。 

４ 前３項の規定に反する特約でその相手方に不利なものは、無効とする。 

 

預託等取引に関する法律（昭和 61 年法律第 62 号） 

（預託等取引契約の解除及び損害賠償等の額の制限） 

第８条 預託者は、第３条第２項の書面を受領した日から起算して 14 日を経過した後（預託者

が、預託等取引業者等が前条第１項の規定による預託等取引契約の解除に関する事項につき不

実のことを告げる行為をしたことにより当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は

預託等取引業者等が威迫したことにより困惑し、これらによって当該期間を経過するまでに同

項の規定による預託等取引契約の解除を行わなかった場合には、預託等取引業者が内閣府令で

定めるところにより同項の規定による預託等取引契約の解除を行うことができる旨を記載した

書面を交付し、当該預託者がこれを受領した日から 14 日を経過した後）は、将来に向かって預

託等取引契約の解除を行うことができる。 

２ 預託等取引業者は、前項の規定により預託等取引契約が解除された場合には、損害賠償額の

予定又は違約金の定めがあるときにおいても、当該預託等取引契約が締結された時における当

該物品又は特定権利の価額に対する法定利率により算出した額に相当する額を超える額の金銭

の支払を預託者に対して請求することができない。この場合において、第３条第２項の書面に

記載された物品又は特定権利の価額は、預託等取引契約が締結された時における当該物品又は

特定権利の価額と推定する。 

３ 前２項の規定に反する特約で預託者に不利なものは、無効とする。 
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ゴルフ場等に係る会員契約の適正化に関する法律（平成４年法律第 53 号） 

（会員契約の解除等） 

第 12 条 会員は、第５条第２項の書面を受領した日から起算して８日を経過したときを除き、書

面により会員契約の解除を行うことができる。この場合において、会員制事業者は、当該会員

契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができない。 

４ 前３項の規定に反する特約で会員に不利なものは、無効とする。 

 

保険業法（平成７年法律第 105 号） 

（保険契約の申込みの撤回等） 

第 309 条 

５ 保険会社等又は外国保険会社等は、保険契約の申込みの撤回等があった場合には、申込者等

に対し、その申込みの撤回等に伴う損害賠償又は違約金その他の金銭の支払を請求することが

できない。ただし、第１項の規定による保険契約の解除の場合における当該解除までの期間に

相当する保険料として内閣府令で定める金額については、この限りでない。 

10 第１項及び第４項から前項までの規定に反する特約で申込者等に不利なものは、無効とする。 

 

金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号） 

(応募株主等による契約の解除) 

第 27 条の 12 

３ 第１項の規定により応募株主等による契約の解除があつた場合においては、公開買付者は、

当該契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができないものとし、応募株

券等（応募株主等が公開買付けに応じて売付け等をした株券等をいう。以下この節において同

じ。）を金融商品取引業者又は銀行等に管理させているときは、その返還に要する費用は、公開

買付者の負担とする。 

（書面による解除） 

第 37 条の６ 

３ 金融商品取引業者等は、第１項の規定による金融商品取引契約の解除があつた場合には、当

該金融商品取引契約の解除までの期間に相当する手数料、報酬その他の当該金融商品取引契約

に関して顧客が支払うべき対価（次項において「対価」という。）の額として内閣府令で定める

金額を超えて当該金融商品取引契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することが

できない。 

５ 前各項の規定に反する特約で顧客に不利なものは、無効とする。 

 

宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176 号） 

（事務所等以外の場所においてした買受けの申込みの撤回等） 

第 37 条の２ 宅地建物取引業者が自ら売主となる宅地又は建物の売買契約について、当該宅地

建物取引業者の事務所その他国土交通省令・内閣府令で定める場所（以下この条において「事

務所等」という。）以外の場所において、当該宅地又は建物の買受けの申込みをした者又は売買

契約を締結した買主（事務所等において買受けの申込みをし、事務所等以外の場所において売

買契約を締結した買主を除く。）は、次に掲げる場合を除き、書面により、当該買受けの申込み

の撤回又は当該売買契約の解除（以下この条において「申込みの撤回等」という。）を行うこと

ができる。この場合において、宅地建物取引業者は、申込みの撤回等に伴う損害賠償又は違約

金の支払を請求することができない。 

一 買受けの申込みをした者又は買主（以下この条において「申込者等」という。）が、国土交

通省令・内閣府令の定めるところにより、申込みの撤回等を行うことができる旨及びその申

込みの撤回等を行う場合の方法について告げられた場合において、その告げられた日から起

算して８日を経過したとき。 

二 申込者等が、当該宅地又は建物の引渡しを受け、かつ、その代金の全部を支払つたとき。 
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４ 前３項の規定に反する特約で申込者等に不利なものは、無効とする。 

（手付の額の制限等） 

第 39 条 宅地建物取引業者は、自ら売主となる宅地又は建物の売買契約の締結に際して、代金の

額の 10 分の２を超える額の手付を受領することができない。 

２ 宅地建物取引業者が、自ら売主となる宅地又は建物の売買契約の締結に際して手付を受領し

たときは、その手付がいかなる性質のものであつても、買主はその手付を放棄して、当該宅地

建物取引業者はその倍額を現実に提供して、契約の解除をすることができる。ただし、その相

手方が契約の履行に着手した後は、この限りでない。 

３ 前項の規定に反する特約で、買主に不利なものは、無効とする。 

 

不動産特定共同事業法（平成６年法律第 77 号） 

（書面による解除） 

第 26 条 

３ 第１項の規定による解除があった場合には、当該不動産特定共同事業者は、その解除に伴う

損害賠償又は違約金の支払を請求することができない。 

４ 前３項の規定に反する特約で事業参加者に不利なものは、無効とする。 

 

イ 第１項第２号に関係するもの 

 

割賦販売法（昭和 36 年法律第 159 号） 

（契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第６条 

２ 割賦販売業者は、前項の契約について賦払金の支払の義務が履行されない場合（契約が解除

された場合を除く。）には、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、当該商

品若しくは当該権利の割賦販売価格又は当該役務の割賦提供価格に相当する額から既に支払わ

れた賦払金の額を控除した額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を

超える額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける者に対して請求することができない。 

（注）法定利率については商法第 514 条の商事法定利率年６分が適用になる。 

（契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 30 条の３ 

２ 包括信用購入あつせん業者は、前項の契約について第 30 条の２の３第１項第２号の支払分

の支払の義務が履行されない場合（契約が解除された場合を除く。）には、損害賠償額の予定又

は違約金の定めがあるときにおいても、当該契約に係る支払総額に相当する額から既に支払わ

れた同号の支払分の額を控除した額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した

金額を超える額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける者に対して請求することができ

ない。 

（契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 35 条の３の 18 

２ 個別信用購入あつせん業者は、前項の契約について第 35 条の３の８第３号の支払分の支払

の義務が履行されない場合（契約が解除された場合を除く。）には、損害賠償額の予定又は違約

金の定めがあるときにおいても、当該契約に係る支払総額に相当する額から既に支払われた同

号の支払分の額を控除した額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を

超える額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける者に対して請求することができない。 

 

特定商取引法（昭和 51 年法律第 57 号） 

（訪問販売における契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 
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第 10 条 

２ 販売業者又は役務提供事業者は、第５条第１項各号のいずれかに該当する売買契約又は役務

提供契約の締結をした場合において、その売買契約についての代金又はその役務提供契約につ

いての対価の全部又は一部の支払の義務が履行されない場合（売買契約又は役務提供契約が解

除された場合を除く。）には、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、当該

商品若しくは当該権利の販売価格又は当該役務の対価に相当する額から既に支払われた当該商

品若しくは当該権利の代金又は当該役務の対価の額を控除した額にこれに対する法定利率によ

る遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける者

に対して請求することができない。 

（電話勧誘販売における契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 25 条 

２ 販売業者又は役務提供事業者は、第 19 条第１項各号のいずれかに該当する売買契約又は役

務提供契約の締結をした場合において、その売買契約についての代金又はその役務提供契約に

ついての対価の全部又は一部の支払の義務が履行されない場合（売買契約又は役務提供契約が

解除された場合を除く。）には、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、当

該商品若しくは当該権利の販売価格又は当該役務の対価に相当する額から既に支払われた当該

商品若しくは当該権利の代金又は当該役務の対価の額を控除した額にこれに対する法定利率に

よる遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける

者に対して請求することができない。 

（業務提供誘引販売契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 58 条の３ 

２ 業務提供誘引販売業を行う者は、その業務提供誘引販売業に係る業務提供誘引販売契約の締

結をした場合において、その業務提供誘引販売契約に係る商品の代金又は役務の対価の全部又

は一部の支払の義務が履行されない場合（業務提供誘引販売契約が解除された場合を除く。）に

は、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、当該商品の販売価格又は当該

役務の対価に相当する額から既に支払われた当該商品の代金又は当該役務の対価の額を控除し

た額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭の支払を

相手方に対して請求することができない。 

（訪問購入における契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 58 条の 16 

２ 購入業者は、第 58 条の８第１項各号のいずれかに該当する売買契約の締結をした場合にお

いて、その売買契約についての物品の引渡しの義務が履行されない場合（売買契約が解除され

た場合を除く。）には、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、次の各号に

掲げる場合に応じ当該各号に定める額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算し

た金額を超える額の金銭の支払をその売買契約の相手方に対して請求することができない。 

一 履行期限後に当該物品が引き渡された場合当該物品の通常の使用料の額（当該物品の購入

価格に相当する額から当該物品の引渡しの時における価額を控除した額が通常の使用料の

額を超えるときは、その額） 

二 当該物品が引き渡されない場合当該物品の購入価格に相当する額 

 

矯正医官修学資金貸与法（昭和 36 年法律第 23 号） 

（延滞利息） 

第 11 条 修学資金の貸与を受けた者は、正当な理由がなくて修学資金を返還すべき日までにこ

れを返還しなかつたときは、当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、

返還すべき額につき年 14.5 パーセントの割合で計算した延滞利息を支払わなければならない。 

 

 

政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号） 
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（支払遅延に対する遅延利息の額） 

第８条 国が約定の支払時期までに対価を支払わない場合の遅延利息の額は、約定の支払時期到

来の日の翌日から支払をする日までの日数に応じ、当該未支払金額に対し財務大臣が銀行の一

般貸付利率を勘案して決定する率を乗じて計算した金額を下るものであつてはならない。但し、

その約定の支払時期までに支払をしないことが天災地変等やむを得ない事由に因る場合は、特

に定めない限り、当該事由の継続する期間は、約定期間に算入せず、又は遅延利息を支払う日

数に計算しないものとする。 

２ 前項の規定により計算した遅延利息の額が百円未満であるときは、遅延利息を支払うことを

要せず、その額に百円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（注）年 2.8％（昭和 24 年大蔵省告示第 991 号、平成 28 年３月８日財務省告示第 58 号改正） 

 

ウ 第１項第１号、第２号のいずれにも関係するもの 

 

割賦販売法（昭和 36 年法律第 159 号） 

（契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第６条 割賦販売業者は、第２条第１項第１号に規定する割賦販売の方法により指定商品若しく

は指定権利を販売する契約又は指定役務を提供する契約が解除された場合（第３項及び第４項

に規定する場合を除く。）には、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、次

の各号に掲げる場合に応じ当該各号に定める額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額

を加算した金額を超える額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける者に対して請求する

ことができない。 

一 当該商品又は当該権利が返還された場合 当該商品の通常の使用料の額又は当該権利の

行使により通常得られる利益に相当する額（当該商品又は当該権利の割賦販売価格に相当す

る額から当該商品又は当該権利の返還された時における価額を控除した額が通常の使用料

の額又は当該権利の行使により通常得られる利益に相当する額を超えるときは、その額） 

二 当該商品又は当該権利が返還されない場合 当該商品又は当該権利の割賦販売価格に相

当する額 

三 当該商品又は当該権利を販売する契約又は当該役務を提供する契約の解除が当該商品の

引渡し若しくは当該権利の移転又は当該役務の提供の開始前である場合（次号に掲げる場合

を除く。） 契約の締結及び履行のために通常要する費用の額 

四 当該役務が特定商取引に関する法律（昭和 51 年法律第 57 号）第 41 条第２項に規定する

特定継続的役務に該当する場合であつて、当該役務を提供する契約の同法第 49 条第１項の

規定に基づく解除が当該役務の提供の開始前である場合 契約の締結及び履行のために通

常要する費用の額として当該役務ごとに同条第２項第２号の政令で定める額 

五 当該役務を提供する契約の解除が当該役務の提供の開始後である場合（次号に掲げる場合

を除く。） 提供された当該役務の対価に相当する額に、当該役務の割賦提供価格に相当す

る額から当該役務の現金提供価格に相当する額を控除した額を加算した額 

六 当該役務が特定商取引に関する法律第 41 条第２項に規定する特定継続的役務に該当する

場合であつて、当該役務を提供する契約の同法第 49 条第１項の規定に基づく解除が当該役

務の提供の開始後である場合 次の額を合算した額 

イ 提供された当該役務の対価に相当する額に、当該役務の割賦提供価格に相当する額から

当該役務の現金提供価格に相当する額を控除した額を加算した額 

ロ 当該役務を提供する契約の解除によつて通常生ずる損害の額として当該役務ごとに同

条第２項第１号ロの政令で定める額 

（注） 法定利率については商法第 514 条の商事法定利率年６分が適用になる。 
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（契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 30 条の３ 包括信用購入あつせん業者は、包括信用購入あつせん関係受領契約であつて第２

条第３項第１号に規定する包括信用購入あつせんに係るものが解除された場合には、損害賠償

額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、当該契約に係る支払総額に相当する額にこ

れに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭の支払を購入者又

は役務の提供を受ける者に対して請求することができない。 

（契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 35 条の３の 18 個別信用購入あつせん業者は、個別信用購入あつせん関係受領契約が解除さ

れた場合（第 35 条の３の 10 第１項本文、第 35 条の３の 11 第１項、第２項若しくは第３項本

文又は第 35 条の３の 12 第１項本文の規定により解除された場合を除く。）には、損害賠償額の

予定又は違約金の定めがあるときにおいても、当該契約に係る支払総額に相当する額にこれに

対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭の支払を購入者又は役

務の提供を受ける者に対して請求することができない。 

 

特定商取引法（昭和 51 年法律第 57 号） 

（訪問販売における契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 10 条 販売業者又は役務提供事業者は、第５条第１項各号のいずれかに該当する売買契約又

は役務提供契約の締結をした場合において、その売買契約又はその役務提供契約が解除された

ときは、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、次の各号に掲げる場合に

応じ当該各号に定める額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超え

る額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける者に対して請求することができない。 

一 当該商品又は当該権利が返還された場合 当該商品の通常の使用料の額又は当該権利の

行使により通常得られる利益に相当する額（当該商品又は当該権利の販売価格に相当する額

から当該商品又は当該権利の返還された時における価額を控除した額が通常の使用料の額

又は当該権利の行使により通常得られる利益に相当する額を超えるときは、その額） 

二 当該商品又は当該権利が返還されない場合 当該商品又は当該権利の販売価格に相当す

る額 

三 当該役務提供契約の解除が当該役務の提供の開始後である場合 提供された当該役務の

対価に相当する額 

四 当該契約の解除が当該商品の引渡し若しくは当該権利の移転又は当該役務の提供の開始

前である場合 契約の締結及び履行のために通常要する費用の額 

（電話勧誘販売における契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 25 条 販売業者又は役務提供事業者は、第 19 条第１項各号のいずれかに該当する売買契約又

は役務提供契約の締結をした場合において、その売買契約又はその役務提供契約が解除された

ときは、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、次の各号に掲げる場合に

応じ当該各号に定める額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超え

る額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける者に対して請求することができない。 

一 当該商品又は当該権利が返還された場合 当該商品の通常の使用料の額又は当該権利の

行使により通常得られる利益に相当する額（当該商品又は当該権利の販売価格に相当する額

から当該商品又は当該権利の返還された時における価額を控除した額が通常の使用料の額

又は当該権利の行使により通常得られる利益に相当する額を超えるときは、その額） 

二 当該商品又は当該権利が返還されない場合 当該商品又は当該権利の販売価格に相当す

る額 

三 当該役務提供契約の解除が当該役務の提供の開始後である場合 提供された当該役務の

対価に相当する額 

四 当該契約の解除が当該商品の引渡し若しくは当該権利の移転又は当該役務の提供の開始

前である場合 契約の締結及び履行のために通常要する費用の額 

第 40 条の２ 
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３ 連鎖販売業を行う者は、第１項の規定により連鎖販売契約が解除されたときは、損害賠償額

の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、契約の締結及び履行のために通常要する費用

の額（次の各号のいずれかに該当する場合にあつては、当該額に当該各号に掲げる場合に応じ

当該各号に定める額を加算した額）にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した

金額を超える額の金銭の支払を連鎖販売加入者に対して請求することができない。 

一 当該連鎖販売契約の解除が当該連鎖販売取引に伴う特定負担に係る商品の引渡し後であ

る場合 次の額を合算した額 

イ 引渡しがされた当該商品（当該連鎖販売契約に基づき販売が行われたものに限り、前項

の規定により当該商品に係る商品販売契約が解除されたものを除く。）の販売価格に相当

する額 

ロ 提供された特定利益その他の金品（前項の規定により解除された商品販売契約に係る商

品に係るものに限る。）に相当する額 

二 当該連鎖販売契約の解除が当該連鎖販売取引に伴う特定負担に係る役務の提供開始後で

ある場合 提供された当該役務（当該連鎖販売契約に基づき提供されたものに限る。）の対

価に相当する額 

４ 連鎖販売業に係る商品の販売を行つた者は、第２項の規定により商品販売契約が解除された

ときは、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、次の各号に掲げる場合に

応じ当該各号に定める額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超え

る額の金銭の支払を当該連鎖販売加入者に対して請求することができない。 

一 当該商品が返還された場合又は当該商品販売契約の解除が当該商品の引渡し前である場

合 当該商品の販売価格の 10 分の１に相当する額 

二 当該商品が返還されない場合 当該商品の販売価格に相当する額 

第 49 条 

２ 役務提供事業者は、前項の規定により特定継続的役務提供契約が解除されたときは、損害賠

償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、次の各号に掲げる場合に応じ当該各号に

定める額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭の支

払を特定継続的役務の提供を受ける者に対して請求することができない。 

一 当該特定継続的役務提供契約の解除が特定継続的役務の提供開始後である場合 次の額

を合算した額 

イ 提供された特定継続的役務の対価に相当する額 

ロ 当該特定継続的役務提供契約の解除によつて通常生ずる損害の額として第 41 条第２項

の政令で定める役務ごとに政令で定める額 

二 当該特定継続的役務提供契約の解除が特定継続的役務の提供開始前である場合 契約の

締結及び履行のために通常要する費用の額として第 41 条第２項の政令で定める役務ごとに

政令で定める額 

４ 販売業者は、前項の規定により特定権利販売契約が解除されたときは、損害賠償額の予定又

は違約金の定めがあるときにおいても、次の各号に掲げる場合に応じ当該各号に定める額にこ

れに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭の支払を特定継続

的役務の提供を受ける権利の購入者に対して請求することができない。 

一 当該権利が返還された場合 当該権利の行使により通常得られる利益に相当する額（当該

権利の販売価格に相当する額から当該権利の返還されたときにおける価額を控除した額が

当該権利の行使により通常得られる利益に相当する額を超えるときは、その額） 

二 当該権利が返還されない場合 当該権利の販売価格に相当する額 

三 当該契約の解除が当該権利の移転前である場合 契約の締結及び履行のために通常要す

る費用の額 

６ 関連商品の販売を行つた者は、前項の規定により関連商品販売契約が解除されたときは、損

害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、次の各号に掲げる場合に応じ当該各

号に定める額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭
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の支払を特定継続的役務提供受領者等に対して請求することができない。 

一 当該関連商品が返還された場合 当該関連商品の通常の使用料に相当する額（当該関連商

品の販売価格に相当する額から当該関連商品の返還されたときにおける価額を控除した額

が通常の使用料に相当する額を超えるときは、その額） 

二 当該関連商品が返還されない場合 当該関連商品の販売価格に相当する額 

三 当該契約の解除が当該関連商品の引渡し前である場合 契約の締結及び履行のために通

常要する費用の額 

７ 前各項の規定に反する特約で特定継続的役務提供受領者等に不利なものは、無効とする。 

（業務提供誘引販売契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 58 条の３ 業務提供誘引販売業を行う者は、その業務提供誘引販売業に係る業務提供誘引販

売契約の締結をした場合において、その業務提供誘引販売契約が解除されたときは、損害賠償

額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、次の各号に掲げる場合に応じ当該各号に定

める額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭の支払

をその相手方に対して請求することができない。 

一 当該商品（施設を利用し及び役務の提供を受ける権利を除く。以下この項において同じ。）

又は当該権利が返還された場合 当該商品の通常の使用料の額又は当該権利の行使により

通常得られる利益に相当する額（当該商品又は当該権利の販売価格に相当する額から当該商

品又は当該権利の返還された時における価額を控除した額が通常の使用料の額又は当該権

利の行使により通常得られる利益に相当する額を超えるときは、その額） 

二 当該商品又は当該権利が返還されない場合 当該商品又は当該権利の販売価格に相当す

る額 

三 当該業務提供誘引販売契約の解除が当該役務の提供の開始後である場合 提供された当

該役務の対価に相当する額 

四 当該業務提供誘引販売契約の解除が当該商品の引渡し若しくは当該権利の移転又は当該

役務の提供の開始前である場合 契約の締結及び履行のために通常要する費用の額 

（訪問購入における契約の解除等に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 58 条の 16 購入業者は、第 58 条の８第１項各号のいずれかに該当する売買契約の締結をした

場合において、その売買契約が解除されたときは、損害賠償額の予定又は違約金の定めがある

ときにおいても、次の各号に掲げる場合に応じ当該各号に定める額にこれに対する法定利率に

よる遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭の支払をその売買契約の相手方に対して

請求することができない。 

一 当該売買契約の解除が当該売買契約についての代金の支払後である場合当該代金に相当

する額及びその利息 

二 当該売買契約の解除が当該売買契約についての代金の支払前である場合契約の締結及び

履行のために通常要する費用の額 

 

積立式宅地建物販売業法（昭和 46 年法律第 111 号） 

（契約の解除に伴う損害賠償等の額の制限） 

第 35 条 積立式宅地建物販売業者は、目的物である宅地又は建物並びにその代金の額及び引渡

しの時期の確定前に積立式宅地建物販売の契約が解除された場合には、損害賠償額の予定又は

違約金の定めがあるときにおいても、契約の締結及び履行のために通常要する費用（当該契約

の締結に関し歩合等の名義で支払われる報酬を含む。）の額とこれに対する法定利率による遅延

損害金の額とを加算した金額をこえる額の金銭の支払をその相手方に対して請求することがで

きない。 
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